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平 成 2 2 年 ７ 月 2 0 日 ( 火 曜 日 )

午前 10時０分開会

出 席 議 員（41名）
5番 西 村 賢 （新みやざき）

6番 図 師 博 規 （日 日 新）

7番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

8番 河 野 安 幸 （自由民主党）

9番 山 下 博 三 （ 同 ）

10番 黒 木 正 一 （ 同 ）

11番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 中 村 幸 一 （ 同 ）

15番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）

16番 外 山 良 治 （ 同 ）

17番 田 口 雄 二 （新みやざき）

18番 松 田 勝 則 （ 同 ）

19番 中 野 廣 明 （自由民主党）

20番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

21番 押 川 修一郎 （ 同 ）

22番 外 山 衛 （ 同 ）

23番 宮 原 義 久 （ 同 ）

26番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

27番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

28番 太 田 清 海 （社会民主党宮崎県議団）

29番 満 行 潤 一 （ 同 ）

30番 水 間 篤 典 （新みやざき）

31番 濵 砂 守 （ 同 ）

32番 星 原 透 （自由民主党）

33番 中 野 一 則 （ 同 ）

34番 横 田 照 夫 （ 同 ）

36番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

37番 蓬 原 正 三 （ 同 ）

39番 新 見 昌 安 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

40番 長 友 安 弘 （ 同 ）

41番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

43番 井 上 紀代子 （新みやざき）

45番 権 藤 梅 義 （ 同 ）

46番 徳 重 忠 夫 （ 同 ）

47番 坂 口 博 美 （自 民 党 鳳 凰 の 会）

48番 萩 原 耕 三 （自由民主党）

49番 黒 木 覚 市 （ 同 ）

50番 緒 嶋 雅 晃 （ 同 ）

51番 米 良 政 美 （ 同 ）

52番 外 山 三 博 （ 同 ）

53番 福 田 作 弥 （自由民主党）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 東国原 英 夫

副 知 事 河 野 俊 嗣

県 民 政 策 部 長 山 下 健 次

総 務 部 長 稲 用 博 美

福 祉 保 健 部 長 高 橋 博

環 境 森 林 部 長 吉 瀬 和 明

商工観光労働部長 渡 邊 亮 一

農 政 水 産 部 長 髙 島 俊 一

県 土 整 備 部 長 児 玉 宏 紀

会 計 管 理 者 加 藤 裕 彦

企 業 局 長 濵 砂 公 一

病 院 局 長 甲 斐 景早文

財 政 課 長 日 隈 俊 郎

教 育 委 員 長 近 藤 好 子

教 育 長 渡 辺 義 人

公 安 委 員 長 野 中 玄 雄

警 察 本 部 長 鶴 見 雅 男

選 挙 管 理 委 員 長 川 崎 浩 康

人 事 委 員 長 黒 木 奉 武

代 表 監 査 委 員 城 倉 恒 雄

事務局職員出席者

事 務 局 長 日 高 勝 弘

事 務 局 次 長 岡 崎 吉 博

総 務 課 長 渡 邉 靖 之

議 事 課 長 武 田 宗 仁

政 策 調 査 課 長 日 髙 正 憲

議 事 課 長 補 佐 中 原 光 晴

議 事 担 当 主 幹 日 髙 賢 治

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

議 事 課 主 査 前 田 陽 一
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◎ 開 会

○中村幸一議長 これより平成22年７月臨時県

議会を開会いたします。

ただいまの出席議員41名。定足数に達してお

りますので、これより本日の会議を開きます。

◎ 会議録署名議員指名

○中村幸一議長 会議録署名議員に、福田作弥

議員、長友安弘議員を指名いたします。

◎ 議会運営委員長審査結果報告

○中村幸一議長 まず、今期臨時会の会期日程

に係る議会運営委員長の審査結果報告を求めま

す。議会運営委員会、横田照夫委員長。

○横田照夫議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

去る７月13日に、閉会中の議会運営委員会を

開き、本日招集されました平成22年７月臨時県

議会の会期日程等について協議をいたしまし

た。

今臨時会に提案されます知事提出議案は、補

正予算案１件であります。

提出議案の内容等を踏まえ、当委員会におい

て慎重に審査をいたしました結果、会期につい

ては、本日から22日までの３日間とすることに

決定いたしました。会議日程は、お手元に配付

されております日程表のとおりであります。

まず、本日は、議案の上程、知事の提案理由

説明が行われた後、口蹄疫に関する質問を行い

ます。質問人数は合計８名以内とし、質問時間

は１人当たり30分以内といたします。質問終了

の後、質疑、議案の所管常任委員会への付託を

行います。あす１日間で常任委員会を開催して

いただき、22日の最終日に、付託された議案の

審査結果報告から採決までを行います。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いをい

たします。

以上で当委員会の報告を終わります。（拍

手）〔降壇〕

○中村幸一議長 議会運営委員長の報告は終わ

りました。

質疑の通告はありません。

◎ 会期決定

○中村幸一議長 会期についてお諮りいたしま

す。

今期臨時会の会期は、ただいまの議会運営委

員長の報告のとおり、本日より22日までの３日

間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中村幸一議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

◎ 議案第１号上程

○中村幸一議長 次に、お手元に配付のとお

り、知事より議案第１号の送付を受けましたの

で、これを上程いたします。〔巻末参照〕

◎ 知事提案理由説明

○中村幸一議長 ここで、知事に提案理由の説

明を求めます。

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 平成22年７

月臨時県議会の開会に当たりまして、ただいま

提案いたしました議案の御説明に先立ち、４点

ほど御報告をさせていただきます。

１点目は、口蹄疫についてであります。

平成22年７月20日(火)



- 5 -

今回の口蹄疫による被害は、我が国がかつて

経験したことのない甚大な規模となり、６月30

日までにワクチン接種分を含む約29万頭にも上

る対象家畜の処分を終えたところであります。

７月に入りまして、県内各地域の移動制限及び

搬出制限を順次解除してまいりましたが、川南

町を中心とする児湯地域につきましても、７

月18日にすべて解除され、順調にいけば今月

の27日には県下全域で制限を解除できる見込み

であります。これもひとえに、畜産農家の皆様

はもとより、国を初め関係都道府県、各市町

村、関係機関・団体等の御尽力、そして県民の

皆様の多大なる御協力や県内外の方々の温かい

御支援のたまものであり、心より感謝を申し上

げたいと思います。

また、県民の皆様の生活や県内全域の経済へ

の影響などを総合的に勘案し、７月１日に非常

事態宣言の一部を解除したところであります

が、県といたしましては、一日も早い終息のた

め、引き続き、防疫対策に万全を期してまいり

ますので、県議会を初め県民の皆様の御理解と

御協力をお願いいたします。

一方、口蹄疫の蔓延・事態の長期化により、

畜産やその関連産業、さらには観光や物産、流

通等、本県経済のあらゆる分野に大きな影響が

及んでおり、経済活動の停滞や、雇用・生活へ

の不安、環境対策、本県のイメージ回復など、

さまざまな課題が生じております。

県といたしましては、こうした状況を一日も

早く克服し、本県産業を再生させる道筋を示す

とともに、県民の皆様の不安を払拭することが

喫緊の課題でありますことから、６月28日付で

宮崎県口蹄疫復興対策本部を設置し、専従職員

を置いて、畜産再生、環境対策、地域振興、経

済・雇用対策、イメージアップ対策など、総合

的な復興計画の策定に全庁的に取り組んでいる

ところであります。

また、７月14日には、市町村や経済団体で構

成する口蹄疫復興対策連絡会議を開催し、官民

一体となって口蹄疫被害からの再生・復興に取

り組んでいくこととしたところであります。

さらに、国に対しましては、本県の地域再生

・復興のため、適切かつ十分な財政支援ととも

に、特に県が設置する予定の基金について、口

蹄疫対策特別措置法に基づいて当該基金の造成

に対する支援を強く求めていくこととしており

ます。

２点目は、大雨による被害についてでありま

す。

県内におきましては、７月２日から３日にか

けて記録的な大雨に見舞われ、都城市で１名の

方が行方不明となっておりますほか、県の南西

部を中心に家屋の全半壊や浸水被害が発生いた

しました。また、道路や河川など公共土木施設

の被害は321カ所に及び、農作物や農地、農業用

施設なども大きな被害を受けました。被災され

ました県民の皆様には、この場をおかりして心

からお見舞いを申し上げますとともに、被災箇

所につきましては、緊急を要するものから早期

の復旧に全力で取り組んでまいりたいと思いま

す。

３点目は、東九州自動車道についてでありま

す。

７月17日になりますが、東九州自動車道高鍋

―西都間が開通いたしました。このことは、県

内高速道路網の全線開通という県民の悲願達成

に向けた大きな一歩となりますとともに、口蹄

疫の被害に見舞われた西都・児湯地区にとりま

して、今後の復興への大きな弾みになるものと

期待しているところであります。

平成22年７月20日(火)
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高速道路は、本県にとりまして、観光や企業

立地などの諸産業の振興はもとより、救急医療

や災害時の「命の道」となる大変重要な幹線道

路であり、地域の自立に不可欠な最優先で整備

されるべき社会基盤でありますので、県内の高

速道路の一日も早い全線開通に向け、引き続き

全力を尽くしてまいります。

４点目は、第34回全国高等学校総合文化祭に

ついてであります。

口蹄疫の発生を受け、文化庁及び全国高等学

校文化連盟と開催の可否について検討してまい

りましたが、８月１日の開催前には、県下全域

で家畜の移動制限及び搬出制限を解除し、清浄

化が図られる見込みでありますことから、当初

の予定どおり開催することといたしました。こ

の大会は、ことし本県で開催されるイベントで

は最大規模の全国大会であり、所要の防疫対策

を講じながら、全国から訪れる約２万人の高校

生や関係者の皆様を、宮崎ならではのおもてな

しの心でお迎えしたいと考えております。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

補正予算案についてであります。

今回は、口蹄疫に関する第５次緊急対策に伴

う経費について措置することといたしました。

補正額は、一般会計49億9,347万9,000円であり

ます。この結果、一般会計の歳入歳出予算規模

は6,365億2,040万5,000円となります。

以下、その主なものについて御説明申し上げ

ます。

まず、口蹄疫発生件数の増加と事態の長期化

に伴い、県が行う防疫対策に必要な経費を増額

するとともに、市町村が設置する消毒ポイント

の運営経費に対する追加助成を行うこととし、

あわせて29億円余を追加措置することといたし

ました。

また、疑似患畜に係る家畜評価額の５分の１

相当額を助成する経営支援補助金につきまし

て、疑似患畜の処分頭数が当初の見込みから増

加したこと、及び家畜評価基準が確定したこと

に伴い、20億円余を追加措置することといたし

ました。

以上、今回の補正予算の概要について御説明

申し上げましたが、これに要します一般会計の

歳入財源は、地方交付税50億円、国庫支出金17

億7,092万6,000円で、繰入金が17億7,744

万7,000円の減額となります。

なお、一連の口蹄疫対策に関する予算といた

しましては、今回の補正予算を含め、総額592

億2,517万円となります。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願いいたします。〔降壇〕

○中村幸一議長 知事の説明は終わりました。

◎ 口蹄疫に関する質問

○中村幸一議長 それでは、ただいまから口蹄

疫に関する質問に入ります。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参

照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、西村賢議員。

○西村 賢議員 〔登壇〕（拍手） おはよう

ございます。このたび、口蹄疫の発生で甚大な

被害を受けました畜産農家の皆様、そして関連

するすべての産業の皆さんに、深くお見舞い申

し上げます。また、埋却作業、そして今もなお

防疫作業に当たっていただいております関係者

の皆様に、深く感謝を申し上げます。そして、

平成22年７月20日(火)
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口蹄疫発生から不眠不休で対策に当たっていた

だきました知事初め執行部の皆様方に、深く敬

意を表します。

さて、一刻も早い復興のために、これからが

本当に政治の出番だと思います。この質問を通

じまして、県執行部、またその先にある国へと

訴えてまいりたいと思います。１番目の質問に

なります。どうぞよろしくお願いいたします。

まず、一連の知事の発言について伺います。

まず、本県の隠ぺいについて、７月15日、読

売新聞で、県は口蹄疫症状を国に報告しなかっ

た旨の記事が一面トップで掲載されました。記

事によると、６月25日に新富町内で口蹄疫が疑

われる症状の牛を発見しながら、国への通報を

行わず、現場の判断で処分したとのこと、居合

わせた獣医でも意見が分かれたような状況で

あったとのことですが、家伝法によりますと、

疑わしき家畜を発見した場合は速やかに国に報

告することを義務づけているとありますが、な

ぜに報告が不要だったのか。その後のマスコミ

報道は御存じのとおりでありますが、この記事

の報道の内容が事実であれば、風評被害のみな

らず、本県の危機管理体制にも大きな影響を与

えかねません。この問題につきまして、知事に

説明を求めます。

次に、民間種雄牛の問題について、知事は、

民間種雄牛を保有する薦田氏との面会後、その

種牛の救済を国に訴え、山田大臣と面会を重ね

ました。その経過は、マスコミを通じて我々は

知ることになりますが、大臣と知事との感情的

な衝突がクローズアップされました。国全体で

口蹄疫被害を考える大臣と、本県の畜産を預か

る知事の立場では、意見が平行線になることは

わかります。しかし、そこは感情的にならずに

議論していただかないと、これからの復興に向

けて、県内の関係者は非常に不安を持ちます。

まして、発信力、県内の支持率の高い知事が、

マスコミやネット上で国や大臣への不満をぶち

まけることは、宮崎県の利益につながるのか、

甚だ疑問でもあります。

薦田氏の苦渋の決断には、我々の想像を絶す

るほどの苦悩があったと思います。心情的に

は、薦田氏を擁護する気持ち、かわいそうだと

思う気持ち、多くの県民も種牛を助けてあげた

いという気持ちは持っております。しかし、こ

れまで感染を防ぐために処分された牛や豚はど

うなるのか。また、嫌々ワクチンに協力してき

た農家はどうなるのか。県内の該当する生産者

団体は早期の処分を求め、また市長会は処分に

反対するなど、県内でもあつれきが生まれまし

た。知事の言動は非常に重いと思います。

国は、口蹄疫被害が拡大していることから、

本県に現地対策本部を立ち上げました。国から

来られた方々は、一生懸命に本県の防疫対策、

口蹄疫対策に尽力していただいたと思っており

ます。なぜに国とこれほどもめることになった

のか、民間種雄牛を守るのであれば、もっと早

い段階で対処すべきではなかったのか、これま

での経緯を知事に説明を求めます。

次に、参院選に係る知事の発言です。先日行

われました参院選挙につきまして、知事は、政

府の対応を非難し、口蹄疫対策を優先し、参院

選の日程延期をやるべきだったという発言をさ

れました。もし今回のような口蹄疫やＢＳＥな

ど家畜伝染病が県内に発生した場合、地方選挙

において選挙期日の設定を弾力的に行うことが

可能なのか、選挙管理委員長にお伺いします。

以下、質問者席で質問を続けます。（拍手）

〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた
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します。

７月15日付の読売新聞の報道についてであり

ます。御質問の報道内容につきましては、５

月24日にワクチンを接種し、６月25日に処分さ

れた、新富町の畜産農家（513頭飼養）の牛１頭

で、口腔内に帯状の発赤が認められた際の対応

についてであります。この農場の対応状況につ

いて、現場で従事していた県の家畜防疫員に確

認したところ、前日（６月24日）の健康検査で

異常を認めなかったこと、症状が口蹄疫の特徴

的病変ではなかったこと、他の牛に異常が認め

られなかったことなどから、現地のリーダーで

ある家畜防疫員が、疫学情報や臨床症状に基づ

いて、口蹄疫の症状ではないと判断したもので

あり、適切であると考えておるところでありま

す。

続きまして、民間種雄牛の対応についてであ

ります。高鍋町で種雄牛６頭を飼養している薦

田氏に対しましては、私も含め、６月初めから

ワクチン接種と殺処分への理解を求めて話し合

いを進めてきたところでありまして、６月29日

には特措法に基づく殺処分勧告書を交付いたし

ました。これに対し薦田氏から、種雄牛の県へ

の無償譲渡の申し出があり、私としては、本県

畜産の再興に活用できるという公益性が認めら

れること、無償譲渡ということでワクチン接種

農家からの不公平感が相当程度緩和されること

などから、県が無償譲渡を受け、清浄性確認検

査を行った上で、異常がなければ県所有として

管理することを国に要望したところでありま

す。７月13日の農林水産大臣への要請におきま

しても、このような県の考え方を粘り強く説明

したところでありますが、この種雄牛が存在す

る限り移動制限の解除は認めないということ、

地方自治法に基づく是正の指示を行うことなど

の厳しい回答があったところであります。

こうした中、私としては、県政を預かり、県

民生活を守るべき立場にある知事として、本県

の置かれている状況を考えますと、苦渋の決断

をせざるを得なく、薦田氏に対し、殺処分に応

じていただくよう再考をお願いしたところであ

ります。その結果、薦田氏も熟慮の後、こちら

の意を酌んでいただき、断腸の思いで翌７月16

日に殺処分を受け入れていただいたところであ

ります。以上です。〔降壇〕

○選挙管理委員長（川崎浩康君）〔登壇〕 お

答えいたします。

地方選挙における選挙期日の設定についてで

あります。今年度実施される予定の宮崎県知事

選挙につきましては、県選挙管理委員会におい

て選挙の期日等の決定を行いますため、公職選

挙法に定める範囲において柔軟に期日を設定す

ることは可能であります。例えば、口蹄疫が発

生した場合、その発生状況、終息見通し等を踏

まえまして、総合的に判断することになると考

えております。

一方、統一地方選挙の実施に当たりまして

は、通常、国におきまして、「地方公共団体の

議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関

する法律」が制定されます。この特例法により

まして、選挙日程が全国で統一されますため、

本県の事情により日程を変更することは困難で

あると思われます。以上であります。〔降壇〕

○西村 賢議員 まず、新聞報道について再質

問いたします。今のお話では、全く疑わしき問

題ではなかったということで、あくまで行き違

いというようなことでありました。我々として

は、知事の言葉を信じたいと思いますが、そう

いう認識でよろしいでしょうか、知事にお伺い

します。
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○知事（東国原英夫君） このことにつきまし

ては、篠原副大臣も記者会見等で、県の判断は

正しかったということをおっしゃっております

ので、私もそういう認識で構わないと思いま

す。

○西村 賢議員 知事を信じたいと思います。

またさらに、民間種牛の件について再質問い

たします。薦田氏の種牛を助けたかったのであ

れば、登録協会のエース級種牛の６頭が西都市

へ移動した５月13日より前、もしくは５月31日

に処分された49頭の種牛の処分の前に行動を始

めるべきでなかったかと思いますが、その時点

では、民間種牛の救済判断は知事にはなかった

のでしょうか、伺います。

○知事（東国原英夫君） まず、家伝法に基づ

きまして、移動制限区域内からの牛の移動はで

きないという認識でありましたが、川南町内で

口蹄疫の発生が拡大する中で、５月10日に赤松

大臣に対して、県の種雄牛の移動について要請

を行ったところであります。その結果、種雄牛

は公共性、公益性が高いということから、一定

の条件のもとでの移動を、エース級の６頭につ

いて特例として認めていただきまして、検査を

行った後、５月13日に移動させたものでありま

す。この時点では口蹄疫の発生が急速に拡大し

ておりまして、県としては防疫措置を行うこと

に専念しておりました。県の種雄牛につきまし

ても、本来は全頭の移動をしたかったのです

が、エース級だけでもということで６頭だけの

移動になったところであります。実際、移動し

た翌日には事業団での発生が見られ、ぎりぎり

の判断ではなかったかと御理解いただきたいと

思います。このような状況の中で、薦田氏の種

雄牛について判断することは困難であったとい

うことであります。

○西村 賢議員 わかりました。再度、民間種

牛の件について質問いたしますが、処分に応じ

ていただいた薦田氏にとっては、厳しく苦しい

判断であったと思います。農政水産部長にお伺

いしますが、薦田氏の種牛の処分に対しまし

て、補償はちゃんと行われるのか、確認したい

と思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 薦田氏の種雄

牛につきましては、口蹄疫対策特別措置法に基

づきまして殺処分を行ったことから、評価額の

全額について補てん金を支払うことになりま

す。

○西村 賢議員 ありがとうございます。よろ

しくお願いしたいと思います。

次に、初動体制について伺います。

今回は、消毒から埋却に至るまで多くの方々

の協力をいただきました。先ほど知事もおっ

しゃったとおり、多くの方々にお礼を申し上げ

る機会がたくさんあったと思います。本当にあ

りがたい支援をいただきました。その中でも、

本県職員も各持ち場を離れて、なれない作業に

も従事していただきました。本当にお疲れさま

であったと思います。現在までに県職員の動員

数はどうか、また健康被害等、本来の職務に影

響があった人数はどの程度いらっしゃるのか、

お伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

防疫対策においては、県職員は、獣医師が殺処

分等を行うほか、一般職員が殺処分の補助作業

や埋却作業などに従事をしてきたところであ

り、これらの動員人数につきましては、大まか

ではありますが、４月20日の発生以来、延べ人

数でおよそ４万8,000人に上ります。また、現地

対策本部を通じて農政水産部に報告のあった県

職員のけがにつきましては、石灰によるやけど
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が多く、このほか、牛に足を踏まれ骨折したも

のや熱中症などを合わせると全部で35件あり、

このうち入院を伴ったものは２件であります。

○西村 賢議員 非常に大変だったと思いま

す。疲れやけがを早くいやしていただきたいと

思います。

次に、初動体制について伺います。このよう

な家畜伝染病が今後いつ起こらないとも限りま

せん。考えたくもありませんが、今回の検証を

重ねて、次回の再発時に役立てることが非常に

重要であると思います。

10年前と今回の発生を比較してみますと、92

年ぶりに発症した2000年は、３月12日に発

見、13日後に疑似患畜を発表、同日、移動制限

・搬出制限区域の設定を実施いたしました。今

回2010年は、４月９日に発見、４月20日、11日

後に疑似患畜の発表、同日、移動制限と、以上

の観点からは、制限区域の設定まではほとんど

変わりがありませんでした。被害の大きさは、

発生した地域が前回に比べて非常に畜産が盛ん

な地域だったことも要因にあるかもしれません

が、今回は甚大な被害となりました。ウイルス

の感染力の強さ等も指摘されておりますが、農

政水産部長に、今回被害が拡大した原因が何

か、見解を伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

につきましては、４月20日の発生以来、家畜伝

染病予防法や国の防疫指針に基づき、国、自衛

隊、各都道府県、関係市町村、団体、さらには

県の家畜防疫員及び県職員の動員者など、多く

の方々の御協力をいただきながら、一刻も早い

終息に向けて懸命の防疫活動を行ってきたとこ

ろであります。しかしながら、今回の発生が全

国でも有数の畜産密集地帯であったこと、感染

力の強い豚に感染したこと、大規模農場での埋

却地確保がおくれたことなどにより、感染が急

速に拡大し、５月20日には２市５町へと広がっ

たところであります。このため、５月21日には

ワクチン接種の受け入れを余儀なくされ、結果

として、28万頭を超える家畜の殺処分に至った

ところであります。今後は、今回の防疫措置を

検証し、国家防疫の観点から地域の畜産経営の

実態に即した家畜伝染病予防法の改正等を国に

要望してまいりたいと考えております。

○西村 賢議員 私は10年前当時、故江藤隆美

代議士の国会の事務所に勤務しておりましたの

で、当時の与党・政府の動きなど目の当たりに

しておりました。当然、国は国の動き、現場は

現場の対応があるとは思います。先ほど申し上

げたとおり、発見時からの動きはそう変わりあ

りません。国は財源の捻出など後方の支援を行

う必要がありますが、10年前は、江藤隆美代議

士の訴えに、すぐさま100億円の緊急対策をまと

めました。これは24日後のことでした。今回は

特措法成立までに１カ月半を要し、与野党協議

にも時間がかかり、また被害の規模も大きかっ

たことも原因にあるかもしれません。このこと

に関しましては、国の初動体制にも非常に問題

があると思いますし、現政権の責任も重いと思

います。

しかし、現場のほうに話を戻しますと、10年

前の本県の防疫体制の現状を知る者から、今回

の初動の防疫体制は甘かったとの指摘がありま

した。お隣の鹿児島県は、都城市での発生時に

は幹線道路を絞り込み、小さな道路を封鎖して

本県からの通行を制限いたしました。本県が最

初の防疫体制を組むに当たり、10年前と比較し

て消毒ポイントの立ち上げなどに反省点はない

のか、農政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 消毒ポイント
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の立ち上げにつきましては、４月20日の発生と

同時に、国の防疫指針や県の防疫マニュアルに

基づき、10キロメートルの移動制限区域ライン

上に２カ所、20キロメートルの搬出制限区域ラ

イン上に２カ所、計４カ所を設置したところで

あります。その後は、感染の拡大に伴い、４

月28日には18カ所、５月21日には138カ所と、順

次消毒ポイントを増設し、７月17日現在では県

内348カ所に設置をしております。

一方、10年前の発生時には、移動制限区域

を20キロメートル、搬出制限区域を50キロメー

トルに設定したことから、当初立ち上げの消毒

ポイントの数は13カ所と多かったものの、最終

的には25カ所でありました。

したがいまして、発生時の消毒ポイントの立

ち上げ数の違いは、制限区域の設定エリアの違

いによるものであると考えておりますが、今

後、今回の初動防疫のあり方については検証し

てまいりたいと考えております。

○西村 賢議員 明らかに消毒ポイント自体も

少なく、また発生した児湯郡は、国道、県道、

町道、農道と、複雑に入り組んでいることもあ

り、消毒ポイントを容易に迂回することができ

ました。また、発生当初は一般車両の消毒はな

かったように思います。初動体制が手薄であっ

たことは言い逃れができません。エリアによる

違いということで総括してもらっては、次にも

つながりませんので、そこは、悪い点はあぶり

出すという意味ではなくて、次につながる十分

な検証をお願いしたいと思います。

次に、消毒薬の備蓄について伺います。発生

当初、各地で消毒薬や石灰などが不足したとい

うことを聞きました。畜連等では、10年前の口

蹄疫発生時に支給された消毒薬や炭酸ソーダを

５月まで使っていたということでした。県は、

このような防疫に必要な消毒薬や石灰などの保

管や備蓄はしていなかったのか、また市町村に

対し、ある程度の備蓄を指導すべきではなかっ

たのか伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 炭酸ソーダや

石灰等の消毒薬は、その成分から湿気等の影響

で固まる性質がありまして、大量の備蓄が難し

い状況にございます。このようなことから、県

といたしましては、生産工場からの入手ルート

を確保し、緊急の防疫措置に迅速に対応できる

よう万全の体制を整えておりました。今回の初

動防疫における消毒薬の確保も、あらかじめ設

定しておいたこの入手ルートを生かし、円滑に

行われたものと考えております。今後は、市町

村に対して入手ルートの周知を図るなど、一体

的な初動防疫体制が構築できるよう努めてまい

りたいと考えております。

○西村 賢議員 他県では備蓄している例もあ

りますので、本県も検証を重ねまして、できる

限りすぐさま対応できるような対策をとってい

ただきたいと思います。

最後に、感染ルートの解明は現時点でどう

なっているのか、お伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 感染経路の解

明は、今後の防疫体制の強化や再発防止を図る

上で非常に重要であると考えております。現

在、国の疫学調査チームや新たに設置された現

地調査チームにおきまして、感染経路や感染拡

大の原因究明が行われておりますが、現時点で

は、まだ究明には至っていない状況にありま

す。

○西村 賢議員 10年前の発生時は、結局のと

ころ感染ルートを絞り込むことができなかった

ことがあります。ぜひ、今回は感染ルートの解

明に全力を挙げて、県も国も協力してやってい
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ただきたいと思います。

そのまま続けます。次は、被害農家等の支援

について伺います。

今回は、畜産農家などの支援に多くの施策が

講じられております。非常にありがたいことで

すが、農家や団体等から、実情との乖離を指摘

されているものも少なくありません。例えば、

肉用牛出荷遅延対策事業については、発生後の

競りが遅延になったことで、ＪＡや畜連が１農

家6,000円分ほどのえさ代を農家へ無償援助して

いますが、今回の県の遅延対策事業では、農家

には１日290円支払われるものの、先んじて農家

支援をしたＪＡや畜連などは補助を受けること

ができません。このような団体への支援はない

のか、お伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 本県では４

月22日以降、蔓延防止のために、移動制限区域

にかかわらず、県内すべての競り市が中止され

ております。このため、子牛の出荷遅延対策と

して、いち早くＪＡ、畜連によるえさの無償援

助が実施されたことは、農家にとって大変心強

いものであったのではないかと考えておりま

す。

なお、本県が今回の発生を受け創設した関連

事業は、出荷遅延した子牛を出荷する生産者を

対象としたものであり、ＪＡ等への直接的な支

援は行っておりませんが、畜産農家の経営再

開、ひいては地域の復興・再生を早急に図るこ

とが、ＪＡ等関係団体の支援にもつながるもの

と考えておりますので、御理解を賜りたいと存

じます。

○西村 賢議員 ＪＡや畜連というのは農家の

痛いところに手が届くというところを、実践し

ていただいたと思います。非常に感謝の念にた

えませんが、今後とも、ＪＡ、また畜連と協力

して支援体制を築いていっていただきたいと思

います。

次に、家畜市場再開支援事業（購買者輸送費

支援）におきましては、競り再開後の購買者に

対し、家畜市場や県、市町村、団体などの負担

が条件で、輸送費の２分の１の補助が国から出

ます。しかし、市場や自治体の半額負担が必要

とのことなので、実際には、その市場の財力、

また市町村の協力度が大きく影響いたします。

県内で地区ごとに差が出ることがないように、

県が２分の１を補てんすることはできないの

か、お伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回新たに創

設された国の家畜市場再開支援事業は、再開さ

れた家畜市場の円滑な家畜取引を支援するため

に、県外からの購買者への輸送支援として、家

畜市場等が奨励金を交付する場合に、国が上限

を定めて２分の１以内の輸送費補助を行うもの

でございますが、制限区域であるか否かにかか

わらず、県下全域を対象といたしております。

また、県においては、子牛導入促進対策事業

により、県内外の購買者の誘致対策として、県

下全域を対象に、出荷遅延となった子牛を一定

価格以上で購入した場合に、購入価格との差額

の一部を購買者へ助成することといたしており

まして、競り再開後は、国の事業も活用しなが

ら購買者誘致に努めてまいりたいと考えており

ます。

○西村 賢議員 今の話ですと、県の直接的な

補てんはなかなか難しいということでよろしい

でしょうか。

○農政水産部長（髙島俊一君） 再開支援事業

につきましては、国の事業を生かしていきた

い、そのように考えております。

○西村 賢議員 例えば、県内一円、牛が出荷
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できない状況、競りがとまっている状況が続い

ているんですけれども、その中でも一つの市場

が、例えば東臼杵の畜連のようなところは２市

２町２村が、多くの自治体がまたがったところ

でやっておりまして、被害の大きさもそれぞれ

に違うことがあって、協力体制を組むのが非常

に難しいことがあります。また、今回、いわゆ

る支援対策にお金を使ってきた経緯もありまし

て、農協、畜連ともに非常に体力が弱っている

部分もあります。ぜひ、ここにも目を向けてい

ただきたいと思います。

次に、同じく再開支援事業について伺います

が、家畜市場防疫強化事業では、20キロ圏外は

２分の１しか補てんされません。つまり、同じ

く競りがストップしている県内の市場の中で

も、高千穂や南那珂の市場は、半分みずから手

出ししなければならないわけです。支援策に

よって、体力があるところはより強くなり、体

力がないところはより弱くなってはならないと

思いますが、このようなところに県は補てんで

きないのか、同じく農政水産部長にお伺いいた

します。

○農政水産部長（髙島俊一君） 国の家畜市場

防疫強化事業は、家畜市場の再開後における防

疫の強化を図るため、市場の消毒の徹底に必要

な機材及び消毒薬の購入に要する費用に対し

て、制限区域内の家畜市場においては定額を、

それ以外の家畜市場については２分の１以内を

補助するものでございます。本県の家畜市場

は、全市場とも競り市が中止となり、影響を受

けておりますことから、すべての家畜市場にお

いて同様の支援が受けられるよう、引き続き国

に対して要望してまいりたいと思います。

○西村 賢議員 ぜひ、よろしくお願いしたい

と思います。

私は、これが今後一番の重要な問題となるの

ではないかと思いますが、４月の口蹄疫発生時

から約３カ月間、繁殖農家は新たな授精を控え

ている状況にあります。この問題は、私は今後

大きな問題になると思いますが、繁殖農家に

とっては、この３カ月間に授精する予定だった

子供が生まれないことで、約１年半後、18カ月

後に競りに出す子牛がいない時期がやってきま

す。畜連もこのようなことを懸念しており、既

に、平成23年の11月ごろから平成24年の１月ぐ

らいまで競りを開くことができるかどうか、非

常に不安に思っている地域があります。この18

カ月後の問題を県はどのように考え、またどの

ような支援を考えているのか伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 口蹄疫の発生

に伴う蔓延防止対策の一環として、家畜人工授

精業務につきましては、一定期間の自粛をお願

いしたところでございますが、７月16日に、一

部の地域を除きまして、自粛の解除に係る文書

を発出したところでございます。この間の授精

業務の自粛の影響により、18カ月後の平成23

年10月から３カ月間、県内の繁殖農家において

は、出荷適齢期となる子牛を出荷できない状況

となります。このような事態は、全国第２位の

子牛生産県として初めての経験であり、非常に

深刻に受けとめているところでございます。今

後、関係団体とも十分協議しながら、子牛の出

荷月齢や競り市場開催時期の調整を図るととも

に、必要な支援についても国に要望してまいり

たいと考えております。

○西村 賢議員 今回、県下すべての畜産農家

が被害に遭ったと言っても過言ではありませ

ん。畜産農家の中には、平成17年とか18年ごろ

の子牛の値段が非常によかった、競りの値段

が50万、55万を超えるような非常によかった時
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代に、増頭策のために牛舎の増設、新設などを

行っているところも非常に多く、そのときの支

払い猶予が終わり、今、支払いが始まったやさ

きでもありました。そのときに比べ低迷してい

る競り価格に加えての大きな衝撃となります。

現在のさまざまな支援策を、ぜひとも平成24年

の１月以降まで継続して適用していただくよう

に、先ほど国に要望するとおっしゃいましたけ

れども、ぜひこれも国に、あわせてお願いして

いただきたいと思います。

次に移ります。また、４月からこの３カ月

間、同様に仕事がない状態でもある人工授精師

や削蹄師、また獣医など、直結する職業の方へ

の生活支援はできないのか。先日、西都市では

支援を行ったとの報道もありました。また、県

も義援金の３次配分で検討するという情報もあ

りますが、どのようになっているのかお伺いい

たします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 家畜人工授精

師や削蹄師の業務は、酪農家や肉用牛農家が相

手であり、口蹄疫の影響を直接受けられ、この

３カ月間、全く現金収入が入らないなど非常に

厳しい状況にあると認識をしております。この

ため、５月の専決予算において、畜産経営体等

生活支援資金を措置し、畜産農家のみならず、

口蹄疫の発生により影響を受ける家畜人工授精

師や削蹄師に対する当面の生活資金としての融

資に係る利子補給を行っているところです。な

お、先ほども申し上げましたとおり、７月16日

に、一部地域を除いて授精業務の自粛解除を

行ったところであります。

○福祉保健部長（高橋 博君） 今後の義援金

の配分につきましては、口蹄疫被害によるさま

ざまな影響を市町村等からお伺いしているとこ

ろであり、寄附をいただいた全国の皆様の気持

ちを尊重しながら、被害地域の深刻な実情を十

分踏まえ、配分委員会で協議、決定してまいり

たいと考えております。

○西村 賢議員 この問題も非常に重い問題で

ありますので、ぜひよろしくお願いしたいと思

います。

次に移ります。現在、農家は再建のために非

常に大きな問題に直面しております。ふん尿処

理の問題です。現在のふん尿処理方法は問題が

ないのか。また今、再肥料化するような指導を

されていますが、安全と言われても実際に使う

となると農家には不安があり、これだけ大きな

ふん尿の処理ができるのか、使われるのか、不

安があります。そのあたりはどうなっているの

か、お伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） ワクチン接種

地域の家畜の排せつ物等の処理については、炭

酸ソーダ等で消毒を行った上で、ウイルス飛散

防止のためのブルーシート等で覆い、42日間の

封じ込めを行った後に堆肥化を図り、堆肥の中

心温度が60度Ｃ以上となったことを確認するこ

とでウイルスが不活化することになります。し

たがいまして、適切に堆肥化されたものについ

ては、安全性は担保されていますが、風評等に

より販売や利用が難しい場合も想定されること

から、自己所有地での利用や、地元耕種農家等

の理解を得ながらその利用を進めるなど、関係

機関・団体と連携して、堆肥の滞留が生じない

ように努めてまいりたいと考えております。

○西村 賢議員 堆肥の問題もそうですが、堆

肥化された後に使われなくて山積みになると、

ある意味、産廃となってしまいますので、非常

に重要な問題に発展しかねません。また、今日

までに埋却された29万頭もの家畜の箇所に、今

後さまざまな問題が起こってくることも考えら
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れます。既にガスの発生やハエの多量発生の話

は耳にします。ウイルスは死滅したとしても、

今後、環境に大きな影響があるのではないかと

も懸念しております。今回、質問はいたしませ

んが、地質や水質の経過を十分に調査するよう

にお願い申し上げます。

次に移りますが、既に御承知のとおり、今回

の口蹄疫被害は農家以外の県内各産業にも大き

な影響を与えており、イベントや宴会の自粛、

観光産業への影響、もはや説明が要らないほど

甚大な被害を生んでおります。現在、その影響

を各団体とヒアリングや調査していると思いま

すが、復興には時間も労力もかかります。現段

階では商工業者への支援は融資制度と雇用調整

助成金しかないと思いますが、商工観光労働部

長にお伺いいたします。畜産農家以外の融資制

度の利用状況、また口蹄疫の影響に伴う雇用助

成金の申し込みの状況についてお伺いいたしま

す。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 県では、

口蹄疫の影響を受けている商工業者を対象とし

ました口蹄疫緊急対策貸付―融資枠50億円で

ございますけれども―を４月に創設したとこ

ろでございます。７月15日現在の利用状況でご

ざいますが、累計で、信用保証協会の保証承諾

状況が236件、23億1,000万円となっておりま

す。また、審査中のものが93件となっておりま

す。

それから、雇用調整助成金の申請状況でござ

いますが、宮崎労働局によりますと、７月15日

現在、口蹄疫の影響に伴う雇用調整助成金等の

申請につきましては、60件がなされているとの

ことでございます。以上でございます。

○西村 賢議員 今回、質問でこれからの景気

刺激策等も伺おうと思いましたけれども、まだ

時期尚早であると思いますので、これは割愛い

たしまして、これからも商工業者に対しての支

援もお願いしたいと思います。

また、知事におかれては、ぜひとも、知事

会、もしくはいろんな国での発言の場で、全国

大会の優先誘致、また新設等、全国規模のイベ

ントを呼び込むような活動をお願いしたいと思

います。

次に移りますが、風評被害対策についてお伺

いいたします。

10年前の口蹄疫終息後は、再開後の競りでは

ほとんどが値段が落ちませんでした。10年前の

競り再開を支えたのが、ＪＡなどの買い支えで

ありました。今回、甚大な被害を受けたこと

で、ＪＡでは買い支える余力があるのか、不安

があります。県による買い支えはできないの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回、本県に

おいて発生した口蹄疫は、10年前の口蹄疫と比

較して、より大規模かつ長期化したことで、畜

産農家及び関係団体へ与えた被害は極めて甚大

であり、さらに、競り再開時の子牛価格への影

響も大変懸念されるところでございます。県と

いたしましては、子牛の購入助成や競り価格低

下に対する助成等、一連の口蹄疫関連対策によ

り、畜産農家への支援を行ってまいりたいと思

います。

○西村 賢議員 ぜひお願いしたいと思います

が、10年前の口蹄疫発生の翌年のＢＳＥの発生

時には、翌年、明らかな風評被害が起こり、非

常に競りの値が下がりました。このときは、や

はり消費が急激に落ち込んだことがあります。

これは知事への要望ですが、知事が全国各地、

全国行脚をされた際には、義援金等のお礼も含

めまして、ぜひ宮崎牛を食べてくれ、宮崎の豚
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を食べてくれということを発信していただきた

いと思います。やはり消費がふえなければ、い

つまでも価格低迷に泣くことになります。

また、知事への質問ですが、今回、甚大な被

害を受けた食肉加工などの畜産商品につきまし

て、県内外に消費拡大を訴えていくためにも、

畜産加工品の販売促進に強力に取り組むべきだ

と思いますが、知事の考えはどうか伺います。

○知事（東国原英夫君） 今回の口蹄疫では、

本県の農畜産業や食品加工業が大きな打撃を受

け、畜産物を初めとするブランドイメージが著

しく傷つけられたところであります。口蹄疫終

息後には、本県畜産物の信頼回復や産地の再生

に向けて販売・ＰＲを強化していくことにして

おりますが、それに加えまして、畜産加工品に

つきましても、今後、販売促進による消費拡大

を早急に講じる必要があると考えております。

このため、県物産貿易振興センターや市町村、

農業関係団体等々とも連携しながら、県内外で

の新たな企画による物産展の開催や、アンテナ

ショップを活用した特別フェアの開催、あるい

はカタログ販売の強化などによりまして、畜産

加工品を初めとする県産品の販売促進、消費拡

大を積極的に図っていくこととしております。

このような一連の販売促進に当たりましては、

私も先頭に立ちながら、安全・安心でおいし

い、みやざきブランドの早期回復を図ってまい

りたいと考えております。

○西村 賢議員 今回、お中元の時期に重なり

ました。お中元の流通量が減ったとはいえ、畜

産業界にとっても大きな痛手となりました。今

から間に合うのであれば、お歳暮商戦に向けた

取り組みをぜひお願いしたいと思います。これ

からどの産業も非常に大変でしょうけれども、

特に畜産物の消費がふえないとどうにもなりま

せんので、ぜひお願いしたいと思います。

次に移ります。国への要望について質問いた

しますが、これから復興には毎年400億とも500

億かかるとも言われております。国にとっても

財源対策は非常に大きな問題でありますが、阪

神・淡路、そして中越地震のときのように復興

目的の宝くじ創設ができないのか、要望できな

いのか、お伺いいたします。

○総務部長（稲用博美君） 全国宝くじの発売

につきましては、総務大臣の許可や各都道府県

等の同意が必要とされており、特に災害復興宝

くじにつきましては、収益金の対象となります

事業が災害復旧事業等の公共事業とされており

ます。このため現状では、口蹄疫復興支援宝く

じの発売は困難でありますが、今後、対象事業

の緩和等の措置について、国に要望してまいり

たいというふうに考えております。

なお、先ほどありました、これまで発売実績

のあります２回の宝くじの収益金の対象は、い

ずれも震災地域の復旧関係事業というふうに

なっております。

○西村 賢議員 ぜひ、よろしくお願いしたい

と思います。

最後に、口蹄疫被害の復興は、まさにこれか

らであります。当然、終息宣言まで無事にその

日がやってくることを心待ちにしております

が、これは国の責任はもとより、県も一体と

なってやる必要があります。冒頭、知事にも申

し上げたとおり、国との感情的な対立というも

のは冷静に避けていただきまして、国と協力し

て、そして県民一体となって、知事がリーダー

シップを発揮してやっていただくように要望申

し上げます。また、知事、執行部の皆様方に

は、本当にこれまで不眠不休で頑張っていただ

きました。これからも、体調管理に気をつけて
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頑張っていただきたいと思います。我々も一緒

に頑張ります。

これで質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

○中村幸一議長 次は、満行潤一議員。

○満行潤一議員〔登壇〕（拍手） それでは、

通告に従い質問をさせていただきます。

きょうで発生から90日、３カ月が過ぎまし

た。この長い間、防疫作業に従事いただいてい

る多くの皆さん方に感謝を申し上げたいと思い

ます。また、全国各地から義援金や温かいメッ

セージなど、本当に多くの応援をいただいてい

ます。心から感謝をしたいと思っています。

さて、私が生まれました実家は畜産を営んで

おりました。私が生まれたときには農耕馬がお

りました。荷馬車を引き、田畑を耕す、そうい

う役割を担っておりました。我が家にも耕運機

がやってくる時期がありまして、不要になった

その農耕馬は母の実家に行くことになりまし

た。別れるときに涙を流したのを覚えておりま

す。それから我が家は、牛、豚をやっておりま

したけれども、10数年前、小規模ではもう経営

が困難ということでやめて、それからハウス園

芸、そういう道を歩んでおります。そういう意

味では、口蹄疫は本当に身近な問題でありま

す。一日も早い復興支援を心から期待したいと

思います。

去る７月８日（木曜日）、昼前でしたけれど

も、未知なる携帯番号から電話が入りました。

「もしもし、満行さん、対策本部長の篠原で

す。この前の意見交換会、御苦労さまでした。

満行さんは2001年11月議会で私の論文を使って

質問していますね。どこかのだれかが私の論文

を使って質問したというのは知っていたんだけ

れども、きょう調べたら、都城の満行さん、あ

なただった。この前の意見交換のときに同じ人

だとわかっていた」という突然の電話でありま

した。

その質問は、2001年、国内に初めてＢＳＥが

発生し、そのときに、時の農水事務次官や官僚

など、幹部の人たちは、日本は防疫がしっかり

しているからＢＳＥは発生しない、そのように

堂々と言っておりました。ところが、全く同じ

時期に篠原さんは―そのときには農水省の研

究所長というポストにおられましたが―日本

も危ない、いつＢＳＥが発生してもおかしくな

いと、堂々と論文を発表されておりました。私

は、いろんな官僚もいるなと思って、そのとき

にそのことを引用したところであります。その

論文の趣旨は、「この日本において地産地消を

推進しなければ、いつ何どき、口蹄疫、ＢＳＥ

が発生するかしれない。一日も早い地産地消の

促進が急がれる」、そういう趣旨で引用させて

いただきました。

そして、次の日にずうずうしく対策本部室を

訪れて、篠原副大臣と20分ほどお話をさせてい

ただきました。口蹄疫の話はほとんどしません

でしたけれども、官僚時代、そして今日に至る

話をさせていただいて、副大臣の人となりが十

分わかったなと、本当に親しく―私は民主党

議員ではありません。社民党の議員なのに話を

しっかり聞いていただく。本当にそういう意味

ではすばらしい人だなというふうに思っていま

した。

そうしたら、今回、いろいろ新聞でも出まし

た山田大臣と知事との関係とかありまして、ふ

と篠原副大臣のことを思い出しました。17日が

最後の日だったと思いますが、高鍋町の薦田さ

んのところに行かれて、力不足で救えなかっ

た、そういう話をされて東京に帰られたのだろ
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うと思います。そういうことを考えながら、質

問をさせていただきたいと思っています。

まず、グラフを使った質問をさせていただき

たいと思います。いろんな資料が出ています

が、時系列的に日々の発生件数と累計という表

がありませんでしたので、つくらせていただき

ました。私がつくったというか、私がお願いし

てつくってもらったわけなんですけれども、３

点ほど知事に質問させていただきたいと思いま

す。

初動体制につきましては、発生当初の体制に

ついて国から、県の対応が遅かった、悪かった

というふうに指摘をされているようでありま

す。果たしてそうなのか、今でも疑問でありま

す。初動体制について知事はどうお考えなの

か、お聞かせいただきたいと思います。

また、知事はパンデミックという用語を引用

されております。パンデミックというのは尋常

な状態ではないわけで、広義的には、世界じゅ

うで爆発的に感染症が発生したときに使われ

る、表現される言葉だと思いますが、県内で爆

発的発生という認識で使われたのか、またいつ

ごろを指してそうおっしゃっているのか、お聞

かせいただきたいと思います。

３点目、ワクチン接種効果の認識についてで

あります。関係首長と現地対策本部が緊急会談

等を行いながら、ワクチン接種が決定しまし

た。５月22日からワクチン接種が始まりまし

た。接種してから２週間、３週間で効果があら

われるというふうに言われておりますが、この

ワクチン接種の効果を知事はどう認識されてい

るのか、お伺いいたします。

以下、質問者席で行います。ありがとうござ

いました。（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

初動体制についてであります。口蹄疫が発生

した４月20日以降、家畜伝染病予防法や防疫指

針に基づき、迅速に殺処分、埋却を行い、また

速やかに消毒ポイントを設置するなど、防疫措

置を講じてまいりました。４月28日にはえびの

市で発生したものの、主な発生地域は川南町を

中心とする地域に限局していたところでありま

す。しかしながら、大規模農場における埋却地

の選定のおくれや、国内で初めて豚で発生した

ことなどにより、急速に感染が拡大し、殺処分

等の防疫措置が追いつかない状況となったとこ

ろであります。今後、今回の防疫措置を検証

し、地域の畜産経営の実態に即した家畜伝染病

予防法の改正等を国に要望するとともに、本県

における防疫体制の見直し、強化を進めてまい

りたいと考えております。

次に、パンデミックについてであります。私

が５月６日のブログで表現したパンデミックに

つきましては、発生から２週間を過ぎたころか

ら、１日当たりの発生件数が10件を超えるな

ど、急激に増加しており、このころの本県にお

ける状況を表現したものであります。他県へも

拡大の可能性があるほどの広がりを見せている

という意味で、パンデミックと表現したところ

でありまして、正確にはエピデミックというこ

とになるかもしれません。

次に、ワクチン接種の効果についてでありま

す。ワクチン接種につきましては、５月19日、

政府の口蹄疫対策本部会議において決定され、

県といたしましては、５月21日、断腸の思いで

受け入れ、翌22日から５月27日を中心に、対象

地域において集中的にワクチン接種を実施いた

しました。効果が発現するには、接種後一定の

期間を要することから、６月10日ごろまではワ
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クチン接種農場においても疑似患畜が確認され

ておりますが、その後は、対象地域における発

生が減少していることから、一定の効果があっ

たものと考えております。〔降壇〕

○満行潤一議員 初動体制については、山田大

臣が、県の責任、県の責任というふうにおっ

しゃっていますが、県民の一人として、やっぱ

りあれはどうなのかなと疑問を持つわけです。

５月17日に現地対策本部を立ち上げて、そこか

ら国が県庁に常駐されるわけなんですけれど

も、それなりに努力はいただいたんでしょう

が、県に、国の対策本部が来る前のことを一生

懸命、県の責任とかおっしゃっているのが、よ

く理解できない部分もあります。この部分は

今、知事もおっしゃったように、ぜひ冷静な立

場で検証するべきだと思っています。実質的

に、こんな大規模な本格的な発生というのは初

めてでありますから、当然、国の防疫指針―

もちろん法は法ですけれども―いろんな部分

で、やはり国も県も現場も、足らない部分はた

くさんあったんだろうと思います。県を県をと

言われると、これは違うと言いたくもなりま

す。

次に、清浄国復帰の見込みについて質問を進

めたいと思いますが、かなり進んできましたの

で、後は非常事態宣言の解除がいつごろになる

のか、これが非常に関心事でもあります。先ほ

どの知事のお話では、一部解除をしているが、

御協力をもうちょっといただきたいということ

なんですが、具体的にいつごろを非常事態宣言

の解除と考えておられるのか、お伺いいたしま

す。

○知事（東国原英夫君） 現時点では、まだ解

除の時期は確定しておりませんが、７月27日に

県全体の移動制限の解除ができれば、その時点

が判断の目安になると考えております。ただ

し、非常事態宣言を解除したとしても、畜産農

家における防疫の徹底とか、消毒ポイントにお

ける消毒への協力などについては、引き続き取

り組んでいく必要があると考えております。

○満行潤一議員 もう一つ知事にお尋ねしま

す。清浄国復帰についてですけれども、患畜、

疑似患畜を殺処分した後、３カ月間新たな発生

がなければ、国がＯＩＥに申請できる、そうい

うことになっておりますが、国の申請の動きと

いうのを、県としてはどうとらえておられるの

か、お尋ねします。

○知事（東国原英夫君） ＯＩＥの規定により

ますと、清浄国復帰の条件としては、すべての

発生農場及びワクチン接種農場の家畜の殺処分

が終了してから３カ月が経過すること、この間

に、改めて清浄度確認検査を実施することと

なっております。今後、国において、これらの

条件が満たされているかを検証した上で、口蹄

疫清浄国の認定を受けるための申請を行うこと

となると思っております。

○満行潤一議員 非常事態宣言が解除されて

も、畜産農家の防疫とか、そういう部分はしっ

かりやってほしいということはよくわかるんで

すが、今、消毒ポイントが県内、県営、市町村

営、かなりあるわけなんですけれども、今後の

消毒ポイントはどうなるのか、担当部長、お願

いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 消毒ポイント

につきましては、７月17日現在、県内348カ所に

設置しており、宮崎市を中心とする制限区域が

解除される予定の７月27日までを一つの目安と

して、現状のままで継続することとしておりま

す。その後につきましては、県と地域との役割

分担や効果的な配置を十分に考慮しつつ、再編
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整理を進めながら、堆肥化処理が完了する８月

下旬まで継続することとしており、その後につ

きましては、専門家や国と協議しながら検討し

てまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 次に、２番、対策に要する費

用についてお尋ねをしたいと思います。

長期にわたり対策を行っているわけですが、

費用の総額見込み、国からの交付金、補てんの

見込み額を担当部長にお尋ねします。

○総務部長（稲用博美君） 口蹄疫対策予算の

総額でありますが、今回提案の補正予算案を含

め、５回の補正予算によりまして、592億2,517

万円というふうになっております。このうち国

からの補助金、交付金として交付される額は446

億3,986万6,000円であり、この差額から諸収入

等の特定財源を除きました117億3,116万1,000円

が一般財源となります。117億円余の一般財源に

つきましては、おおむね特別交付税算定の対象

となる旨、国から示されているところでありま

す。

○満行潤一議員 国からが446億円、持ち出し

が117億円、うち大部分は交付税で返ってくるだ

ろうという見込みのようですが、知事、本当に

この分、確保できるのか、非常に不安なわけで

す。６月18日の閣議で全額国庫負担とする政令

が閣議決定というふうになっているんですけれ

ども、知事としては、当然これは確保しないと

いけないんですが、見通しについてはどうなの

かお尋ねします。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫対策予算とし

て県が負担いたします117億のうち、疑似患畜評

価額の５分の１に相当する県負担額の約70億円

については、その全額を特別交付税で措置する

旨が示されており、また家伝法に基づいて行っ

た防疫等の費用についても、口蹄疫対策特別措

置法によりまして、県が実質的に負担する部分

を生じさせることのないよう、必要な措置を講

ずることとされておりますので、基本的にその

全額を特別交付税で措置していただけると考え

ております。

しかしながら、県が独自に行う対策につきま

しては、これまでの例では２分の１しか対象と

されておらず、また仮に県単独事業分を含めた

一般財源の117億円全額を特別交付税算定の対象

とされた場合でも、本県の例年の交付額、特交

の部分、30億円を加えた約150億円の要望額につ

いては、特別交付税の都道府県分総額から推計

いたしますと、その全額の交付を受けること

は、一般的には厳しい状況かなと予想されま

す。

しかしながら、本県がこうむった甚大な被害

の実態や、国におけるこれまでの大臣発言、口

蹄疫対策特別措置法制定の経緯等を踏まえ、そ

の全額について措置していただけるよう、国に

対して強く要望していきたいと考えておりま

す。

○満行潤一議員 知事も懸念されるように、本

当にこれは不安ですね。特交は47都道府県で決

まった枠を奪い合うみたいな世界ですから、こ

れは別な手段でもぜひ100％保証をもらうよう

に、知事、副知事、総務部長、御努力いただき

たいなと思います。

次に、行きます。復興支援策についてであり

ますが、畜産農家の現状は、経営再開するため

には数多くの障害が立ちはだかっていると思い

ます。新たに家畜を導入しても、収入を得るま

でに２年、３年はかかる。資産であった処分家

畜の補償はあっても、日々日々の生活支援策が

ないに等しいと思っています。融資制度はなか

なか利用できない。経営再開支援策の充実が急
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がれております。そして、雇用対策、大きな打

撃を受けた畜産関連分野を中心に、雇用の維持

・確保が懸念されます。その対策が急務だろう

と思います。

畜産農家についてお尋ねをしますが、都農町

の営農再開アンケートでは、再開希望は71％と

聞いています。県では農家の意向を把握してい

るのか、担当部長、お願いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 被災農家の経

営再開の意向の確認は、今後の復興計画の策定

に当たり、非常に重要であると考えておりま

す。このため、５月の補正予算で措置した「み

やざきの畜産経営再生プロジェクト支援事業」

において、経営再開に関するアンケートを実施

し、市町村等の御協力を得ながら、意向調査を

行っているところでございます。一方、復興対

策本部が行っております関係団体や市町村との

意見交換の中では、７割以上の被災農家が再開

の意向を示していると伺っており、大変心強く

思うとともに、県といたしましても、被災農家

の復興支援につきまして、全力で取り組んでま

いりたいと考えております。

○満行潤一議員 具体的にお尋ねしますが、営

農再開希望者支援はどうなるのか。離農者の対

策はどうなるのか。あと、新規就農対策、高校

生、農大校生、Ｕターン等、いろいろと希望は

あるだろうと思いますが、現時点での部長の答

えをお願いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） まず、営農再

開希望者への支援につきましては、「みやざき

の畜産経営再生プロジェクト支援事業」によ

り、経営再建を総合的に支援するチームを設置

し、経営再生計画の策定や、資金・補助事業等

の活用相談、飼養・衛生管理の指導や、心のケ

アなどを行うことといたしております。

また、新規就農者への支援につきましては、

県では従来より、施設・機械導入への助成や無

利子資金の貸し付けなど、営農開始に必要な支

援を行うとともに、就農後には普及センター等

による巡回指導など、経営定着に向けた支援を

行っているところです。

さらに、高齢化や後継者がいないなど、やむ

なく離農される方については、経営品目の転換

や施設の有効利用を含め、地元関係機関との連

携を図りながら、十分なサポートを行ってまい

りたいと存じます。

○満行潤一議員 ぜひ、よろしくお願いしたい

と思います。

影響を受けたすべての産業への支援策につい

てお尋ねいたします。畜産関連業種はもちろ

ん、県内すべての地域のあらゆる産業で、口蹄

疫発生に伴う移動制限やイベント等の自粛・延

期で大きな経済損失をこうむっています。県内

損失が年426億円と、宮大の根岸准教授は試算を

されています。相当な損失額であります。特徴

的な観光分野についてお尋ねしますが、宿泊の

キャンセル数、観光客の動向はどうなのか、ま

たイベント等の開催など必要だと考えますが、

今後の対応について担当部長、お願いいたしま

す。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 商工業に

おきましても、幅広い分野において売り上げ減

などの深刻な影響が出ております。観光関係で

ございますけれども、県ホテル旅館組合等の調

査によりますと、４月から６月の宿泊・宴会の

売り上げは、前年と比べまして約15％の減少と

なっております。それから、みやざき物産館等

の売り上げがあるわけでございますけれども、

これが前年と比べて約40％減少、そういう状況

になっているところでございます。
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このようなことから、現在、県では緊急対策

としまして、金融支援、雇用対策等に取り組ん

でいるところでございますが、商工業を早急に

復興させるためには、何よりも落ち込んだ消費

需要、観光需要等をもとに戻しまして、県内経

済活動が活況を呈するようにしなければならな

いと考えているところでございます。したがい

まして、今後は、金融支援等に加えまして、市

町村、関係団体とも連携しながら、誘客対策等

に取り組みまして、観光・消費需要等を喚起す

る対策に全力で取り組んでまいりたいと考えて

おります。以上でございます。

○満行潤一議員 復興支援に向けた地域再生基

金の造成についてお尋ねします。既存の融資制

度は、元金の返済猶予はできても、金利だけは

毎月払わないといけない。しかし、その金利が

今、払えない、多くの中小企業からそういう声

が上がっています。当面、元金・利息の返済を

猶予し、また融資実行金融機関の貸し倒れリス

ク軽減のために基金を造成し、企業の再生・復

興支援に生かすべきと考えています。社民党県

議団でも知事に提案申し上げましたが、地域再

生基金造成について、知事の考えをお尋ねしま

す。また、この基金造成について当然、国から

支援がなければできないわけですが、国との協

議の状況についてもお尋ねいたします。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫対策特措法に

基づく基金の設置につきましては、現段階で

は、国において具体的な検討が行われていない

と聞いております。しかしながら、口蹄疫によ

る影響は、発生地域の畜産業に限らず、観光、

流通、製造業等、県内全域のあらゆる分野に及

んでおりまして、その回復には相当の期間を要

することとなりますので、県、市町村における

さまざまな取り組みを迅速かつタイムリーに、

しかも継続的に実施していくためには、基金の

設置が必要であると考えております。このた

め、７月16日に国の現地対策本部に対しまし

て、本県で再生・復興のための基金を設置した

いと考えていること、及び特措法第23条の措置

として当該基金への財政支援を要望したところ

であります。また、現在、復興のために必要な

対策についての意見を集約しているところであ

りますので、これらの内容を整理した上で、県

全体の移動制限解除後を目途に、改めて支援の

具体的な内容について国に要望してまいりたい

と考えております。

○満行潤一議員 非常に大事なところですの

で、ぜひ丁寧に国とやりとりしていただきたい

なと考えています。

次に、行きます。防疫従事者の状況について

であります。

先ほど知事の提案理由にもありました。先ほ

ど西村議員の質問の中でも触れておられました

けれども、防疫に従事いただいた皆さん、大変

な環境の中で作業していただいております。精

神的ストレス、これはすごいものだろうと思い

ます。死におびえる鳴き声を聞きながら、強烈

な臭気の中での殺処分作業、食事ものどを通ら

ず、夢にまで出てきたという話も聞きました。

消石灰が汗や雨と反応してやけどを負ったり、

先ほどあったとおり、牛に踏まれたり、くぎを

踏んだりした事故なんですが、先ほど４万8,000

人という数字を部長から聞いたんですが、これ

は国、県、市町村、それぞれの従事者数の合計

なのか、もう一回確認を……。済みません、あ

と、けが等の労働災害の状況ですが、35件、入

院２件というのは、県庁職員なのか、それとも

全体の中の把握なのか、もう一回お願いいたし

ます。

平成22年７月20日(火)



- 23 -

○農政水産部長（髙島俊一君） 先ほどの数字

は県職員の数字でございます。

○満行潤一議員 全体の従事者数とか、けが等

の労災の状況というのは把握されているんで

しょうか。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

防疫対策につきましては、県職員はもとより、

地元市町村職員を初め、ＪＡなど関係団体の職

員、他の都道府県職員、国の職員や自衛隊員、

警察官など、現場での作業を中心に多くの方々

に支えられておりまして、深く感謝をいたして

おります。これら防疫作業従事者の数につきま

しては、大まかではありますが、４月20日の発

生以来、延べ人数でおよそ15万人に上ります。

また、現地対策本部を通じて農政水産部に報告

のあったけがの状況につきましては、派遣獣医

師が目を牛にけられて重傷を負われたほか、骨

折や打撲、石灰によるやけどなどの健康被害の

報告が約100件あったところでございます。

○満行潤一議員 大変な人数で従事されており

ますし、過酷な中ですから、事故もかなりあっ

たようで、ぜひフォローをしっかりしていただ

きたいと思っています。

メンタルヘルス対策、これはどういうふうに

行われているのか、担当部長、お願いいたしま

す。

○総務部長（稲用博美君） 防疫業務に従事し

ました県職員のメンタルヘルス対策について

は、従来から実施しております精神科医や臨床

心理士等による相談窓口を改めて全職員に周知

しまして、積極的な活用を呼びかけるととも

に、所属長に対しましても、適切な指導を行う

ように依頼したところであります。また、スト

レスの自己チェックシートを全所属に配付いた

しまして、職員みずからメンタル面のチェック

をできるようにしたところであります。今後、

通常業務を処理するときに、これまでに蓄積さ

れた疲労感が精神面に影響することも考えられ

ますので、職員の健康管理に細心の注意を払い

ながら、必要に応じて適切な措置を講じてまい

りたいと考えております。

○満行潤一議員 職場では、上司、そして同僚

の相互チェックというのは必要かと思いますの

で、ぜひ対策のほう、遺漏のないようにお願い

したいと思います。

感染ルートの解明と再発防止策についてお伺

いします。

先ほどちょっとあったんですが、もう一回、

私の言葉でお願いしたいのは、感染ルートの解

明の進捗率、これは一義的には国の役割だと思

うんですが、国と県の役割というのはどうなっ

ているのか、知事、お願いいたします。

○知事（東国原英夫君） 感染経路の解明は、

今後の防疫体制の強化や再発防止を図る上で非

常に重要でありまして、最終的には、国家防疫

の観点から国の責任において行うべきものと考

えております。国におきましては、家畜疾病や

感染症の専門家等で構成される疫学調査チーム

や、新たに設置された現地調査チームにおい

て、鋭意、感染経路の解明が行われております

が、現段階では、まだ究明には至っていない状

況であります。

一方、県といたしましては、蔓延防止を図る

観点から、疫学調査を実施しておりまして、収

集した情報を随時、感染経路究明のための基礎

データとして、国に提供するなどしておりま

す。今後とも引き続き、国の調査チームに協力

するとともに、発生原因や感染経路の早期解明

を国に求めてまいりたいと思っております。

○満行潤一議員 知事もおっしゃいました、国
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家防疫、そのとおりだと思うんです。責任がど

うのこうのというのは、感染ルートがはっきり

していない、解明できていないのに、発生し

た、はい、発生したところの責任ですよと言わ

れると、これはやっぱり難しいと思うので、国

家防疫という観点で本県からも、感染ルートの

解明についてしっかり協力もしながらお願いし

たいなと思っています。

拡大防止策についてなんですが、市町村で防

疫マニュアルを作成しているところ、していな

いところがあるようなんですけれども、全市町

村の防疫マニュアルの作成、そして当然、予行

演習というのが必要じゃないかと思うんです

が、今後、県としては検討する考えなのか、知

事、お願いいたします。

○知事（東国原英夫君） 本県では、平成10年

に口蹄疫防疫マニュアルを策定し、その後、平

成12年に発生した口蹄疫への対応状況を踏ま

え、平成15年に改訂したところであります。今

回のように、家畜の飼養密度が高く、大規模経

営が進展した地域において発生した場合には、

市町村や関係団体等、そして県との緊密な連携

や迅速な対応が極めて重要になります。また、

国からは、今回の本県での発生状況等を踏まえ

て、疑似患畜と判定後24時間以内に殺処分を終

了することなどを定めた新たなマニュアルが示

されたところであります。

このようなことから、県においても、今回の

防疫対策を徹底的に検証し、防疫マニュアルを

見直すとともに、市町村にも地域の実態に応じ

た防疫マニュアルの作成指導を行ってまいりた

いと考えております。また、県と市町村が連携

した防疫演習等を積極的に実施するとともに、

市町村間の防疫協定の締結等について推進して

まいりたいと考えております。

○満行潤一議員 よくわかりました。

感染再発防止策についてであります。県の川

南支場、家畜改良事業団でも発生してしまいま

した。防疫の困難さを示す事例かなと思いま

す。理想的な防疫体制であったはずのこれらの

施設でもなぜ口蹄疫を防げなかったのか、原因

究明はどうなっているのか、担当部長、お願い

いたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 川南支場や家

畜改良事業団におきましては、日ごろから万全

な防疫対策を講じておりましたが、残念なが

ら、川南支場においては４月28日に、また家畜

改良事業団においては５月14日に、疑似患畜の

発生が確認されたところでございます。これら

の発生につきましても、現在、国の現地疫学調

査チーム等による原因究明が行われております

が、現在までのところ、感染経路の究明には

至っていない状況でございます。

○満行潤一議員 今後の対策に生かせる事案だ

と思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと

思います。

あと、獣医師の確保とか、そういう話を

ちょっと申し上げたいと思います。今まで本県

は、獣医師が足らないということでいろいろと

取り組みをされてきていると思いますが、もう

一回、これまでの取り組み状況をお尋ねしま

す。あと、獣医師の不足数は幾らなのか。ま

た、今回の口蹄疫に伴って新たなニーズが出ま

した。大きなニーズがふえたということになる

だろうと思いますが、農政水産部の職員増とい

うのは考えられないのか、また家畜保健衛生所

は、県内３カ所体制でいいのか、この体制を強

化する考えはないのか、担当部長、お願いいた

します。

○農政水産部長（髙島俊一君） 公務員獣医師
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の確保につきましては、本県に限らず、全国的

に見ても厳しい状況にあると認識をいたしてお

ります。このため本県では、これまで県内外の

大学を訪問し、大学主催の就職説明会での勧誘

を行うとともに、インターンシップの受け入れ

等により、県獣医師業務の理解の醸成を図って

いるところでございます。加えて、平成21年度

からは、獣医学を専攻し、県獣医師として就業

する意思のある学生に対し、月10万円の奨学金

を給付する事業を開始するなど、県獣医師の確

保に努めているところであります。また、県職

員採用試験におきましても、昨年度から、試験

を複数会場で実施するとともに、他の職種より

も高く設定していた採用年齢の上限を45歳に引

き上げ、さらに１回目の採用試験で予定数が確

保できない場合には、同じ年度内で２回目の採

用試験を実施するなどの工夫を行っているとこ

ろであり、その結果、本年４月時点では、農政

水産部における獣医師はおおむね確保できてい

る状況にございます。

それから、家畜保健衛生所をふやす考えはな

いのかということでございますが、今回の発生

は、畜産農家のみならず、地域経済に甚大な影

響を与えておりますことから、その復興対策に

つきましても、被災農家の支援や地域経済の活

性化など、総合的な取り組みを進めることが重

要であります。このため６月28日には、知事を

本部長とする全庁横断的な復興対策本部を設置

して、全庁挙げて復興対策に係る基本方針の策

定に取り組んでいるところでございます。家畜

保健衛生所につきましては、防疫体制の強化を

目的といたしまして、検査棟の新設等の整備

を21年度までに行うとともに、本年度中には延

岡家畜保健衛生所の移転整備を行うこととして

おり、これらの施設の効率的な運用により、伝

染性疾病の発生防止に努めてまいりたいと考え

ております。

○満行潤一議員 農政水産部の職員増というの

は答えがなかったんですけれども、これは今後

ぜひ検討いただきたいと思います。とてもじゃ

ないが、やれないと思うんです。職員の皆さん

は県の財産ですけれども、ばたばたと倒れられ

ても困るし、早期退職されても困るので、ぜひ

職員の増というのを考えていただいて、仕事の

しやすい環境をつくっていただきたいと思って

います。

韓国や台湾の直行便が、知事が就任されてか

らできました。海外と往来する旅行客がかなり

ダイレクトに宮崎に入り、行き帰りができるよ

うになる、そういうことなので、こういう人た

ちの対策―絞れば、空港での防疫対策という

のが非常に大事なのかなと。空港へ行ってみま

すと、マットしかないし、本来、防疫、検疫は

厚生労働省の役割なんでしょうけれども、直

接、流行している感染国からの出入りがある宮

崎空港は、防疫体制が薄いのかなと思うんです

が、担当部長、いかがなんでしょうか。

○県民政策部長（山下健次君） 確かに御指摘

のように、現在の国際線の就航しております空

港における動物の感染症の防疫は、農水省の動

物検疫所が実施しておりまして、その内容とし

ては、消毒マットの設置、そして靴底消毒だけ

でございますけれども、あと、空港ビルが独自

に―これは国内線も含めてですが―ボー

ディングブリッジ等の消毒はやっているんです

が、御指摘の点も踏まえれば、今回の口蹄疫の

感染ルートの解明とあわせて、こういった検疫

の方法についても当然、検討は必要になってく

るかと思われます。

○満行潤一議員 武井議員から、県内のゴルフ
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場に日本にない雑草が生えているという話を聞

いたので、執行部に聞いたんですけれども、確

認できないということのようなんですが、本当

は、土とか持ち込んだらいけないんでしょうけ

れども、よく考えたら、あのシューズは検査し

ないですね。そういう意味では、一方では一生

懸命、幹線道路でとめて全車両消毒とかしてい

ますけれども、どうもあっちは手薄だという気

がしております。国との協議でも、ぜひこのあ

たりはチェックしていただきたいなと思ってい

ます。

次に、家畜伝染病予防法の改正についてなん

ですけれども、発生農家責任というのが明確に

うたわれていますが、先ほども申し上げたよう

に、当然、国の責任の明確化というのが必要だ

と思うんです。大規模営農した現状で、発生し

ました、土地を確保して埋めなさい、これでは

対応しようといったって対応できないんだろう

と思うんです。豚10万頭とか営農しているのを

認めながら、発生した、はい、あんたたちは法

律に基づいて埋めないかんよ、これは困難な話

だろうと思います。知事はそのあたりはどう考

えていらっしゃるのか、見解をお尋ねします。

○知事（東国原英夫君） 今回の口蹄疫のよう

な法定伝染病については、国家防疫の観点か

ら、最終的には国が責任を持って対応すべきも

のと認識しております。今般、特措法が制定さ

れまして、国の責務として、口蹄疫の蔓延を防

止するための措置を講じることが定められたと

ころでありますが、その一方、強制殺処分など

国家防疫として行われるべき事務が都道府県の

法定受託事務として定められているといった、

根本的な問題が残っていると考えております。

県といたしましては、今後、今回の防疫措置の

検証等を踏まえまして、地域の実態や、未曾有

の被害が発生した本県の経験が家伝法の改正等

に生かされるよう、国に対して働きかけてまい

りたいと考えております。

○満行潤一議員 現状に即応した法の改正とい

うのは必要だろうと思います。ぜひ、本県から

そういうメッセージを送っていただきたいと考

えています。

あと、提案なんですけれども、国、県―宮

崎県ですね、発生した宮崎県が持った今回のノ

ウハウを生かして、国、宮崎県の防疫支援機動

班―私が勝手につけましたが―を創設して

はどうかという思いです。イメージは、消防と

か警察が災害救助レスキューとか持っています

ね、東京消防庁とか災害が出たらぽんと飛んで

いって、そこで支援をする。そういう機動部隊

を国と県でつくって、全国、発生したところに

すぐ行けるような状況にならないのかなと。そ

ういう組織の創設というのを国と協議いただき

たい。そのことが、本県が全国から受けた御恩

返しにもなるのかなと思うんですが、知事、い

かがでしょうか。

○知事（東国原英夫君） 今回の口蹄疫の発生

を踏まえまして、家畜伝染病の蔓延防止は、た

だ単に発生県や地域の問題ではなく、日本全体

にかかわるものであり、まさに日本の畜産を守

る国家防疫であることを確信したところであり

ます。

一方、今回の防疫措置の実施に当たっては、

国や各都道府県との機動的な連携等、大規模畜

産地帯における防疫対策について貴重な経験を

蓄積したと考えております。これらの経験を踏

まえ、国家防疫の観点から、国と県の連携のあ

り方や、初動防疫を迅速かつ徹底して行うため

の体制づくりについて、国に対して、課題の提

起や提案等を行ってまいりたいと考えておりま
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す。

○満行潤一議員 もう一つ、知事に提案なんで

すが、疑似患畜の診断機関を増設、充実したら

どうかと考えるんです。動物衛生研究所海外病

研究施設は小平市にあります。この１カ所しか

日本では検査、診断ができないんですけれど

も、やっぱり１日がかりですね。特に、宮崎か

ら最終便に間に合えばどうにかいいみたいで、

間に合わんときには陸路では運べないような状

況にあります。本県を入れて南九州は畜産県で

すので、この中に置けないのかなと。当然、こ

ういう施設を持ってくるとなると、地元の大反

対に遭って、かえって都会にあったほうが便利

だということも言えるのかもしれないんですけ

れども、どうしても今の小平市１つでは、それ

こそもし本当のパンデミックだったらやってお

られないという状況になるだろうと思います。

６月からは、写真判定でやったり、いろいろし

ているんですが、それにしても疑似患畜の診断

機関の増設、拡充というのは必要じゃないのか

と、今回の口蹄疫発生を見て私はそう感じるん

ですが、知事、いかがでしょうか。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫の検査は、ウ

イルスが施設外に漏出しないように特殊な施設

が必要であり、我が国でもこの検査機関は、東

京都小平市にあります動物衛生研究所１カ所の

みとなっております。仮に、大畜産地帯である

南九州や本県に検査施設を誘致した場合、九州

各県もしくは西日本全域から本病を疑う検査材

料が持ち込まれることになり、万が一のリスク

を考えると、誘致については慎重に検討すべき

だと考えております。

○満行潤一議員 誘致は難しくても、福岡とか

どうにかならんのかなと。ぜひ、今後検討すべ

きかなと。今から調べないかんことでしょうけ

れども、海外病研究施設は、日本じゅうから物

すごい検体が来ているはずで、対応し切ってい

ない、かなりおくれていると思うので、今後の

ことを考えて、もう一回、検証が必要かとは

思っています。ぜひ、御検討していただければ

ありがたいと思います。

地産地消のさらなる推進についてでありま

す。

先ほど壇上でも申し上げましたが、家畜飼

料、稲わら等の国産化、地産地消というのは、

避けて通れない課題だと思っております。そう

はいっても、家畜飼料の100％というのは、かな

りハードルが高いと思うんですが、現状と課題

について、担当部長にお尋ねします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 本県は、粗飼

料の自給率は89％と、全国平均79％を上回るも

のの、トウモロコシなどの輸入飼料を給与する

豚や鶏の飼養頭羽数が多いため、飼料全体の自

給率は24％と、全国平均26％を下回る状況にご

ざいます。このため、これまでも粗飼料につき

ましては、国産100％を目標に、飼料用トウモロ

コシや飼料用稲の作付面積を拡大するととも

に、飼料生産を受託するコントラクター組織の

育成に取り組んできたところでございます。県

といたしましては、粗飼料のみならず、輸入依

存度の高い濃厚飼料についても自給率の向上を

図るため、飼料用米の作付拡大や焼酎かす等の

食品残渣を利用したエコフィードの積極的な活

用を進めてまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 24％ということですから、か

なりハードルは高いんですけれども、これはや

るしかないと思いますので、ぜひ御努力をいた

だきたいと思います。

あと、稲わらの県内自給率100％という目標は

ずっと掲げてあるとは思うんですが、100％のめ
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どというのはどうなっているのかお尋ねしま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） 本県の稲わら

の需給状況は、平成21年度においては県内産が

約８万3,600トン、県外産が3,800トン、輸入稲

わらが8,600トンで、県内産の割合は87％となっ

ております。このため、今回の口蹄疫発生を機

に、これまで以上に安全・安心な畜産物の生産

体制を構築するため、４月及び６月補正予算で

措置した「稲わら確保緊急対策事業」や「県産

稲わら等生産供給体制緊急整備事業」を活用し

て、飼料用稲や飼料用米のさらなる増産を行う

とともに、稲わらの飼料としての利用を促進

し、県内産稲わらのみで自給率向上を目指して

まいりたいと考えております。

なお、県内産稲わらを100％自給するには、畜

産農家のみならず、関連業界の方々の理解と意

識改革が重要でありますことから、関係者への

意識啓発にも取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

○満行潤一議員 めどはいつかというのはお答

えにならなかったんですが、本県産は８万3,600

トン、輸入が8,600トンですので、もうちょっと

だと思うんです。ぜひ、せめて100％の国産化、

国内化というのを急いでいただきたいなと思っ

ています。

ちょっと具体的な話を一つ。飼料用稲わらの

補償についてなんですが、児湯地区の契約をし

てつくっていらっしゃる方が今後収穫をするん

ですが、どうなるのか、売れるのか、補償とい

うのはそのときはどうなるのか、担当部長、お

願いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 家畜が処分さ

れた農家におきましても、経営再開後には飼料

が必要となることから、来年の収穫時期までに

利用する飼料を確保しておくことが重要であり

ます。このため、飼料用稲の作付を行った農家

におきましては、関係機関・団体と連携しなが

ら、まずは、経営再開予定の畜産農家と飼料用

稲の作付農家とのマッチングを進め、確実な供

給先の確保に努めるとともに、供給先の確保が

難しい農家については、鶏等のえさとなる飼料

用米に用途を転換し、養鶏業者等に供給できる

よう調整するなど、取り組みのメリットが最大

限受けられるように支援してまいりたい、その

ように考えております。

○満行潤一議員 わかりました。よろしくお願

いします。

次に、義援金の配分についてお尋ねします。

先ほど西村議員から出ていたんですが、具体

的に、７月末までの寄附金と８月からの寄附金

は違うというふうに知事がおっしゃっておられ

たのを聞いたんですけれども、７月末までは被

害を受けられた畜産農家について募集してい

る、８月からはそれを撤廃してというふうに言

われていると思うんです。７月末での寄附金の

配分計画は、先ほどの担当部長の答えなのかな

と思うんですが、８月から以降寄附された義援

金の配分計画というのはどうお考えなのか、知

事、お願いします。

○知事（東国原英夫君） ７月いっぱいは被災

農家の方たちというような名目で、その後は広

く地域経済の再生・復興のために使わせていた

だくという意図で義援金をお願いしようかなと

思っておるところであります。また、その配分

については、委員会の判断等々を参考にさせて

いただきながら、基本的には委員会が決めるこ

となんですが、広く地域経済の再生・復興に

使っていただきたいというふうに考えておると

ころであります。
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○満行潤一議員 ７月までにはかなり集まりそ

うですが、８月以降も相当な金額が集まるとい

いなと考えております。

最後になりますが、心と教育分野のケアにつ

いてお尋ねをします。

口蹄疫が発生して、「こころと身体の健康支

援チーム」というのが発足しておりますが、こ

の実績を簡潔にお教えいただきたいと思いま

す。担当部長、お願いします。

○福祉保健部長（高橋 博君） 「こころと身

体の健康支援チーム」につきましては、６月７

日から、地元市町と分担をしながら、口蹄疫発

生農家と、家畜がワクチン接種を受けた農家の

皆さんに、電話による聞き取り調査を行ってい

るところであります。７月14日までに、県が実

施を担当する692戸の農家のうち536戸に聞き取

り調査を実施し、うち114戸の農家について、何

らかの対応が必要と認められたところでありま

す。114戸の内訳としましては、医療機関での受

診を勧めたもの10戸、個別訪問が必要とされた

もの35戸、観察あるいは見守りが必要とされた

もの31戸、再度の電話が必要とされたもの38戸

となっております。これらのうち、緊急にケア

が必要と判断された26戸の農家に対しては、地

元市町と連携し、医師や保健師による個別訪問

を実施したところであります。

○満行潤一議員 大変いい取り組みをしていた

だいたなと思っております。

あと、教育委員会にお尋ねしたいんですが、

小・中・高・大学生の教育費などの修学支援、

これは常任委員会の中でも意見が出ておりまし

たが、被害を受けた農家の所得というのはかな

り逼迫している、かなりそういう方々がおると

いうことで、県教育委員会としてどういう取り

組みができるかという意見も出ておりました。

これらの教育費などの修学支援について、本日

までどういう取り組みを教育委員会でされたの

か、お尋ねいたします。

○教育長（渡辺義人君） 県教育委員会では、

口蹄疫被害に対する高校生、大学生の修学支援

策といたしまして、県育英資金緊急採用制度の

活用について、メディア等を通じて広く周知を

図っているところであります。その結果、緊急

採用制度の現在の採用状況でありますが、高校

生が10名、大学・短大生が７名、専修学校の学

生が３名の計20名となっております。

また、被害世帯の経済的負担の軽減に配慮す

るために、教材費やＰＴＡ会費等の納入の猶予

などにつきまして、各県立学校長に依頼します

とともに、家計が急変した家庭の生徒に対する

修学相談や進学相談等にきめ細かに対応できる

ように、各県立学校に修学相談窓口を設置して

いるところであります。

さらに、これは委員会からも要望のあったこ

とでありますけれども、口蹄疫により家計が急

変した本県出身学生に対する授業料減免などの

修学支援措置につきましても、知事と教育委員

長の連名で、国立大学協会、日本私立大学団体

連合会など９団体を通じて、全国の大学、短期

大学、高専等に対して要請を行ったところであ

ります。以上です。

○満行潤一議員 わかりました。これで質問を

終わります。

知事のブログをきのう見ていたんですけれど

も、知事のブログ、最新のは、読売新聞記者に

対する非常に長い、力の込ったブログの内容に

なっていたんですが、思いはほとんど一緒で

す。おっしゃるとおりだろうと思います。た

だ、西村議員も言いましたけれども、今この段

階で国、とりわけ大臣とトラブっていいのかな
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という不安を持つことは持ちます。有名な方々

がいっぱいブログで知事のブログを紹介してい

ただいており、泉谷しげるさんのブログを見た

んですが、明快に書いておられます。それに75

件ぐらいコメントがついていまして、それを丹

念に読んだんですが、一つは知事と山田農水大

臣とのバトルみたいな中に、もう一つは自民党

対民主党の感じが書いてあって、大部分の人た

ちは泉谷しげるさんのブログの読者だけれど

も、ほとんど知事のブログを見ているという方

々のコメントでした。いろいろ書いてあって、

私の立場では深入りできない部分もあったんで

すが、ただ一つ目についたのは、「知事、大変

な状況だけれども、ぜひ知事を先頭に、本県の

復興支援、今からだ。頑張っていただきたい」

というコメントがありました。まさにそのとお

りだろうと思います。知事を先頭に今後、本県

の復興支援、頑張らなきゃなりません。一丸と

なって頑張ることを、ここでまた表明して、私

のすべての質問を終わりたいと思います。あり

がとうございました。（拍手）

○中村幸一議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

正午休憩

午後１時０分開議

○蓬原正三副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、松田勝則議員。

○松田勝則議員〔登壇〕（拍手） 新みやざ

き、松田勝則でございます。

28万8,643頭、この命が７月13日現在で宮崎県

から奪われたことになります。この中、家畜だ

けではありません。きのう西都の方に伺いまし

たら、ペットとして飼っていた偶蹄類もこの数

に入っているということで、家畜を奪われた畜

産農家の痛みもさることながら、自分のペット

を奪われた方々、また、朝夕、通学、通勤の途

中に見かけていた牛、豚たちを見られなくなっ

た子供たちの心、まさに今回の未曾有の惨事

は、経済的打撃だけではなく、県民の心に大き

なショックをもたらした、宮崎県が忘れてはな

らない事項だと思います。また、宮崎県内の風

景も変わりました。一番変わりましたのが、皆

さん御存じのように、幹線道路を車で通行する

場合に所々方々に設けられた消毒ポイント、こ

れが日に日にふえていきました。この数を見る

に従い、あるいは我が車が消毒を受けるに従

い、今回の口蹄疫の深刻さを目の当たりにした

ところです。

ちなみに、私は朝、汽車で延岡から県庁へ通

勤をしております。そのときに、一つだけ口蹄

疫に起因する、風景が大きく変わった場所があ

ります。ちょうど延岡から宮崎までの１時間の

間で、中間地点の児湯郡あたり、大変強烈な畜

舎の、いわゆる農村の香りがしておりました。

このにおいをかぐと、寝ていても、大体30分ぐ

らい過ぎたな、児湯郡を通っているなと思った

んですが、今そのにおいさえも全くしておりま

せん。今になって思えば、あのにおいも宮崎県

の豊かな経済の一つの指針であったのかな、こ

のように思っております。今に思えば、におい

でなくて香りであったかとさえ思っておりま

す。こういった思いを胸に、奪われた命に対す

る畏敬の念、それから、被害に遭われました畜

産農家、また、すべての影響を受けた県内外の

方々、県職員の方々へのお見舞いと畏敬の念を

示しまして、質問に入らせていただきます。

まず、市町村が実施している口蹄疫防疫対策
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への費用の補てんについてです。

４月20日の発生から数えて本日で91日、予想

を超えた口蹄疫感染により、県内の各自治体で

は、感染防止事業や農家の支援などに多額の費

用を費やすことになったのは、県も市町村も同

じことです。県は、第５次までの緊急対策で

約50億円を計上いたしました。また、市町村

も、少なからず予算を費やしております。その

内容ですが、このようなことを聞き取りによっ

て伺っております。まず、出荷遅延対策として

の飼料代の助成、あるいは価格の安定、あるい

は購買者の方への運賃の助成、あとは畜舎と

いったものの整備、市場の活性化、人工授精の

遅延、職員の人件費、あるいは復興対策になる

んでしょうけれども、ＰＲとして消費拡大のた

めのイベント、そして商品券の発行などが挙げ

られております。その内容、市町村の出費を見

てみましょう。７月６日現在で、発生しました

宮崎市２億4,000万円、都城市13億円、えびの市

１億1,000万円、新富町１億8,000万円、また、

発生はしておりませんが、延岡市は１億3,200万

円、どの市もそれぞれの予算をはるかに超過す

る予算を組んでおります。こういった口蹄疫関

連費用は、どの市町村でも今年度の畜産業費を

超過し、今後の市町村財政運営に大きな支障を

来すことが懸念されております。６月４日に施

行された口蹄疫対策特別措置法では、都道府県

が行う消毒、埋却、損失補てんに係る費用の全

額負担が明示されております。しかし、再三再

四にわたる知事の要望は、４月27日以降６月12

日までに９回に及ぶと聞いております。その知

事の陳情要請でも、「口蹄疫対策に対する費用

は、その全額を国費で措置すること」と大きく

掲げてあります。されど、いまだ明確な予算配

分が示されず、不安な声が上がっております。

そこで、知事に伺います。市町村が実施した口

蹄疫対策にかかわる費用に対し、国からどのよ

うな手当てがなされるのか。また、県はもとよ

り、県内各市町村では、申しましたように不安

な声が上がっていますが、県として、財政援助

の確保に向けてどのように働きかけているのか

を伺います。

後は、自席にて質問させていただきます。

（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

市町村の防疫対策費用についてであります。

市町村が負担している防疫対策費につきまして

は、主に消毒ポイントの運営経費であると考え

ております。これらに係る費用のうち、消毒薬

の費用については、家畜伝染病予防法に基づ

き、国が全国負担し、消毒に必要な資材や運営

費用等については、その２分の１を国の交付金

で対応することで進めております。しかしなが

ら、国に対しましては、これまでも特措法の趣

旨に基づき、その全額を国で負担していただけ

るよう、あらゆる場面を通じて訴えてまいりま

したが、今後とも引き続き、国の交付金等の措

置により地方負担が残らないよう訴えてまいり

たいと考えておるところであります。〔降壇〕

○松田勝則議員 先ほどから、地方負担が残ら

ぬよう訴えかけていく、あるいは訴えかけてい

るということですが、感触はいかがでしょう

か。実際、地方負担が残るとなると、かなりの

ダメージをもたらすことになると思いますが、

その獲得に向けて、知事の意気込みをお示しい

ただきたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 手ごたえといいます

か、感触としては、国が対策としては万全を期

すと、地方には迷惑をかけないと、そういう言
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葉しかいただいていないので、ちょっと感触と

してはわからないんですが、いずれにしろ、国

が責任を持って、地方に迷惑をかけないという

ことで、地方負担をなるべく減らすように、こ

れからも国に対して強く要望していきたいと考

えております。

○松田勝則議員 その結果を各市町村は待って

おりますので、いち早い情報の伝達をお願いし

たいと思います。

続きまして、総務部長に伺います。今回の歳

入予算で、地方交付税を約50億円見込んでおり

ますが、これまでの口蹄疫対策に対して、県が

財政調整積立金を取り崩して負担する額は幾ら

になるのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。

○総務部長（稲用博美君） 口蹄疫対策につき

ましては、今回提案しております補正予算案を

含め５回の補正予算の総額は592億2,517万円と

なっております。その財源は、国からの補助金

等が474億9,400万9,000円となっておりまして、

これを除きました117億3,116万1,000円が県の負

担額、いわゆる一般財源となっております。こ

の一般財源から今回歳入予算として計上いたし

ました地方交付税の50億円を控除した67億3,116

万1,000円が財政調整積立金の取り崩し額であり

ます。

○松田勝則議員 このような取り崩しがあると

いうことなんですが、本年度の予算について、

口蹄疫関連以外の予算が削減あるいは執行停止

になるんじゃなかろうかという声が、県内の各

所から上がっております。特に第１次産業に従

事する方々から、自分たちの分野の予算が削ら

れるげな、あるいは事業が停止になるそうなと

いった、一部風評も出ているように聞いており

ますが、この部分はいかがでしょうか。総務部

長、お願いいたします。

○総務部長（稲用博美君） 口蹄疫対策につき

ましては、これまで５回の補正予算で計上した

防疫対策や発生農家対策に加えまして、今後、

口蹄疫復興対策として相当規模の予算について

検討していく必要があるというふうに考えてお

ります。したがいまして、このままでは基金が

枯渇しまして、来年度予算を編成することも難

しくなるなど、非常に厳しい事態を迎えること

が想定されております。そういうことで、毎

年、年度当初に全部局へお願いをしております

予算の効率的かつ効果的な執行について、より

一層徹底するとともに、口蹄疫対策への対応の

ための執行の一部が困難となりました事業の見

直しなど、さらなる節約や工夫をお願いしてい

るところであります。今後とも、全庁を挙げた

口蹄疫対策、復興対策に向けまして、効率的・

効果的な事業の推進や検討に取り組んでまいり

たいというふうに考えております。

○松田勝則議員 各部署への節約あるいは事業

の見直しということですが、県は私たちが議員

になってからも再三そういった見直しを進めて

いて、いわば乾き切ったぞうきんをまた絞ると

いうようなことを県の職員に課しているのかと

思います。その中でどれだけの節約ができるか

わかりませんけれども、ぜひ頑張っていただき

たいと思います。

また、知事に伺いましたが、同じく総務部長

に伺います。国の特別交付税、その決定が12月

で、交付が来年というふうに伺っております

が、大体国の持っている交付税の枠が決まって

いる中で、今、日本じゅうでこれだけの、しか

も人命が失われる災害が多発しております。そ

の中で、宮崎県が望むだけの地方交付税が果た

して獲得できるのか、あるいは今後の動きをど
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う見込んで国に働きかけようとしているのか、

改めて伺います。

○総務部長（稲用博美君） 口蹄疫対策に係る

特別交付税につきましては、12月に交付される

予定でありまして、県負担額約117億円のうち、

どこまでがその対象になり、幾ら交付されるか

ということにつきましては、これから国におい

て検討されるものと思いますが、要望額の全額

を交付いただくということは、一般的には厳し

い状況が予想されます。また、口蹄疫対策特別

措置法による地域再生基金の創設等につきまし

ても、いまだ国から方針が示されておらず、そ

の規模や県の負担割合なども詳細が不明であり

ます。畜産業を初め本県がこうむりました甚大

な被害の状況を踏まえ、また、早期の復興を図

るためにも、特別交付税による県負担額への全

額措置や、地域の再生・復興に対する財政支援

などにつきまして、国に対し、十分な財政措置

を講ずるよう、強く働きかけていきたいという

ふうに考えております。

○松田勝則議員 先ほど、知事からも、終息に

向けての日時の御回答がありました。７月27日

というような日にちが定められたわけですが、

火が消えようとしている今、火が消えてしまっ

た後、我が宮崎県はどのように復興していく

か、そのための軍資金の提示が一番必要になる

かと思います。再三再四、国に対しては、要

望、陳情あるいは働きかけを行っていらっしゃ

ると思いますけれども、なお一層の努力をお願

いしたいと思います。

続きまして、農政水産部長に伺います。稲わ

ら対策についてです。

当初、口蹄疫の発生源の一つにも挙げられた

稲わらですが、今回の口蹄疫に対する緊急事業

でも、稲わら確保緊急対策事業として8,400万円

を計上され、輸入稲わらから自県産稲わらへの

転換を図ろうとされています。満行議員の質問

の中にもありましたけれども、今87％が県産

で、あと少しで100％自県産の稲わらを使うこと

ができるということなんですが、いま一度伺い

ます。前回の口蹄疫発生後の稲わら対策とその

成果について伺いたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 平成12年の口

蹄疫発生を受けまして、県においては、飼料用

稲の生産拡大に取り組み、作付面積の目標

を2,000ヘクタールとして、「飼料イネ生産拡大

推進体制確立事業」等により、飼料用稲種子の

確保や飼料用稲の生産機械等の整備を実施して

きたところであります。この結果、平成21年に

は、飼料用稲の作付面積は2,049ヘクタールとな

り、平成12年に国内産で62％であった稲わらの

自給率は、平成21年には91％となっておりま

す。

○松田勝則議員 前回、10年前の対策の御努力

のかいもあって、62％から91％へ県内の稲わら

自給率は上がったということなんですが、では

今回の対策の具体的な内容について伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

発生を機に、これまで以上に輸入稲わらに依存

しない安全・安心な畜産物を生産するために、

４月の専決予算で措置させていただいた「稲わ

ら確保緊急対策事業」によりまして、新たに飼

料用米を作付拡大し、その稲わらを家畜飼料と

して利用した場合に助成を行い、面積拡大を図

ることといたしております。さらに、６月補正

の「県産稲わら等生産供給体制緊急整備事業」

によりまして、作付拡大した飼料用米の収穫や

保管に必要となる機械・施設等を整備する営農

集団や農業生産法人に対して、経費の一部助成

を行うこととしております。
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○松田勝則議員 私は、今回の質問の中で、宮

崎県があと９％で稲わらの自給率100％になる、

そこまできているんだったら、その勢いをもっ

て他県へも稲わらを供給できる県としての転化

はできないかということを聞いてみようと思っ

たんですが、実は日本じゅうで稲わらを必要と

する県が、畜産県である本県と鹿児島県のみ

で、稲わらを産業として見込む余地がないとい

うことだったんです。しかしながら、やはり安

心・安全の宮崎の農産物、そのために足元を固

めることがまず第一かと思います。あと９％で

すが、ぜひ自信を持って宮崎県産の稲わら100％

の自給を一挙にやっていただきたい、このよう

に思っております。

続いて参ります。次は、総務部長に伺いま

す。今までに、多額の寄附金あるいは義援金と

いったものが寄せられております。本当にあり

がたいことだと思っております。私たち県会議

員の中でも、福井県の県会議員さんたちが駅前

でそろって義援金の募金活動をしていただいた

という話も伺っておりますし、また県内では、

至るところで子供たちが、あるいは高校総体、

中学総体に出られなかった子供たちが、スタメ

ンの選手と同じ気持ちで、ユニフォームを着て

店頭で募金活動をしている姿に頭が下がる思い

でした。また、東京でも毎日のようにイベント

が開催されておりますが、在京の県人会のおか

げで、さまざまなイベントにおいて、口蹄疫の

義援金の募金場所を設置していただいている等

々の報告もいただいております。現在の県に対

する寄附金の受け入れ状況とその活用について

伺います。

○総務部長（稲用博美君） 「ふるさと宮崎応

援寄附金」など、県に対する寄附金につきまし

ては、法人や個人等から寄附の申し込みをいた

だいているわけですが、口蹄疫発生以降、７

月16日現在で、約4,400件、約３億円を受け入れ

ているところであります。また、寄附の申し込

みをいただいた皆様からは、被災畜産農家に対

する大変温かい励ましや本県の取り組みに対す

る応援の言葉などもいただいております。心か

ら感謝しているところです。寄附金の活用につ

きましては、従来、県が行う重点施策を初め、

各種施策に活用させていただいておりますが、

今回は、寄附をいただきました皆さんの御意思

に沿うように、復興支援を含め、広く口蹄疫対

策のために有効に活用させていただきたいとい

うふうに考えております。

○松田勝則議員 ふるさと納税など、寄附金と

いうカテゴリーのお金に寄せられた善意は、復

興についてすべての分野で使うことができると

いうことかと思います。そうしますと、義援金

が現在、どれぐらいの受け入れ状況で、その配

分対象がどうなるのか、被害を受けた畜産農家

にのみ限定されるのか、この部分を福祉保健部

長に伺います。

○福祉保健部長（高橋 博君） 義援金の現在

の状況でございますけれども、７月16日現在

で21億1,900万円余りとなっております。次に、

配分対象についてでございますけれども、宮崎

県口蹄疫被害義援金につきましては、畜産農家

への支援を目的として募集を行っており、現在

までに殺処分や移動制限・搬出制限を受けた畜

産農家に対して、約９億5,000万円の配分を行っ

たところであります。口蹄疫被害によるさまざ

まな影響につきましては、市町村等からお伺い

しているところであり、今後の義援金の取り扱

いに関しては、寄附をいただいた全国の皆様の

気持ちを尊重しながら、被害地域の深刻な実情

を十分踏まえ、配分委員会で協議・決定してま
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いりたいと考えております。

○松田勝則議員 収入源を断たれ、あすの米さ

えもないと悲痛な声を上げていらっしゃる被害

農家の方にとって、今回の義援金は大変ありが

たいことであったと感謝をしております。義援

金のほうは、１次配分で20万円、２次配分で10

万円、計30万円がそれぞれ県内の農家の方々に

行き渡ったと聞いておりますが、さて、この義

援金について、いただいた農家のほうからこん

な質問がありました。農家に配分された義援金

あるいは寄附金は課税されるのかどうかという

ことなんですが、これについてお伺いしたいと

思います。

○福祉保健部長（高橋 博君） 義援金につき

ましては、所得税法基本通達で、葬祭料、香典

または災害等の見舞金で、その金額がその人の

社会的地位、贈与者及び受贈者の関係などに照

らして相当と認められる場合には、非課税とし

て取り扱うとなっており、原則、災害等の見舞

金には所得税はかからないと聞いております。

○松田勝則議員 同じく、今度は被害農家に対

する補償金について、同様に課税されるのか否

か、こちらは農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 発生農家並び

にワクチン接種農家に対して支払われる補償金

につきましては、現在のところ、課税されるこ

とになっております。しかしながら、この補償

金につきましては、畜産農家の経営再開のため

の重要な資金であることから、国において非課

税措置のための税制改定検討がなされていると

伺っております。県といたしましても、引き続

き国に対して、非課税への改定がなされるよう

強く要望してまいります。

○松田勝則議員 大変大きな課題ですので、ぜ

ひ要望のほう、またその情報の公開をいち早く

お願いしたいと思います。

続いて参ります。先日の質問でもありまし

た、現場での作業補助職員、口蹄疫防疫作業へ

の動員についてです。

県職員に限って伺います。県職員の口蹄疫防

疫作業への延べ動員人数及び心身にけがなどを

負った数について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

防疫対策においては、県職員は、獣医師が殺処

分を行うほか、一般職員が殺処分の補助作業や

埋却作業などに従事してきたところでございま

す。これらの動員人数につきましては、大まか

ではありますが、４月20日の発生以来、延べ人

数でおよそ４万8,000人に上ります。また、現地

対策本部を通じて農政水産部に報告のあった県

職員のけがにつきましては、石灰によるやけど

が多く、このほか、牛に足を踏まれ骨折したも

のや熱中症などを合わせると、全部で35件でご

ざいます。さらに、職員の健康管理の観点か

ら、総務部において職員への調査を行ったとこ

ろ、６月30日現在で396件の報告があり、このう

ち、不眠等の精神的症状の報告は９件でありま

す。

○松田勝則議員 過酷な労働下、少なからず心

身の健康被害があったということなんですが、

実際、私たちが、県の職員さんが、現場の状況

を知ることは大変重要であり、大事であったと

思うんですが、多い人で４回、５回といった出

動の回数を見ると、これを県民に請け負わせる

ことはできなかったのかという疑念が持ち上が

ります。特に宮崎県の場合は、緊急雇用創出事

業臨時特例基金事業の適用になっております

が、口蹄疫が発生しました４月20日時点、我が

県が執行可能な残額はどれぐらいあったかと申

しますと、33億1,100万の基金を持っておりまし
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た。この基金を使って、今、この不況下にあえ

ぐ県民に、防疫作業に従事してもらうことはで

きなかったのかを伺いたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 緊急雇用対策

基金の活用につきましては、疑似患畜の殺処分

や埋却作業の期間中は、蔓延防止の観点から、

発生農場等の方には外出や他の畜産農家との接

触について自粛をしていただいていることか

ら、防疫作業は、国、県や市町村の職員あるい

はＪＡ等の関係団体の職員を中心に行ったとこ

ろでございます。なお、農場での消毒作業が中

心となった７月からは、基金を活用して、農家

や農場等の失業者の雇用を図っているところで

ございます。

○松田勝則議員 蔓延防止ということで、一般

の方、また多くの方の出入りを防ぐという趣旨

はよくわかったんですが、よく伺いますのが、

農家出身の方あるいは建設業に従事していらっ

しゃる方が、やはり場所の移動制限があるん

だったら、いわゆる昔、飯場と言っておりまし

た、専従の居住施設をつくってでも私たちはそ

れに従事すると、そういった施設がある、ある

いはホテルから現場への移動ということでも幾

らでも応援したのにというような声も聞きまし

た。当初の予防体制の中で万全を期したと思う

んですが、やはりこれだけ県民に対する影響の

大きかった現状を見ますと、この臨時特例基金

をいち早く使われてもよかったのではなかろう

かと思います。また今後、どのような災害があ

るかわかりませんけれども、こういった県民に

対する益のあることは、いち早く御利用いただ

きますよう要望しておきます。

続きまして、警察本部長に伺います。防疫支

援活動やそれに付随する警察活動に対する住民

の反応について伺いたいと思います。県外から

かなりたくさんの警察官が、応援部隊として我

が県にやってきてくださいました。伺いました

ら、警視庁を初め関東以南の各県警から、400

人、500人といった規模の方々が宮崎県に入り、

３日あるいは３週間といったスパンで、当県で

目に見えぬ敵と戦っていただいたということで

す。また、大変過酷な労働下であったと思うん

ですが、その中で、少し心の支えになったの

は、多くの県民から、そういった県外からの応

援部隊に対して支援の声があった、あるいはほ

ほ笑ましい光景が見られたということですが、

どのように警察で把握しておられるのか伺いた

いと思います。

○警察本部長（鶴見雅男君） 警察におきまし

ては、４月20日に知事の協力要請を受け、直ち

に発生現場周辺の立入制限及び消毒ポイントに

おける防疫活動の支援に当たったのを初めとい

たしまして、見舞金支給に伴う警戒等、さまざ

まな警察活動を展開してまいりました。また、

被害の拡大に対応するために、これまでに20都

府県の警察から部隊の派遣を受けまして、現

在、400人を超える県外部隊の応援を得ていると

ころであります。こうした活動の中で、放火事

件が発生いたしました際には、消毒ポイントに

配置されておりました管区機動隊員が現場周辺

の交通整理に当たり、事件の早期解決に貢献し

たということや、また、所在不明高齢者を発見

保護するといった支援活動以外の事件・事故に

ついても、積極的に対応しているところでござ

います。これらの警察活動に対しまして、ねぎ

らいのお言葉をいただきますとともに、お茶や

おにぎり等の差し入れや休憩場所の提供等を受

けております。また、見舞金の支給現場におい

て警戒をしております警察官に対し、涙ながら

にお礼のお言葉をいただくというようなことな
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ど、県民の皆様から多くの謝辞、激励をいただ

いているところでございます。警察にとりまし

て、県民の皆様の励ましというのは、何にも増

して大きな力でございまして、県外から応援に

来ております機動隊員も、そのような宮崎県民

の皆様の優しさに触れ、猛暑、豪雨に見舞われ

ながらも高い士気を維持し、今なお勤務に従事

しているところでございます。

○松田勝則議員 警察の今後の支援体制につい

て伺いたいと思います。移動制限解除までの

―７月27日以降ですけれども―消毒ポイン

トにおける支援活動内容について伺いたいと思

います。

○警察本部長（鶴見雅男君） 今予定されてお

ります７月27日までの支援体制ということでご

ざいます。

○松田勝則議員 済みません。移動制限解除ま

での活動内容について伺いたいと存じます。

○警察本部長（鶴見雅男君） 移動制限解除ま

での消毒ポイントにおける支援活動でございま

すけれども、県の指定箇所を重点に、県畜産課

と協議をしながら、24時間体制で交通誘導、警

戒等のための警察官を固定配置いたしますとと

もに、その他の消毒ポイントにつきましても、

誘導、駐留警戒、そういった方法によりまし

て、積極的な支援活動を行ってきたところであ

り、また、今後も行ってまいる所存でございま

す。なお、消毒ポイントの警察官の配置を含め

まして、今回の口蹄疫防疫支援活動に従事した

活動員数は、７月20日現在で延べ約４万人と

なっております。

○松田勝則議員 先ほどの答弁でも、消毒ポイ

ントにつきましては、８月下旬をめどに徐々に

解除していくということで、あとは県と市町村

の役割分担でどうなるかというような答弁だっ

たと思うんです。実は私が聞いたところにより

ますと、８月以降あるいは９月ぐらいまで、ま

だ猛暑の続くとき、あるいは風評被害が消える

までは消毒ポイントを設置したいんだが、警察

がそこまでは職員を配備してくれない、要は警

察職員がいないことには車をとめることもでき

ませんので、大体７月中あるいは８月の上旬で

消毒ポイントを撤去せざるを得ないということ

を聞きました。移動制限解除後の支援活動方針

について、本部長に伺いたいと思います。

○警察本部長（鶴見雅男君） 今回の口蹄疫に

つきましては、本県のみならず我が国にとりま

しても、未曾有の重大事案でございます。警察

といたしましては、移動制限解除後において

も、県及び市町村の設置する消毒ポイントの状

況を踏まえまして、必要に応じて、できる限り

の支援をしてまいる所存でございます。

○松田勝則議員 では、できる限り、市町村の

要請があれば、できる範囲内で支援をしていく

というふうにとらえてよろしいでしょうか。

○警察本部長（鶴見雅男君） 現場の状況、そ

れから消毒ポイントにおける消毒の方法、いろ

んな要素がございますけれども、それらも必要

に応じて、必要な範囲において、支援をしてま

いる所存でございます。

○松田勝則議員 予定していた質問は以上で終

了いたしましたが、最後にいま一度、知事に伺

いたいと思います。先ほど、西村議員あるいは

満行議員のほうから、発生の原因追求について

の質問がありました。それについては、県とし

ては、データを国に送り、その最終的な決断、

判断を待つということだったんですが、これで

間違いないでしょうか。

○知事（東国原英夫君） 国と協力しながら、

発生源、発生ルートの解明には全力を尽くした
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いと、議員御指摘で間違いないということであ

ります。

○松田勝則議員 さはさりながら、宮崎県

は、10年前の口蹄疫発生県、そして鳥インフル

エンザ、今回の口蹄疫発生で国内初めての豚の

感染ということで、畜産県としては余りにもダ

メージが大き過ぎたんじゃなかろうかと思いま

す。やはり県が国に任せるだけじゃなくて、県

独自で原因追求あるいは伝播ルートの解明に乗

り出す姿勢、意気込みはないのか、これを知事

に伺いたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 今回の未曾有の畜産

被害は、二度と起こしてはいけないと思ってお

ります。そのためにも、県は積極的に、県がで

きる、あるいは市町村ができる細かいルートの

解明、そういったものは国に対して協力させて

いただき、技術的あるいは機動的に国でしかで

きないという部分がございますから、その辺は

連携して、感染ルート、感染源の解明に全力を

尽くしていきたいと思っております。

○松田勝則議員 ４月20日以降、被害に遭われ

た農家のみならず、県民みんながひとしく被害

をこうむり、本当に悔しい、悲しい思いをして

おります。県も国とタッグを組むだけでなく、

国を凌駕するぐらいの勢いで、今回の原因追

求、そして今後の復興対策を講じていただきた

いと思います。

以上をもちまして、私の質問を終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。（拍

手）

○蓬原正三副議長 次は、松村悟郎議員。

○松村悟郎議員〔登壇〕（拍手） 自由民主

党、児湯郡選出の松村悟郎でございます。発生

地の地元でございますので、今回、殺処分され

た地域の課題を中心に質問をさせていただきま

す。

とにかく一日でも早く終息してほしい。だれ

もが同じ思いで、必死の思いで対策に取り組ん

でこられたと思います。震源地の児湯郡の畜産

農家の皆さんはもちろんのこと、毎日毎日、ふ

なれな防疫活動に従事されている県職員、農協

職員、市町村職員、警察官、自衛隊員、ボラン

ティアの方々、そして厳しい経営を強いられな

がら協力をしていただく商工会の皆さん、さら

には温かい御支援や励ましをいただいている全

国の皆さんも、全く同じ思いだと思います。よ

うやく初期発生地の児湯郡も制限が解除され、

あとは宮崎地区の制限解除を待ちながら、終息

への話題、再建への課題へと議論を進められよ

うとしております。まだまだ気を緩めることは

できませんが、畜産農家はもちろんのこと、県

民の皆さんにも、まさに長い長い３カ月だった

のではないでしょうか。

さて、振り返りますと、口蹄疫発生の一報を

聞きつけたのは、４月20日の早朝でありまし

た。朝８時半、私は尾鈴農協に駆けつけ、そこ

には組合長ほかＪＡ幹部と江藤代議士もいらっ

しゃいました。都農町の繁殖牛農家の16頭の疑

似患畜が確認され、口蹄疫との長い戦いが始ま

りました。情報が少ない中、それぞれが対応・

対策を始められたと思います。私も午前中、地

元の児湯農林振興局を訪ねましたが、職員もた

だ慌ただしく対策本部からの連絡を持つところ

でありました。３年前の新富町で発生した鳥イ

ンフルエンザのことが頭に浮かび、大事に至ら

ないようにと、ただ願うばかりでありました。

本県では、10年前の経験もあり、この時点で

は、28万頭を超える殺処分にまで至る深刻な事

態を予想することは、だれもができない状況下

にあったと思います。しかしながら、事態は川
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南町に拡大し、深刻さは増すばかり、対策の決

定権を持つ農水大臣も外遊されたこともあり、

果たして国との連携もうまくとれていたので

しょうか。初動における埋却地の確保をどうす

るのか、作業人員は不足していないのか、補償

をどうするのかなど、地元も困惑する中での対

策ではなかったかと思います。そこで、口蹄疫

の初期発生時において、県はどのような認識を

持って初動防疫に取り組んでこれられたのか、

知事にお伺いします。

後の質問は自席にて行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 初動防疫に

ついてであります。今回の口蹄疫の発生は、本

県でも有数の畜産地帯である児湯地域での発生

であり、感染拡大や畜産関係者への甚大な影響

が懸念されました。このため県としては、４

月20日早朝に農政水産部に対策本部を設置しま

して、初期の段階での徹底した蔓延防止措置に

よる封じ込めを目指したところでありました

が、児湯地域あるいは本県の外に拡大させては

ならないとの強い危機感から、翌日には私が本

部長となり、全庁を挙げて初動防疫に取り組ん

できたところであります。ちなみに、最初の本

部会議において、「10年前の前回の発生地とは

畜産を取り巻く状況が異なっている。今回は別

物である。緊張感を持って対策に取り組むよう

に」と指示をさせていただいたところでありま

した。〔降壇〕

○松村悟郎議員 10年前の経験を踏まえたとは

いえ、今回のような事態を想定していない古い

家伝法の中で、県も苦労して対策に取り組んで

いただきました。知事を先頭に、御苦労をいた

だいてきた県職員の皆さんにも感謝するばかり

であります。

さて、発生から１週間、４月28日には、畜産

試験場川南支場の豚に発生し、続けて隣接する

原種豚センター、さらには近隣の１万5,000頭規

模の養豚場へと発生が続き、養豚農家から、感

染力の強い豚への発生で、一気にウイルスが拡

散する危険があるとの意見が出始めました。そ

こで、口蹄疫が豚に感染し始めたとき、このま

まの防疫体制で大丈夫かという意見も県の中に

あったのではないかと思いますが、防疫方法等

について、国に対してどのような要望をされた

のか、農政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

発生に伴う防疫体制につきましては、４月20日

の発生以降、家畜伝染病予防法や防疫指針に基

づき、国や関係市町と連携しながら、懸命の防

疫措置を講じてきたところであります。しかし

ながら、御指摘のとおり、国内で初めて豚での

感染が確認されたことや、複数の市町への感染

が拡大したことから、より効果的な防疫対策に

ついて、牛豚等疾病小委員会での検討を含め、

国と相談をしてきたところでございます。

○松村悟郎議員 ５月の連休を前後して、日本

養豚協会あるいは日本養豚獣医師協会などか

ら、被害拡大を心配して、スタンプアウトの徹

底あるいはリングワクチネーションの実施の必

要性など、口蹄疫終息に向けた新たな対策の要

請を、山田副大臣と農水省の畜産部長ほかに行

われております。その写しは、本県の畜産課に

も提出されております。また、同じく川南の養

豚農家からは、このままだと間違いなく宮崎県

から牛・豚が一頭もいなくなるとの思いから、

みずからの家畜を犠牲にしてでも、川南の平田

川で被害拡散を食いとめようと、ウイルス拡散

の防波堤としてのワクチネーションの提案もさ

れようとしておりました。しかし、５月10日、
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外遊から帰国されて宮崎に来られた農水大臣

は、「川南町を初めとして数はふえているが、

皆さんの努力もあって、ほぼ３キロ以内ぐらい

のところにとどめているという実感がある。専

門家の意見を聞けば、今の方式を徹底してやる

ことが重要だ」と言われたのが国の見解であり

ました。特に、発生から１カ月間の国の認識の

甘さが、被害の拡大につながったのではないか

と思います。私は、まさにこの時期が、大きく

拡散するのを防ぐための大変重要なポイントで

はなかったのかと思い、返す返す残念でなりま

せん。

次に、初期消毒についてであります。発生が

続く川南町、都農町では、農家への消毒の徹底

を図るため、消石灰、炭酸ソーダ、ビルコンな

どの消毒薬の配付を行いました。当初は消毒薬

が手配できず、地元のＪＡが多くの負担をして

おりました。隣接する県がビルコン等を確保し

ているために、宮崎県のほうには回ってこない

など、国から発生地に真っ先に手配されなかっ

たわけであります。また、防疫費用は全額国が

負担することとなっておりますが、ＪＡや市町

村が農家に配付した消毒薬等の費用、または市

町村が行った自主防疫費用はどうなっているの

か、あわせて農政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 口蹄疫発生当

初、国の指示により、県から全農家に消毒薬を

配付することとしましたが、その際には、経済

連が保有する消毒薬を購入し、各市町村やＪＡ

の協力を得ながら、速やかな配付を行ったとこ

ろであります。なお、消毒薬につきましては、

家畜伝染病予防法に基づき、国が全額負担する

こととなっております。また、市町村が行った

自主防疫に係る費用のうち、資材や運営費用等

につきましては、その２分の１を国の交付金で

対応することで進めておりますが、いずれにし

ましても、その全額を国で負担していただける

よう、引き続き国に対して要望してまいりたい

と思います。

○松村悟郎議員 防疫費用には、消毒薬のほか

に、防虫ネットとかその他の資材等も含まれて

おります。地元や農家の負担にならないよう

に、よろしくお願いします。また、８月27日に

堆肥処理が終わり、終息後も一定の消毒がされ

るのではないかと思いますが、その費用等につ

きましても、国に対して、措置されるよう要望

しておきます。

次に、発生後の防疫対策として、木酢液ある

いは竹酢液なども利用されたと思いますが、そ

の効果はどうだったのか、農政水産部長にお伺

いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 口蹄疫が発生

した際の消毒については、防疫指針に基づき、

苛性ソーダ、炭酸ソーダ、ホルマリン液、消石

灰等の、口蹄疫ウイルスに有効な薬剤・消毒薬

を使用することとなっております。御指摘の木

酢液・竹酢液については、補助的に使用された

例もございますが、口蹄疫ウイルスに対する有

効性が確認されていないことから、今後、国に

対して、効果の検証を要望してまいりたいと思

います。

○松村悟郎議員 先ほどの議員からの質問等に

もありましたけれども、国は既に感染ルートや

感染源解明を行っているところでございます

が、本県としても防疫対策を検証する必要はあ

ると思います。例えば、今質問した木酢液・竹

酢液の効果がどうだったか、あるいは獣医師が

足りたのか、埋却地の決定の手順がどうだった

のか、あるいは当初、一般車両等がほとんど消

毒されていなかったのはどうしてなのかとか、
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いろいろございますが、今回の口蹄疫がまたい

つ発生するかわかりません。今回の本県の対策

をしっかり検証することで、今後に大事な教訓

を提示することになると思います。よろしくお

願い申し上げます。

次に、埋却地と周辺環境対策についてであり

ます。

埋却地周辺では、悪臭やハエの発生、そして

土壌や水質の汚染を心配する声が起こっており

ます。行き場を失ったハエが異常に発生してお

り、特にこのハエはサシバエと言いまして、刺

されると赤くはれ上がります。このような環境

対策にどのように取り組まれるのか、農政水産

部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 一部の埋却地

におきましては、埋却後数日で埋却した家畜に

よる悪臭の発生が確認されましたが、市町と連

携し、消石灰の散布や覆土などの措置を講じた

ところでございます。また、地下水につきまし

ても、市町と連携し、埋却地周辺の井戸の水質

調査を継続して実施することとしております。

さらに、ハエ等の害虫発生については、発生元

となる埋却地の消毒を徹底することにより、発

生を抑制いたしております。今後とも、宮崎県

口蹄疫復興対策本部が策定する環境対策方針に

基づき、関係機関・団体と連携しながら、埋却

地の巡回調査や地下水の定期的なモニタリング

調査を行うなど、埋却地周辺の環境対策につい

て適切に対応してまいります。

○松村悟郎議員 水質についてであります。埋

却地周辺で井戸水を使っている住民の方々が、

地下水の汚染について大変心配をされ、地元の

役場のほうへ要望もなされております。上水道

に布設がえできるよう支援ができないのか、農

政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 埋却地の選定

に当たりましては、周辺の住民の皆様と十分協

議することとしており、この協議の中で、上水

道の布設などの要望が寄せられたところでござ

います。県といたしましては、防疫対策を円滑

に進めるため必要な取り組みについて支援でき

るよう、国に要望してまいりたいと考えており

ます。

○松村悟郎議員 児湯郡内はたくさんの埋却地

がございます。特に、埋却地に囲まれた谷に住

まれている方々もおります。市町村財政も大変

厳しい中でございますので、ぜひ検討をよろし

くお願いします。また、それぞれの埋却地の定

期的な環境調査も行われると思いますが、検査

結果を必ず関係者に通知することと、異常が見

られた場合には速やかな改善措置をとること、

そして、その調査と改善措置の費用について

は、国のほうに要望をお願いしておきます。

今回の口蹄疫対策の中で最も手間取ったの

は、埋却地の選定であります。畜産農家自体に

も適地がなかったものもありますが、周辺土地

所有者の同意がなかなかとれなかったのも原因

でありました。大量の家畜を埋却するわけです

から、周辺の方々も、大変な不安を感じながら

も、少しでも早く口蹄疫が終息するようにとの

思いから協力をいただいたものと思っておりま

す。したがって、埋却地も、農家自身の土地に

埋却したもののほか、農家同士の共同埋却地、

町有地、県有地、国有地、公社による共同埋却

地など、所有者の形態もいろいろと聞いており

ます。その所有形態の現状と、今後、農家個人

で埋却地の管理をしていくのも大変だと思いま

すが、その管理のあり方についてどのように考

えられるのか、農政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫
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に関する埋却地につきましては、個人埋却地

が165カ所、共同埋却地が75カ所など合計252カ

所で、面積は約142ヘクタールとなっており、現

地調査を行った結果、埋却地の一部で盛り土が

陥没している事例や、埋却した家畜からの臭気

の発生など、今後、農地として活用を進めるに

は、一定の整備が必要な埋却地も見られます。

県といたしましても、埋却地を適切に管理して

いくことは重要な課題であると認識しておりま

すので、水質や臭気等に関する庁内横断的な支

援体制のもと、関係市町と連携して、埋却地の

巡回調査や地下水の定期的なモニタリング調査

を行いながら、将来的には農地として活用でき

るよう、埋却地の適切な管理を進めることが重

要であると考えております。

○松村悟郎議員 埋却地は３年間は耕作するこ

ともできませんし、もとに戻るまで５年はかか

るかもしれません。防疫対策は、埋却地の環境

が回復されるまで終わりではございません。国

に対しても、防疫対策の最後までの支援をいた

だくよう強く要望しておきます。

次に、畜産農家の再生支援対策についてであ

ります。

最後の発生となった292例目の宮崎地区の制限

解除が７月27日、さらには８月27日をめどとし

て進められている堆肥処理が終了すれば、いよ

いよ再開に向けて動き出します。畜産農家の早

期経営再開のため、新たな家畜の導入に当た

り、県としてはどのような導入プロセスを考え

ているのか、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） 畜産経営の再

開に当たりましては、大前提として、農場の防

疫措置の完了後、牛舎等の消毒を十分に行うな

ど衛生環境を十分整えた後に、家畜を導入する

必要があると考えております。このため、国か

らの通知に基づいて、農場内のふん尿等の処理

が終了し、定期的な農場消毒を実施した後、段

階的な家畜の導入を進めていくことを想定いた

しております。加えて、県としましては、関係

市町・団体からの要望等をいただきながら、経

営再開に当たっての家畜の再導入の基準やプロ

グラムを作成しているところであり、できるだ

け早い時期に、経営再開時期のめども含め、農

家の皆様にお知らせできるようにしたいと考え

ております。

○松村悟郎議員 この地域内の畜産農家は大変

後継者も多く、再生に向けて強い思いも感じら

れる地域であります。一方、今回の口蹄疫に対

してもダメージは非常に大きく、家畜を導入し

て大丈夫なのかという不安も耳にいたします。

適切な導入時期の判断をよろしくお願い申し上

げます。

次に、移動制限区域内の発生農場の外にある

サイレージなどの処分や活用について、また、

家畜のいなくなった今、畜産農家との利用契約

が結べないと戸別所得補償モデル助成金の８万

円がもらえないという不安の声を上げる、飼料

用稲をつくる稲作農家の稲の取り扱いについて

どのように考えているのか、農政水産部長にお

伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） ワクチン接種

地域内の発生農場以外の農場にあるサイレージ

につきましては、開封しておらず、外側に破損

がないことを確認の上、外面を消毒することに

より使用可能であります。一方、稲作農家が作

付している飼料用稲につきましても、畜産農家

の経営再開に当たっては、飼料として必要とな

ることから、畜産農家と飼料用稲の作付農家と

のマッチングを進めるとともに、その収穫に際
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しましては、飼料作物はサイレージに調整する

こと、稲わらは十分に天日で乾燥させた上で保

管すること、これらの飼料については、移動制

限の解除後、最低３カ月が経過するまでは利用

しないこと、生のままでは与えないこと、これ

らについて、市町村等を通じて関係農家に周知

したところでございます。

○松村悟郎議員 次に、堆肥についてお伺いし

ます。殺処分された家畜と同様に埋却処分され

るはずだった家畜排せつ物の処理については、

堆肥処理をすることでウイルスを死滅させる方

法がとられるようになりました。その量は大変

多く、堆肥舎いっぱい、堆肥舎では足りずに畜

舎のほうにも積まれております。60度以上にな

るように堆肥化することが、個々の農家で実施

するのは大変難しいのではないかと思います

が、対応をどうするのか、農政水産部長にお伺

いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 発酵消毒によ

る家畜排せつ物の堆肥化につきましては、ウイ

ルスの不活化を図る上で有効な手段となってお

ります。このため、個々の農家において、堆肥

化が図られたことを確認することを目的に、緊

急雇用対策を活用した調査員による温度測定等

の農場調査や、家畜防疫員等による農場最終確

認を実施し、処理状況等の検証を進めてまいり

たいと考えております。なお、堆肥化等の技術

的な課題や支援を行うヘルプデスクを畜産課内

に設置いたしまして、技術的なサポートを行う

とともに、関係市町とも連携して対応してまい

りたいと考えております。

○松村悟郎議員 堆肥化は、管理のもとに60度

以上になるということで堆肥化はできるものと

思いますが、本当に堆肥が大量に残ったまま、

新しい家畜を導入するということを迎えるよう

になるかもしれません。堆肥を児湯地域以外で

使ってくれるケースも少ないでしょうし、地域

内の畑作農家の方が進んで使っていただけるか

どうかも、なかなか難しいところではございま

す。残ったままの堆肥の今後の処置について、

どうぞ地元と十分な検討をよろしくお願い申し

上げます。

し尿についてでございます。し尿槽などに

残った堆肥化できないふん尿の処理については

どのように考えているのか、農政水産部長にお

伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 堆肥化できな

い液状のスラリーや汚水については、酢酸やク

エン酸の添加による酸性化処理を行うこととし

ており、現在、児湯管内の農家において実証試

験を実施しておりますが、薬品代等のコスト面

に課題があることから、国において、さらに安

価で有効な手法を検討しているところでござい

ます。また、農家ごとにさまざまなケースが想

定されますので、畜産課内のヘルプデスクへ御

連絡いただくことで、畜産農家と一緒になって

適正な処理を検討してまいりたいと考えており

ます。

○松村悟郎議員 次に、農場の施設についてで

ございます。農家の経営再開に当たり、石灰散

布などの影響で、施設メンテナンスの経費が発

生すると予想されます。石灰により、し尿が固

まり、浄化槽が機能しなくなったり、給餌機も

さびついていたり、パイプが詰まっていたり、

相当な被害額になるのではないかと思われま

す。何らかの支援ができないのか、農政水産部

長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 児湯地域で

は、特に養豚場における汚水処理施設等で、石

灰散布等の影響などにより、機器類の故障など
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が散見されていることから、現在、農場巡回に

より現状把握を行っているところでございま

す。故障した機器類の修復支援につきまして

は、国の事業等が活用できるよう、国に対して

要望してまいりたいと考えております。

○松村悟郎議員 またどこで発生するかわかり

ませんけれども、終息後の農家の防疫あるいは

農場の管理のあり方ということをしっかり示す

なり、あるいは農家の方は新たな防疫体制で

しっかり農場を守っていかないといけないと思

いますが、そのあり方について、農政水産部長

にお伺いいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 口蹄疫の終息

後は、畜産農家においては、農場内外の消毒を

徹底するとともに、家畜の導入再開の際は、少

頭数での導入を行い、家畜の飼養管理に十分な

注意を払っていただきたいと考えております。

さらに、長期的には、飼養頭数の適正規模を図

りながら、徹底した衛生管理に基づき、健全な

経営を目指していただきたいと考えておりま

す。

○松村悟郎議員 それでは次に、農業関連産業

支援対策についてであります。

西都・児湯では、移動制限区域内のすべての

家畜がいなくなりました。ゼロからスタートを

切るのは、畜産農家だけではありません。競り

再開がいつになるのか、児湯畜連も今後の対策

に大変苦慮しております。また、それぞれのＪ

Ａの取扱高も大きく減少し、今後の経営を今ま

で同様に維持していくことは、かなり難しい状

態になると思います。これらの損失補てんと雇

用の維持という観点から、県として再建に向け

た何らかの手当てができないのか、農政水産部

長にお伺いします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

の発生につきましては、畜産農家だけではな

く、地域においても多大な損害があると認識し

ております。県としましては、一刻も早く畜産

農家の経営再建、ひいては地域の復興・再生を

図ることが、損失の回復や雇用の維持確保につ

ながることから、関係部局と連携しながら、各

般の施策に全力で取り組んでまいります。

○松村悟郎議員 よろしくお願いします。児湯

地域内の川南町、都農町のＪＡ尾鈴では、生産

物の取扱高105億円中、鳥を除いた畜産取扱高は

約67億円、それに付随する飼料・資材を合わせ

ると、60％以上を畜産に依存しております。こ

れからの経営は大変厳しいと思います。また、

木城、新富、高鍋の３町にまたがるＪＡ児湯

も、取扱高の40％を畜産に依存しています。そ

して、それぞれ167名と258名と多くの雇用を

担っております、地元を代表する企業でもあり

ます。畜産を中心とした農業が地域経済をリー

ドする地域でもありますので、その影響を大変

心配しております。児湯畜連においても、13名

の職員を抱えており、競りのときは20名の臨時

・パートを雇用しており、それぞれ畜産農家の

再建には重要な役割を担うパートナーでもあり

ます。また、口蹄疫被害により、多くの事業の

縮小を余儀なくされる事業者でもありますの

で、できるだけ従業員の雇用が維持できるよ

う、よろしくお願い申し上げます。

例えば、児湯畜連では、家畜農家の早期再建

を図るため、畜産公社など管理できるところが

計画的に妊娠母牛・母豚を導入し、畜連を経由

して、受け入れ体制が整った農家に購入しても

らう事業を立ち上げるとか、休業手当の助成や

県内のその他のＪＡや家畜市場への出向など、

雇用調整助成金制度を活用した経営支援などの

制度を活用しての指導を、ぜひ県のほうにもお
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願いしたいと思っております。国のほうでも、

新たな特措法の第22条には、生産者等の再建な

どのための措置として、費用の助成やその他の

必要な措置を講ずるものとあります。新たな施

策の運用ができないのか、国のほうへも働きか

けを要望いたします。

同様に、さきの質問でもございましたが、西

都・児湯では全く家畜がいなくなりました。仕

事を失う獣医師、削蹄師、人工授精師などにも

何らかの救済措置をとっていただきますよう、

お願い申し上げたいと思います。

次に、地域経済の雇用対策についてでありま

す。

「農家が元気がないと商店街も暇やもんね」

と、このフレーズがこの地域ではよく使われま

す。４月20日の発生以来３カ月、この地域にお

ける農業、特に畜産業の地域経済に与える影響

がいかに大きいかを痛感させられました。特

に、非常事態宣言が出された後は、昼も夜も人

通りが極端に少なくなりました。真っ先に募金

活動をされるなど、畜産農家を支援されてきた

商工業者などからも、悲痛な声が聞かれるよう

になりました。「とにかく一日も早く終息して

ほしい」「従業員は平日休んでもらっている」

「私たちも助けてほしい」「この状態が続くな

ら廃業を考える」などなど、発生から１カ月後

の高鍋商工会議所のアンケートに寄せられた商

工業者の声の一部であります。大方４割から５

割の売り上げ減少となっております。この地域

は、口蹄疫が終息しても、畜産農家が再生する

ためには、最低３年かかる地域であります。こ

のような発生地域での商工業の落ち込みや地域

経済への影響について、どのように認識されて

いるのか、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 発生地域

での商工業への影響につきましては、食肉加工

業、飼料製造業等の畜産関連産業に加えまし

て、ホテル、飲食業、卸・小売業等、各方面に

広がっております。６月に西都・児湯地区にお

いて行いました緊急影響調査でも、「影響があ

る」と答えた割合は、調査対象事業者の約85

％、そのうち約６割が３割以上の売り上げ減少

となっております。なお、現在、県では、県内

全域における口蹄疫の本県経済等への影響を把

握するため、約3,600事業所を抽出しまして調査

を実施しておりますが、口蹄疫が長期化するに

つれ、売り上げや客数の減少など、さらに深刻

化し、県内各地域に広がっているものと考えら

れます。移動制限区域の部分解除に伴い、一部

地域では、徐々に客足が戻りつつあるものの、

全体としては、依然、深刻な状況にあると認識

しているところでございます。

○松村悟郎議員 元気な宮崎を取り戻すには、

何より働く場の確保であり、人、物の動きを活

発にすることであります。経済復興対策、本県

も復興・再建に向けた対策本部が立ち上がりま

した。商工業の復興対策への考え方について、

知事にお伺いします。

○知事（東国原英夫君） 商工業の活力は、本

県経済全体を大きく左右するものでありますの

で、一刻も早く、その売り上げ等の回復を図

り、発生前の状態に戻す必要があると考えてお

ります。現在、県では、緊急的な対策として、

金融支援や基金を活用した雇用対策等を行って

いるところでありますが、今後は、風評被害を

受けた本県のイメージアップや、県内における

消費需要、観光需要の喚起等に、本格的に取り

組まなければならないと考えております。この

ため、終息後において、大都市圏でのイメージ

アップや県産品の販売促進対策、県外からの入
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り込みを中心とした観光誘客対策、さらには県

内での各種イベント等への支援など、さまざま

な対策に、市町村や関係団体等と連携しなが

ら、スピード感を持って、全力で取り組んでま

いりたいと考えております。

○松村悟郎議員 雇用の継続については、大変

厳しい中ではありますが、雇用調整助成金の適

用が農業分野にも広がり、スムーズな運用が図

られればと思っております。一方、発生地域に

おいては、失業者の増加が大変心配でありま

す。特に西都・児湯地区においては、緊急雇用

対策を積極的に行うべきだと思いますが、商工

観光労働部長にお伺いいたします。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 今回の口

蹄疫の発生によりまして、西都・児湯地区を中

心に、厳しい雇用情勢になっているところでご

ざいます。このため、現在、県では、緊急雇用

基金を活用しまして、畜産業からの離職者を雇

用した防疫対策事業等による雇用創出に取り組

んでいるところでございます。今後はさらに、

この基金等を活用した雇用の場の確保に一層努

めてまいりたいと考えております。加えまし

て、職業訓練による再就職の支援、離職者等を

対象とした生活・就労相談のためのワンストッ

プサービスの実施等に、宮崎労働局等と連携し

ながら、積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○松村悟郎議員 時間は残っていますけれど

も、最後の質問になります。発生地域全体の経

済浮揚を図るためには、例えば、地域の環境整

備などインフラ整備を集中的に実施すること

や、主に生乳や枝肉などの１次産品として生産

されている畜産業を、農商工連携による６次産

業化の方策で、西都・児湯の畜産業のすそ野を

広げる取り組みなどを考えられたらと思います

が、復興対策にはどのようなイメージを持って

取り組まれるのか、知事にお伺いします。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫の発生地域の

復興を図る上では、二度と同じような事態を起

こさないための再発防止策を講じるとともに、

防疫を想定した全国のモデルケースとなるよう

な畜産及びその関連産業の再生を目指すことが

必要だと考えております。その際、防疫等の観

点から、以前と同じ経営規模に戻すことが難し

い場合も想定されますので、御質問にありまし

たように、農商工連携等による畜産業の６次産

業化を進め、付加価値を高めていくことなども

検討していく必要があると考えております。ま

た、被害を受けた畜産農家が経営再開し、軌道

に乗るまでには時間がかかりますので、地域経

済や雇用への影響も長期化することが懸念され

ます。このようなことから、家畜等の埋却地や

周辺地域の環境対策などを含め、地域経済の浮

揚や雇用の維持につながるような対策につい

て、検討していく必要があると考えておりま

す。

○松村悟郎議員 ありがとうございます。７

月17日は、児湯地域を中心としたワクチン接種

地域の移動制限が解除されました。折しもこの

日は、東九州自動車道高鍋インターの開通した

日でもありました。現行では、都農―高鍋間が

平成24年度、日向―都農間が25年度の開通予定

であります。例えば、この区間の工事を大きく

前倒しすることや、地場産品の販売や観光ス

ポットとしてのパーキングエリアの整備を進め

ること、また４車線化が進められている国道10

号の事業を拡大することや、予定されている県

単事業を前倒しすることなど、農業経済が再生

するまでの間、積極的なインフラ整備のための

公共工事を行うことも必要ではないでしょう
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か。また、生産地にジュース工場や冷凍野菜工

場があるように、畜産の盛んなこの地域にも食

肉加工工場を整備することも必要ではないで

しょうか。原料から製品加工、流通、そして観

光まで、畜産業のすそ野を広げる手だてを、こ

の機会に積極的に進めていただくことをお願い

申し上げまして、質問を終わります。ありがと

うございます。（拍手）

○蓬原正三副議長 ここで休憩いたします。

午後２時14分休憩

午後２時30分開議

○中村幸一議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、山下博三議員。

○山下博三議員〔登壇〕（拍手） 通告に従

い、順次質問をしてまいります。

今回の口蹄疫発生に伴い被災された多くの農

家の皆様に、心よりお見舞いを申し上げます。

そして、直接・間接的に被害を受けられてい

る関連産業の皆様、そこで働いておられる従業

員の皆様の御苦労、御心労は察するに余るもの

があると存じます。また、発生以来、感染拡大

防止のため、自主的な消毒ポイントの設置を初

め、畜産農家への消毒薬の配付、相談窓口の設

置など、関係機関・団体が一丸となった防疫対

策の徹底に取り組んでいただいている皆様、そ

して対策本部の指示のもと、殺処分、埋却、防

疫措置に、精神的・肉体的限界の中、毎日作業

を続けてこられた方々に、深い敬意と感謝を申

し上げます。

私も、高校卒業と同時に大きな夢とロマンを

持って就農いたしました。高校時代、選択的規

模拡大農業を教わりました。当時は、水稲、畜

産、カンショ、ソバ、麦、大豆、野菜など、何

でも１軒の農家で食料をつくる自給自足の農業

でありましたから、その中から何か得意とする

ものを選択し規模拡大をしなさいという指導で

ありました。私は酪農を中心とする経営を選択

し、営んでまいりましたので、今回の農家の皆

様の苦しみは、我が事として心を痛めておりま

す。自分の家で発生していたらどうしただろ

う。ワクチン接種を求められたら、40年もかけ

努力して築いてきた財産、そして何より、家族

同様の生活をしてきた愛牛たちを守るために、

体を張って抵抗したかもしれません。何の罪も

ない牛、豚たちが殺処分される光景、その現実

を受け入れなければならない畜産農家の皆様の

心中はいかがなものか、そのことを考えると、

私でさえも涙がとまらない日々であり、これ以

上に被害が広がらないことを念じながら、朝早

くから夜遅くまでかかってくる電話での相談

に、適切な対応をお願いする毎日でありまし

た。いっときも早く防疫処置まで終了し、清浄

化宣言ができること、これが犠牲になられた農

家への恩返しであり、少しでも早く経営再建が

進むことが、以前と変わらない町のにぎわいを

取り戻すことになると信じております。

そこで、知事にお伺いしたいと思いますが、

今回の口蹄疫の発生は、現在のところ５市６

町、被災農家1,3 0 3戸、殺処分対象頭数28

万8,643頭と大きな災害となりました。10年前の

発生時は３戸、35頭の殺処分でありましたが、

今回の異常発生については、初動的な対応を含

め、前回発生時の教訓がどこに生かされていた

のか、マニュアルづくりには問題なかったの

か、家畜伝染病予防法の不備も指摘されており

ますが、なぜ前回発生のとき改められなかった

のか、知事の御所見をお伺いいたします。

また、今回は10キロ、20キロの範囲での移動
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・搬出制限でありましたが、防疫体制の指示や

発生状況の情報が農家になかなか伝わらず、不

安が一層増したような気がいたします。前回

は50キロ制限がかかり、口蹄疫に対する防疫の

あり方もスムーズであったように思いますが、

今回はなかなか意識が上がらなかったのが現実

であります。そのことに対する問題はなかった

のか、農政水産部長にお伺いをいたします。

以上、壇上よりの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

10年前の発生時の教訓についてであります。

本県では、10年前の口蹄疫の対応を教訓に、平

成10年に作成した口蹄疫防疫マニュアルを改訂

し、処分等の防疫措置や消毒ポイントの運営等

の庁内での役割分担をもって対応してきており

ます。その結果、消毒ポイントの早期立ち上げ

や通行遮断、さらには初期段階における殺処

分、埋却などの一定の防疫措置ができたと考え

ております。しかしながら、今回は、飼養密度

が高く、大規模経営が進展した地域において発

生したことから、現行の家畜伝染病予防法や口

蹄疫防疫マニュアルが、現在の畜産経営の実態

に即していない状況も見られたところでありま

す。このため今後、県においては、今回の経験

を踏まえた防疫マニュアルの見直しを行うとと

もに、国に対しましても、畜産経営の実態を踏

まえて家畜伝染病予防法や口蹄疫防疫指針等を

見直すよう、要望してまいりたいと考えており

ます。〔降壇〕

○農政水産部長（髙島俊一君）〔登壇〕 お答

えいたします。

制限区域の設定についてであります。前回の

発生では、御指摘のとおり、移動制限区域を20

キロメートル、搬出制限区域を50キロメートル

に設定したことにより、県下全域が搬出制限区

域に入ったことから、県下全域で防疫意識が醸

成されたところであります。一方、今回の制限

区域につきましては、平成16年に策定された国

の防疫指針に基づき、移動制限区域については

半径10キロメートル、搬出制限区域については

半径20キロメートルと設定したところでありま

す。このため、発生初期は防疫意識についても

一定の地域に限定されていた面もあったのでは

ないかと認識をしております。しかしながら、

その後の感染拡大に伴い、急速に消毒ポイント

を増設したことで、畜産農家はもちろん、一般

県民の間でも防疫意識が高まっていったものと

考えております。いずれにいたしましても、今

後、制限区域の設定や消毒ポイントの設置な

ど、今回の初動防疫のあり方について検証して

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○山下博三議員 次に入らせていただきます。

前回の発生のときは、輸入稲わらではないかと

の憶測もありましたが、原因の解明はなされて

おりません。今回の発生については、今からそ

れぞれ原因の究明がなされることと思います

が、ぜひ可能な限りの手を尽くしていただき、

二度とこんな悲しい出来事が起こらないよう、

しっかりとしたマニュアルをつくっていただき

たいと思います。

今回の蔓延の原因の一つに、昭和26年に制定

された家畜伝染病予防法の不備があったと思い

ます。あくまでも発生農家の土地に埋却するこ

とが義務づけしてあったことだと思います。今

の大型化した畜産経営においては不可能なこと

でありますので、今の畜産経営に合った法整備

をぜひしていただきたいと存じます。隣の韓国
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でここ数年、口蹄疫が多発しております。現

在、韓国では、家畜疾病防疫制度改善タスク

フォース、いわゆる機動隊をつくり、国内防疫

や動物検疫、補償の改善を検討しており、今後

の防疫体制強化のために、①畜産業者に対する

免許制、許可制の導入、②に畜舎施設の近代

化、③に畜舎環境に対する評価基準を開発し、

評価結果により支援の差をつけるなどが検討さ

れております。そこで、知事にお伺いしたいと

思いますが、５月28日、2012年３月までの時限

立法で、口蹄疫対策特別措置法が成立をいたし

ました。必要な財政措置、総額1,000億円であり

ますが、被災地の知事として、今まで数々の要

望を国に求められてきましたが、その評価と、

新たな法整備に何を求められるのかお伺いをい

たします。

○知事（東国原英夫君） 私は、今回の口蹄疫

のような法定伝染病については、国家防疫の観

点から、最終的には国が責任を持って対応すべ

きものと認識しております。今般制定された特

措法につきましては、国の責務として、蔓延防

止のための措置を講じることや地域再生のため

の基金の設置が定められるなど、一定の評価は

させていただいております。しかしながら、強

制殺処分など国家防疫として行われるべき事務

が都道府県の法定受託事務として定められてい

るなどの、根本的な問題が残っていると考えて

おります。県といたしましては、今後、今回の

防疫措置の検証等を踏まえ、地域の実態や未曾

有の被害が発生した本県の経験が家伝法の改正

等に生かされるよう、国に対して働きかけてま

いりたいと考えております。

○山下博三議員 大変な被害を受けた本県の知

事として、ぜひとも国へ強い要望をお願いして

おきたいと存じます。

次に入らせていただきますが、今回の蔓延の

原因は、埋却場所の確保がうまく進まなかった

ことが一番の問題ではなかったかと思います。

昭和26年の家畜伝染病予防法の制定時は、１軒

の農家に馬か牛が１頭いるかいないかの時代で

あります。今は大変な大型経営になっておりま

す。牛については１農場1,000頭、豚も１万頭の

経営も多くなってきました。もし発生したとき

に、できれば24時間以内に殺処分、埋却までで

きること。えびの、都城におきましては、スム

ーズに処理できたから広がりがなかったわけで

あります。口蹄疫に限らず、さまざまな法定伝

染病があります。全国、いつ、どこで発生して

もおかしくない時代であります。今後、迅速な

蔓延防止を図るために、畜産農家に埋却地確保

を義務化するための法整備が早急に検討される

と思いますが、知事の見解をお伺いいたしま

す。

○知事（東国原英夫君） 今回の発生を踏まえ

まして、国が６月24日に示した新たな防疫マ

ニュアルにおいては、疑似患畜が発生した場合

には24時間以内に殺処分を終了するなど、迅速

な防疫措置が求められております。特に、今回

の一連の防疫措置を実施する上で、埋却地の確

保が大きな課題の一つであったと認識しており

ます。したがいまして、埋却地につきまして

は、個々の農家における確保の義務づけについ

て検討することは必要かと考えますが、まず

は、個々の農家における確保の状況を把握する

こと、さらに、国家防疫の観点から迅速な対応

を図るためには、国有地等の公有地の活用も含

めて検討することが重要であると考えておりま

す。

○山下博三議員 私もいろんな人に、埋却地確

保についてはお話を聞いてみました。個人で埋
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却場所を持っておられる方は個人でできるとの

ことであります。しかしながら、中には、「国

家責任で確保してもらわないと、義務づけして

もらうと、だれも畜産経営をやる人はいないだ

ろう」という意見もたくさんありました。でき

れば、国家責任で確保していただきたいと存じ

ます。被災地の知事として、国に強く要望をし

ていっていただきたいと存じます。

次に入らせていただきます。農政水産部長に

お伺いをいたしますが、今回の口蹄疫防疫対策

における県職員、団体職員、自衛隊員、県内か

らの派遣職員の延べ動員数と作業従事内容、ま

た、なれない中、大変な作業が連日続いており

ましたが、健康被害状況についてお伺いをいた

します。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の口蹄疫

防疫対策につきましては、県職員はもとより、

地元市町村職員、ＪＡなどの関係団体の職員、

他の都道府県職員、国の職員や自衛隊員、さら

には建設業の皆さんなど、現場での作業を中心

に多くの方々に支えられており、深く感謝をい

たしております。

作業内容といたしましては、獣医師が殺処分

等を行うほか、一般職員や自衛隊員なども殺処

分の補助作業や埋却作業などに従事をしてきた

ところであります。また、警察の協力もいただ

きながら、消毒ポイントでの消毒作業を行って

いるところであり、防疫対策本部や現地対策本

部での諸調整を行う職員も合わせました数は、

大まかではございますが、４月20日の発生以

来、延べ人数でおよそ15万人に上ります。

また、現地対策本部を通じて農政水産部に報

告のあったけがの状況につきましては、派遣獣

医師が目を牛にけられて重症を負われたほか、

骨折や打撲、石灰によるやけどなどの健康被害

の報告が約100件あったところでございます。

○山下博三議員 次に入らせていただきます

が、県有種雄牛の管理について、同じく農政水

産部長にお伺いをいたします。本県の長年の努

力で改良された種雄牛55頭が、県家畜改良事業

団で管理されておりました。６頭は危機一髪で

難を逃れることができましたが、次なる候補

だった49頭は感染してしまいました。そして、

大変残念なことに一番の忠富士は失ってしまい

ましたが、残り５頭は今のところ安全確認がと

れております。全国の宮崎牛の購買者の皆さ

ん、そして県内和牛農家の皆さんも一安心され

ているところだと思います。一番安全だと思っ

ていた県家畜改良事業団も感染を防げなかっ

た、その反省を踏まえ、県有種雄牛のリスク分

散についてどのように今後進められるのか、お

伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） これまで本県

では、県家畜改良事業団において、効率的な管

理等の観点から種雄牛の一元管理を行ってまい

りましたが、今回の発生により、事業団所在地

の周辺が牛、豚の密集地帯であるため感染のリ

スクが大きいこと、種雄牛が１カ所に一元管理

されていることから、集団感染のリスクが非常

に高いことなどの課題が浮き彫りになったとこ

ろでございます。このため今後は、効率性のみ

ならず、リスク回避にも配慮した種雄牛の配置

について、県家畜改良事業団を初め関係機関・

団体と協議を行ってまいりたいと考えておりま

す。

○山下博三議員 ぜひリスク分散をやっていた

だきたい、そのように思っております。

続きまして、教育長にお伺いをいたします。

本県は悲しい貴重な経験をいたしました。今回

の口蹄疫の発生で、手塩にかけて育てた家畜を
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殺処分されることを受け入れなければならない

家族の心境、そして何より、子牛、子豚、おな

かに子供を宿した母牛、母豚まで犠牲になった

事実、マスコミ報道がされるたびに、全国から

多くの激励や応援メッセージが寄せられており

ます。今回の口蹄疫の教訓、そして日常、家畜

の命をいただいている現実、この貴重な経験を

教育で生かせないのか、教育長の見解をお伺い

いたします。

○教育長（渡辺義人君） 今回の口蹄疫の発生

を受け、県内すべての市町村立並びに県立学校

におきまして、口蹄疫による被害の状況や畜産

農家の方々の苦悩、動物の命のとうとさなどに

ついて、児童生徒の発達の段階に応じて説明や

指導を行ってきております。市町村によりまし

ては、愛情を込めて育てた牛を失った畜産農家

の方を学校に招くなどして、口蹄疫を教材とし

た授業を行ったところもあります。児童生徒

は、そのような指導を受けたり、連日取り上げ

られるニュースなどを見聞きしたりする中で、

地域の畜産農家の方々に励ましの手紙を書いた

り、口蹄疫の犠牲となった牛や豚の冥福と事態

の早期終息を願って千羽鶴を折ったり、義援金

としての募金活動を行ったりしているところで

あります。命を大切にする教育や食に関する指

導につきましては、これまでも推進してきてい

るところでありますけれども、口蹄疫ウイルス

の怖さや殺処分しなければならない理由などの

口蹄疫に関する正しい知識や、動物の命をいた

だいていることなどを含めまして、今回の口蹄

疫の発生から学んだことを教訓として、各学校

において、今後とも指導に生かしていくことが

大切であるというふうに考えております。以上

です。

○山下博三議員 ぜひ、今回の貴重な経験を教

育の現場で強く生かしていただくとありがたい

と存じます。よろしくお願いをしておきたいと

思います。

次に、県民政策部長にお伺いをいたします。

今回の口蹄疫被害は、牛、豚の飼育農場だけで

なく、他の農業分野も大変な被害を受けており

ます。また、製造分野の２次産業、サービス関

係の３次産業等、大きな経済的損失を受けてお

ります。今回の口蹄疫により、県内ではどの程

度の経済損失が出ておるのか。また、豊かな宮

崎を取り戻すために今後どのように取り組まれ

るのか、お伺いをいたします。

○県民政策部長（山下健次君） 今回の口蹄疫

では、畜産農家の直接的な損失だけではありま

せんで、御指摘のように資材、飼料、食品加工

及び運送業、こういった畜産と密接に関連した

産業に波及する影響も甚大なものがございま

す。またさらに、観光客数の減少、あるいは商

工業、観光・物産、さまざまな産業分野に影響

を及ぼしているところでございます。さらにブ

ランドイメージ、ひいては本県そのもののイメ

ージの低下も懸念をされているところでござい

ます。こういったことから県では、全庁挙げて

復興に取り組むことを目的とした「復興対策本

部」を立ち上げ、さらに、市町村、関係団体と

の連携強化の観点から、「口蹄疫復興対策連絡

会議」を設置したところでございます。今後

は、県議会を初め関係機関とも連携しながら、

効果的な対策を盛り込んだ再生・復興の基本方

針を早急に取りまとめまして、一日も早い復興

を目指して積極的に取り組んでまいりたいと考

えております。

○山下博三議員 ぜひ力強い経済復興をしてい

ただきたい、そのように思っているんですが、

実は今回、この災害が出たということで、宮崎
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牛を非常に皆さんに深く知っていただくことが

できたような気がいたします。それは、県内多

くの子牛を出荷いたしておるんですが、県外か

らたくさんの購買者が見えます。特に松阪牛、

前沢牛、佐賀牛、この素牛はほとんど宮崎産で

あるということを広く国民の皆さん方に知って

いただきました。恐らく、これがピンチをチャ

ンスに変える大きな、また宮崎牛を広く売り出

せるチャンスかなと思っておりますから、ぜひ

知事が先頭に立って、宮崎牛に限らず、宮崎県

の農産物を売り出していただくとありがたい、

そのように思っています。特に、東京でのアン

テナショップを大いに利用していただいて、で

きたら義援金の中の一部もここに充当できない

のかなと、そういう思いで私も内々考えている

んですが、ぜひとも、使える義援金の中で宮崎

県の農産物を、大市場である東京で大幅に売り

出しをしていただくとありがたいなと、その思

いであります。

それからもう一点、大変な被害を受けられた

企業等、今いろんな人から相談が来ておるんで

すが、そういう企業、事業所等への固定資産税

の減免を取り組んでいただけないか、そういう

要望がたくさん参っております。固定資産につ

いては、市町村の課税対象でありますから、市

町村が判断をされることだろうと思うんです

が、ぜひともその辺も、県として、市町村との

連携の中でそういう税制改革もできないのか御

検討をしておいていただきたいと、要望を申し

上げておきたいと存じます。

次に、義援金配分について、福祉保健部長に

お伺いをいたします。全国からたくさんの義援

金が寄せられたと思います。福祉保健部受け入

れ総額が20億円を突破しているとのことで、大

変ありがたく存じております。１次配分６月４

日、２次配分７月９日、総額９億5,000万円が被

災農家及び制限区域農家7,083戸に支払いをされ

ております。県内対象農家を調べてみますと、

繁殖・肥育・乳用牛農家、養豚農家合計１万600

戸程度でありますから、10キロ、20キロメート

ルの制限区域で支払いされた農家7,083戸を引く

と、3,500戸程度が対象外になっております。特

に、制限内の人も制限外の人も、競り市等開催

されていない農家の状況は同等だろうと思って

おりますが、義援金配分は考えておられないの

かお伺いをいたします。

○福祉保健部長（高橋 博君） 宮崎県口蹄疫

被害義援金につきましては、現在までに、殺処

分や移動制限、搬出制限を受けた畜産農家に対

して、６月４日に１次配分を、７月９日に２次

配分を、総額約９億5,000万円の配分を市町村を

通じて行ったところであります。移動制限・搬

出制限区域以外の畜産農家においても、えさ代

がかさむなど大きな経済的影響を受けているこ

とは、市町村等からお伺いしているところであ

ります。今後の義援金の取り扱いにつきまして

は、寄附をいただいた全国の皆様の気持ちを尊

重しながら、御指摘のような被害地域の深刻な

実情を十分踏まえ、配分委員会で協議、決定し

てまいりたいと考えております。以上でござい

ます。

○山下博三議員 この義援金の配分について、

被害が出ておる都城市の中をちょっと説明して

おきたいと思うんですが、牛農家、豚農家合

計2,589戸があります。そして１次配分、２次配

分を受けられた農家が1,776戸ですが、813戸が

受けておられないんです。それで同じ条件なん

です。制限区域内にある農家と区域外の人たち

も、競りが開催できないわけですから。平等

性、そういう中で大変な不満等が出ておったも
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のですから―県内各地こういう状況が出てお

りますから、その区域外の人たちにもぜひ―

次なる配分委員会の中では要望を出していただ

きますようにお願い申し上げておきたいと存じ

ます。

次に、警察本部長にお伺いしたいと思いま

す。今回の口蹄疫発生に伴いまして、義援金名

目での詐欺事件が発生したと聞いております

が、状況についてお伺いをいたします。

○警察本部長（鶴見雅男君） 口蹄疫義援金名

目の詐欺事件につきましては２件を認知してお

りますが、いずれも未遂に終わっております。

概要でございますけれども、いずれも５月の下

旬の発生でありまして、一つが、男の２人組が

架空の団体名を名乗りまして、西都市や都農町

の民家等を訪問して義援金を募ったというも

の。あと一つは、宮崎県共同募金会を名乗りま

して、義援金を募集する内容の電子メールを県

外の男性等に送りつけ、個人名義の口座に義援

金を振り込ませようとした振り込め詐欺未遂事

案であります。このほかにも、県内のＪＡ等を

対象に口蹄疫に関する助成金話を持ちかけるな

どの、詐欺に発展するおそれのある事案も発生

しているところでございます。これに対しまし

ては、応対した職員の方が不審に思って警察に

通報するなどしたために、事件には発展せずに

終わっております。県警といたしましては、県

警のホームページや防犯メールによる防犯情報

の発信、それから新聞に載せていただくという

ようなことで、県民の皆様に対する早期の注意

喚起を行う一方、犯人検挙に向けて所要の捜査

を行っているところであります。

○山下博三議員 ありがとうございました。

次に、県土整備部長にお伺いをいたします。

口蹄疫発生につきましては、各地区の建設業の

皆様にたくさんの御協力を賜りました。その機

動力については、大変な評価を得ております。

入札制度改革や建設・土木費削減など大変厳し

い環境の中、災害が発生すればすぐ動いていた

だけるのは、建設業に携わっておられる皆様で

あります。先日、都城では１時間当たり130ミリ

を超す豪雨被害が発生をいたしました。そのと

きも、復旧作業にすぐ入っていただきました。

被災された地区の皆様も大変感謝をされており

ます。改めて、建設産業に携わっておられる皆

様への感謝の気持ちをお伺いいたします。

また、口蹄疫発生中における工事発注に影響

はなかったのか。また、口蹄疫発生地周辺にお

ける建設工事の中断等により影響はなかったの

か、お伺いをいたします。

○県土整備部長（児玉宏紀君） 埋却作業等の

防疫対策におきましては、地元の建設業協会を

中心に、連日、早朝から夜遅くまで、重機を

使った掘削や埋却作業などのオペレーターとし

て、延べ4,500人の方々に従事いただいたところ

でありまして、積極的な御協力に大変感謝して

いる次第であります。

このような状況の中で、県が発注する公共工

事につきましては、工事現場や関係車両の消毒

などの感染防止措置を徹底し、可能な限り計画

的発注と契約済み工事の継続に努めたところで

ありまして、県工事の発注件数は、現時点で前

年度並みの実績を確保しているところでありま

す。また、工事の中断につきましては、県土整

備部における契約済みの工事等1,126件のうち、

やむを得ず一時中断した件数は、畜舎に隣接す

る工事等16件でありましたが、現在は工事を再

開しており、口蹄疫による影響を最小限にとど

めるよう努めてきたところであります。今後と

も、厳しい建設業界の実情を踏まえて、公共事
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業の速やかな執行に努めてまいりたいと考えて

おります。

○山下博三議員 次に入らせていただきます

が、農政水産部長にお伺いしてまいります。被

災地においては、まだ大量の堆肥の処分が終了

しておらず、ウイルスの懸念が残る中、必死で

防疫作業がされている最中であります。また、

被災された農家も心が落ちつかない中でありま

すが、発生から３カ月が過ぎ、県内各地の畜産

関係者の皆様から、自粛要請の出ている部分で

解除または対策等について要望が出ておりま

す。子牛、子豚、成牛の競り市が九州管内中止

されてまいりましたが、隣の鹿児島県の離島が

本日から開始され、今月末には本土でも開始さ

れると聞いております。本県での６カ所の家畜

市場における競り市の再開はいつごろになるの

か、お伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 子牛競り市の

再開につきましては、移動制限区域の解除や、

疑似患畜農家及びワクチン接種農家における堆

肥等の処理の終了、さらに、県による口蹄疫の

終息宣言などの条件が整い、県内外の購買者の

皆様が安心して市場に足を運べる状況になった

段階を考えており、具体的な日程については、

引き続き関係機関・団体と協議をしてまいりた

いと考えております。

○山下博三議員 現在のところ、今月４日、292

例目が宮崎市で発生して以来、ほぼ終息の状況

であります。きょうから23日までに、３キロか

ら10キロの約１万頭を対象に、目視による臨床

検査が実施され、何も異常がなければ、今月27

日に制限区域の解除がなされます。競り市再開

については、今、答弁の中ではっきりとした見

通しはできていないとのことでありますが、実

はあす、県内畜連、ＪＡの参事・部長会などで

方針が決定されるとのことであります。この中

で、県外購買者から、「競り市上場子牛は安全

なのか。購買を当分（数カ月）買い控えたい」

との意見が多数来ているんです。10年前の発生

のときの清浄化の取り組みは、県内全農家、抗

体検査と目視検査を行っております。今回も県

が指導機関となり、和牛生産農家全戸で清浄性

検査を実施し、信頼できる安全・安心な市場と

して開催できるよう全戸確認検査の実施を行え

ないか、農政水産部長にお伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 市場の再開に

当たりましては、県内外の購買者に対して、防

疫上の「安全」と、子牛という商品への「安

心」を与えることが重要であると考えておりま

す。したがいまして、清浄性検査の実施につき

ましては、その検査方法も含めまして、関係機

関・団体とも協議しながら検討してまいりたい

と考えております。

○山下博三議員 この件につきましては、県の

執行部も、大変な被害の中でこの対応まで十分

検討がなされていないだろうと思うんですが、

各市場については大変ここを懸念しております

から、早急に、県当局としても、全頭の目視検

査なり何らかの形で、県外購買者が安心して購

買できるよう万全な態勢をとっていただきた

い、そのようにお願いを申し上げたいと存じま

す。

次に、子牛の買い支え対策についてお伺いを

いたします。実は、県内滞留牛が約１万9,000頭

おるだろうと思うんです。５月、６月、７月、

８月までの滞留している１万9,000頭ぐらいの競

りが今から開催をされてまいります。この中で

６市場の日数を出してみました。子牛競り市が

６市場、42日間がされていない日にちでありま

す。そして、これに子豚市、乳用子牛市等を合
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わせると、８月までに50日間が開催されないん

です。今から開催計画を立てていかなければな

らないんですが、これを都城で調べてみました

ら、都城の子牛競り市の５月から８月までの開

催されていない日にちが14日間あるんです。県

外からの購買者が55％あるんです。そして、先

ほどもありましたが、恐らく行政、ＪＡ等の買

い控えをするようにという指示が出るだろうと

思うんです。大幅な価格の下落が予想されてお

りますが、その対策についてどのように認識さ

れておるのか、お伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 子牛競り市再

開後の黒毛和牛の価格対策につきましては、子

牛の平均売買価格が38万円を下回った場合に、

その差額の４分の３を交付する国の事業と、各

競り市場の子牛価格が口蹄疫発生前の価格を下

回った場合に、その差額の一定割合を交付する

県の事業とを組み合わせた支援を行うこととし

ております。

また、出荷遅延となった子牛の価格対策とし

て、子牛の購買者に対して、一定価格以上で購

買した場合に、価格に応じて、黒毛和牛では４

万円を上限とする助成金を交付することとして

おります。これらの事業を効果的に実施するこ

とにより、子牛競り価格の安定を図ってまいり

ます。

○山下博三議員 恐らく50日間という日数をク

リアしていかなければなりません。その中で、

県内の肥育農家もかなり購買意欲はあるだろう

と思うんですが、まさしくこの日程調整から、

県内での和牛子牛の市場をどのように進めてい

くのか、非常に不安を持っている中であります

から、ぜひとも真剣な議論をしていただいて、

スムーズな市場が成り立つように、対策をお願

いしたいと存じます。

続きまして、同じく農政水産部長にお伺いい

たします。口蹄疫対策事業の口蹄疫影響緩和緊

急支援事業について、事業期間が、家畜競り市

場が再開して２回までとなっておりますが、延

長はできないものかお伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 本事業は、市

場等の閉鎖に伴い出荷遅延となった子牛につい

て、子牛競り市の再開時の子牛価格の下落対策

として実施するものでございますが、今後の競

り市場の状況を見ながら、適切に運営をしてま

いりたいと考えております。

○山下博三議員 都城では５月から８月までの

滞留牛が7,200頭いるんです。とても２回の競り

で7,200頭の牛はさばけないんです。それで私

は、この延長を、３回ないし４回、これぐらい

の検討をぜひ進めていただいて、スムーズな市

場運営ができるように要望しておきたいと存じ

ます。

次に入らせていただきますが、子牛競り市の

再開に当たっては、肥育素牛の下落が予想され

ます。その対策についてお伺いをいたします

が、実は都城でもいろいろ聞き取りをしてみま

した。遅延によって、普通は300日程度で300キ

ロぐらいの牛が上場されるんですが、今回は４

カ月おくれで市場に上場されますから、そう

なってしまいますと400キロを超える、恐ら

く440～450キロの牛が出荷されるだろうと思う

んです。そうなったときに肥育農家は、それか

らの肥育というのは非常に肥育技術が難しいん

です。10年前に出ましたときにも、そのときに

安い牛を買われた肥育農家の皆さん方が、ロー

スシンが小さかったりして、肉牛になったとき

の市場価値がなかったんです。恐らくそのこと

の反省があって、肥育農家の人たちは購買を遠

慮されるだろうと思うんです。都城市場で7,200
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頭出る中で、1,100頭の売れ残りが出るような話

になっておりますが、これに対する対策をぜひ

講じていってほしいと思うんです。その素牛に

対する対策、購買されなかった肥育素牛につい

ての検討が進んでいれば、お伺いをいたしま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） 子牛競り市の

再開に当たり、価格の下落が予想される出荷遅

延の肥育素牛に対する支援につきましては、県

の肥育牛生産振興支援対策事業及び子牛導入促

進対策事業により、一定価格以上の子牛を導入

する購買者に対して支援を行うことで、出荷遅

延となった肥育素牛の導入を促進してまいりた

いと考えております。

また、国の家畜市場再開支援事業により、４

県―これは大分、熊本、鹿児島、本県でござ

いますが―を除く九州内外の購買者が、競り

市場で導入した肥育素牛に係る輸送費に対する

支援を行うなど、出荷遅延による肥育素牛の導

入を促進する各種対策を講じてまいりたいと思

います。

なお、これらの取り組みをしても購買されな

い素牛については、農業団体の協力をいただき

ながら、その解消に努めてまいりたいと考えて

おります。

○山下博三議員 都城だけで1,100頭を予想いた

しております。恐らく、県内各市場でかなりな

不落頭数が出るだろうと思っております。御池

に県出資の畜産公社があります。ここも、仮設

の牛舎等でも、費用があれば、補助金があれ

ば、ぜひ特措法の中に入れていただき、そして

ＪＡ管内、畜連等が施設を持っている中で、ぜ

ひとも買い支えをしていただいて、肉牛出荷と

して買い支えをしていただきたい、そのように

検討を進めていただくようにお願いを申し上げ

ておきたいと思います。

次に入ります。口蹄疫被災地の経営再建希望

農家に対して、優良な繁殖雌牛を優先的に確保

する制度ができないものか、お伺いをいたしま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） 県といたしま

しては、発生地域において経営再建を希望する

農家が優秀な繁殖雌牛を導入できるよう、各種

事業における優先的な取り扱いについて、関係

機関・団体とも協議しながら検討してまいりた

いと考えております。

○山下博三議員 平成21年度の凍結精液利用計

画の種つけされた内容を調べてみました。県の

スーパー種雄牛、まだ忠富士の精液は去年もつ

けておるわけですから、スーパー牛の精液が15

万5,000本使われておるんです。その２分の１の

授精があっても、その半分の８万頭ぐらいは出

荷されてくるんです。スーパー牛の牛がです

ね。できたら、その牛を県外に出さないで、な

るだけいい牛は、系統的なものは、被災地の人

たちに優先配分されるように、お願いを申し上

げておきたいと存じます。

最後の質問に入ります。被災地1,300戸の中で

約７割の方が経営再建に向けて取り組みたいと

の意向を聞いております。しかし、その中でも

非常に不安がいっぱいあるだろうと思います。

農業は１年や２年で築き上げられるものではあ

りません。30年、40年かけて築き上げたものが

一瞬にしてなくなったわけでありますから、こ

れから先の資金の問題、経営上成り立つまでの

規模をどうするか、また、一層の不安は、いつ

発生するかわからないウイルスだろうと思いま

す。各農家の経営再建に向けてはどのように取

り組まれるのか、お伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 畜産農家の経
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営再建につきましては、５月補正で措置してい

ただきました「宮崎の畜産経営再生プロジェク

ト支援事業」により、経営再建を総合的に支援

するチームを設置し、被害農家の実情に応じた

総合的な指導、支援を行うこととしておりま

す。具体的な取り組みといたしましては、県や

関係団体の畜産ＯＢ等を活用した相談員で構成

される、畜産経営再生支援チームを設置しまし

て、この相談員による経営再生計画の策定や賃

金・補助事業等の活用相談、また、飼養・衛生

管理の指導や心のケアなどを行うことといたし

ております。このような取り組みにより、畜産

農家の経営再建、ひいては地域の早期復興・再

生を実現してまいりたいと考えております。

○山下博三議員 最後に要望申し上げておきた

いと思います。一日も早く、被災された５市６

町1,303戸の農家の皆様が元気を取り戻されるこ

と、そして、以前と変わらないにぎわいのある

町に戻ることを祈っております。長い人生を家

畜とともに過ごされてきた農家の皆さん、特

に、生きがいとして牛を飼われてきた高齢者の

皆様に、早く、１頭でも２頭でも牛を飼ってい

ただき、家族の笑顔が戻られることを願ってお

ります。

本県の畜産を支えていただいている皆様に、

重ねてお礼を申し上げ、私の質問とさせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手）

○中村幸一議長 次は、新見昌安議員。

○新見昌安議員〔登壇〕（拍手） 公明党の新

見昌安でございます。

初めに、今回の口蹄疫の発生により、経済

的、また精神的に多大な被害をこうむられた畜

産農家の皆さん、また関連する業界で同様に被

害を受けられた皆さんに、心からお見舞いを申

し上げたいと存じます。

また、長期にわたり防疫作業に全力で取り組

んでいただいた、また現在も取り組んでいただ

いております県内外の多くの皆さんに、心から

感謝を申し上げたいと思います。

それでは、口蹄疫に関連して質問を行いま

す。知事を初めとして関係各部長、警察本部長

に答弁をお願いいたします。

まず、国の責任と地方の責任について、知事

に伺っておきたいと思います。中国や台湾、韓

国において口蹄疫の感染が確認されていた中、

本県における牛への感染が確認されたのは４

月20日でありました。そして、最も恐れていた

ことでありましたが、28日には、猛烈な勢いで

ウイルスを体内で増殖してまき散らす豚への感

染が確認され、それ以降、爆発的に拡大してし

まったわけであります。口蹄疫の感染拡大を防

ぐために極めて重要であるのが初動体制である

のは言うまでもないことでありますが、しかる

に、陣頭指揮をとるべき当時の農水大臣は、豚

への感染が確認された後の30日から９日間も外

遊をした。しかも５月８日、帰国した足で向

かったのは栃木県ということでありました。某

国会議員の後援会結成式に参加するためだった

ということであります。一方、この時点で殺処

分対象となっていたのは既に６万頭を超えてい

た状況でありましたが、宮崎のことなど全く念

頭になかったのでありましょうか。その後、本

県入りしたのは５月10日、さらに官邸に対策本

部が置かれたのは、発生から約１カ月も経過し

た５月17日のことでありました。まさに危機管

理意識が欠如していると言っても過言ではな

い。ある新聞に、「感染は農水大臣の外遊中に

急激に広がった。防疫の指揮をとるべきトップ

が留守だと、行政全体は危機感に欠けてしま

う。それが現場に悪影響を及ぼし、防疫の初動
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もおくれた」とありましたが、正鵠を射た指摘

であると思います。まさしく初動のおくれが国

家的危機になってしまったわけであり、その責

任は当時の政権にあると言っても過言ではない

と思います。そういった認識を持っておりま

す。

であるからこそ、地元紙の単独インタビュー

における現農水大臣の「第一義的には県の責

任」云々という発言は、前後の細かいやりとり

の部分のニュアンスはわからないものの、県民

の一人として違和感を覚えるし、到底受け入れ

ることはできないものであります。家畜伝染病

予防法及び６月４日に施行された口蹄疫対策特

別措置法には、さまざまな役割、責務などが規

定されておりますが、口蹄疫は家畜の伝染病で

あり、対策には国を挙げて取り組まなければな

らないものであります。その対策を講ずるに当

たり、国の責任と地方の責任についてどのよう

に受けとめているのか伺いたいと思います。

壇上からの質問は以上で終わり、そのほかに

ついては自席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

国の責任と地方の責任についてであります。

今回の口蹄疫のような法定伝染病については、

国家防疫の観点から、国が責任を持って対応す

べきもの、つまり国において基本方針を決定さ

れ、その実施について最終的に国が責任を負う

べきものと認識をしております。このため、本

県といたしましては、国と地方が適切な役割分

担のもとに防疫措置を講じる仕組みが実現する

よう、家畜伝染病予防法の改正等を国に対して

働きかけてまいりたいと考えております。〔降

壇〕

○新見昌安議員 ありがとうございました。

それでは、何点か伺っていきたいと思いま

す。まず、原因究明への取り組みについてであ

ります。先ほど述べたように、口蹄疫の感染

は、昨年から近隣の中国、台湾、韓国等で確認

されていたところでありました。国際化の進展

に伴って外国との人の行き来が頻繁になってい

る現在、断定はできないものの、既に発生して

いたそれらの国々からウイルスが持ち込まれた

ということは十分考えられるところでありま

す。科学的には断定できないとも言われていま

すけれども、感染経路の解明は、容易でないこ

とは十分認識しているわけでありますが、畜産

業の再興に向け奮闘しておられる方々のために

抜本的な防疫対策をとるためにも、総力を挙げ

て取り組んでいく必要があると考えるわけであ

りますが、まず、県としてはどのように取り組

んでいくのか、知事に伺いたいと思います。

また、感染経路の究明は、当然のことながら

国が率先して取り組むべき問題でもあります。

国との連携はどのように考えているのか、同じ

く知事に伺いたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 感染経路の解明は、

今後の防疫体制の強化や再発防止を図る上で非

常に重要でありまして、最終的には、国家防疫

の観点から国の責任において行うべきものと考

えております。国におきましては、家畜疾病や

感染症の専門家等で構成される疫学調査チーム

や、新たに設置された現地調査チームにおい

て、鋭意、感染経路の解明が行われております

が、現段階ではまだ究明に至っていない状況で

あります。一方、県といたしましては、蔓延防

止を図る観点から疫学調査を実施しており、収

集した情報を随時、感染経路究明のための基礎

データとして国に提供するなどしております。

今後とも引き続き、国の調査チームに協力する
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とともに、発生原因や感染経路の早期解明を国

に求めてまいりたいと考えております。

○新見昌安議員 本県のみならず他県において

も、このような悲惨な状況を二度と生み出さな

い、そのためにも早期解明への尽力、国への協

力、しっかりとお願いしたいと思います。

次に、６月４日に施行された口蹄疫対策特別

措置法に関して伺っていきたいと思いますが、

この法律には家畜伝染病予防法では対応できな

い措置が盛り込まれているところでありますけ

れども、ここで、私たち公明党の動きについて

簡単に紹介をしておきたいと思います。公明党

は、副代表の東順治衆議院議員を本部長として

口蹄疫防疫対策本部を立ち上げ、４月29日と５

月10日に相次いで本県に入っていただき、知

事、また被害が集中していた川南町、高鍋町の

両町長、そして、えびの市長から被害状況を聞

く中で、国への要望を受けてもらったところで

あります。現地調査していただいた後、国会で

取り上げてもらう一方、５月12日に首相官邸、

そして農林水産省のほうに、生活・経営再建の

ための基金創設など1,000億円規模の緊急の対策

予算を確保するように要請をしておりま

す。1,000億円云々という数字は、既にこのとき

出ていたものであります。こういった要請をし

たわけですけれども、政府の対応がはっきりし

なかったということで、議員立法化を決断し

た。そして、25日に公明党独自の口蹄疫対策特

別措置法案を国会に提出したところでありま

す。

この党の独自法案には、1,000億円規模の予算

確保とともに、被害農家の手元に手当金が速や

かに行き届くように、申請を待たずに仮払いで

きるような規定を設けたほか、消毒の義務化、

予防的殺処分などの蔓延防止策、こういったも

のも盛り込んで、ほかの党にも呼びかけ、結

果、28日にスピード成立をしているところであ

ります。この特措法のポイントの一つが、地域

経済の再建や活性化に役立つ基金を創設すると

いうことでありました。まさにこの基金創設

は、再生に当たっての切り札ともなるものであ

りますけれども、現在のところ、この部分が明

確になっていない。不安要素の一つであるわけ

ですけれども、ここはきちんと盛り込んでもら

わないといけない。知事としてはどのような働

きかけを行っていかれるのか、お伺いをしたい

と思います。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫対策特別措置

法におきましては、地域経済の再建のため、き

め細かな措置を積極的に実施することができる

よう、基金の設置その他必要な措置を講ずるこ

ととされておりますが、議員御指摘のように、

その内容につきましては、まだ具体的な検討が

行われていないということであります。しかし

ながら、口蹄疫による影響は、発生地域の畜産

業に限らず、観光、流通、製造業等、県内全域

のあらゆる分野に及んでおりまして、その回復

には相当の期間を要することとなりますので、

県、市町村におけるさまざまな取り組みを迅速

かつタイムリーに、しかも継続的に実施してい

くためには、基金の設置が必要であると考えて

おります。これらのことから、県といたしまし

ては、７月16日に国の現地対策本部に対しまし

て、本県で再生・復興のための基金を設置した

いと考えていること、及び特措法第23条の措置

として当該基金への財政支援を要望したところ

であります。

○新見昌安議員 この点に関しては、我々も我

々の立場でしっかり取り組んでいきたいと思っ

ております。
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おとといの宮崎日日新聞の１面でありました

が、「児湯４町牛豚ゼロに」という見出しが目

に飛び込んでまいりました。わかってはいたも

のの、改めて、その悲惨さ、そして畜産が壊滅

したという現実を思い知らされたところであり

ました。生活の基盤を失った畜産農家の皆さん

の中には、再開をあきらめた人、結論を出しか

ねている人、さまざまでしょうけれども、再開

を目指す人たちにとっても、ゼロからのスター

トがいかに厳しいか、どれだけの困難が待ち受

けているか、想像するにかたくありません。発

生前の状態に戻すためには数年かかると言われ

ている中で、畜産農家の皆さん方に対しての今

後の経営再建に向けた支援策をどのように考え

ているのか、重複しますけれども、農政水産部

長に伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 畜産農家の経

営再建につきましては、５月補正で措置してい

ただきました「宮崎の畜産経営再生プロジェク

ト支援事業」により、経営再建を総合的に支援

するチームを設置し、被害農家の実情に応じた

総合的な指導、支援を行うこととしておりま

す。具体的な取り組みといたしましては、県や

関係団体の畜産ＯＢ等を活用した相談員で構成

される「畜産経営再生支援チーム」を設置し、

この相談員による経営再生計画の策定や資金・

補助事業等の活用の相談、また、飼養・衛生管

理の指導や心のケアなどを行うことといたして

おります。このような取り組みにより、畜産農

家の経営再建、ひいては地域の早期復興・再生

を実現してまいりたいと考えております。

○新見昌安議員 しっかり取り組んでいってい

ただきたいと思います。

ところで、口蹄疫で精神的な被害を受けた人

を支援するために、県の臨床心理士会の皆さん

が、「こころの健康電話相談」を今月の18日か

ら毎週日曜日に、10月いっぱい実施するとの新

聞報道がありました。それによりますと、被害

を受けてから１カ月間は自己治癒力があるけれ

ども、１カ月を過ぎても不眠、そして嫌な場面

が目に浮かぶといった症状が続く場合には、専

門的なケアが必要とされるとありました。多く

の牛や豚を無益に殺処分した心のダメージは、

そう簡単にはいやされることはないと、門外漢

ながらわかっていたところでありますけれど

も、改めて、ケアの難しさ、そして平穏な心の

状態に戻るには時間がかかるということを思い

知らされたところであります。県においては、

「こころと身体の健康支援チーム」といったも

のを編成しておられますけれども、畜産農家等

の心身のケアについては、長期戦で移動制限解

除後も継続すべきであると考えます。福祉保健

部長の見解を伺いたいと思います。

○福祉保健部長（高橋 博君） 畜産農家等の

心身のケアにつきましては、各保健所等に相談

窓口を設けるとともに、６月７日には保健師等

で構成する「こころと身体の健康支援チーム」

を設置し、口蹄疫発生農家と、家畜がワクチン

接種を受けた農家の皆さんに対して、電話によ

る聞き取り調査を行っているところでありま

す。この調査で緊急にケアが必要と判断される

場合には、地元の保健所と市町が連携して、医

師や保健師による個別訪問を行っているところ

でありますが、農家の皆さんは長期にわたる緊

張や不安の中にありますので、今後とも、きめ

細かい支援を継続的に行う必要があると考えて

おります。このため県としましては、口蹄疫の

終息後も、地元市町や関係団体等と連携を図り

ながら、長期的に心身のケアを実施してまいる

こととしております。
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○新見昌安議員 私の知人のドクターの中に

は、口蹄疫発生の勢いが全く衰えを見せていな

かった時点から、現地に乗り込んでボランティ

アでもろもろの相談に乗ってあげたいという人

もおりました。行動が著しく制限される中で、

残念ながらそれはかなわなかったわけですけれ

ども、今もその思いを強く持ち続けておりま

す。県においては、今後もケアを継続されると

いうことですので安心はしましたが、ボラン

ティアの活用等も視野に入れて取り組んでいた

だければというふうに思います。よろしくお願

いしておきます。

次に、２次被害関連業界への支援について伺

いたいと思います。きょうも多くの議員が指摘

したように、口蹄疫が県内の経済に与えた打撃

がますます深刻さを増してきております。観光

・レジャー産業、飲食サービス業、運送業、中

にはこんなところにも影響があるのかとびっく

りするようなこともあります。口蹄疫が発生し

なくても、本県は長引く不況でただでさえ厳し

い経済・雇用情勢にあったわけですけれども、

それが一段と厳しさを増し、さらに長期化する

ことが懸念されております。そういった中、地

域によっては、消費の喚起、販売促進を図るた

めの取り組み等がなされておりますが、プレミ

アムつき商品券等の取り扱いも一つの例じゃな

いかと思います。そのほかにも、県内外から多

くの人を呼び込むためのイベントの開催などな

ど、それぞれの地域が知恵を絞って企画してい

くことになるのではないかと思います。疲弊し

た地域、そのうちの商店街支援について、県と

しての消費拡大策等を商工観光労働部長に伺い

たいと思います。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 口蹄疫の

発生拡大に伴った防疫措置の強化等によりまし

て、児湯地区を初め県内各地域で商店街への客

足が遠のきまして、各店舗での売り上げ等も激

減しているところでございます。このため、市

町村によっては、商店街等での消費需要の喚起

を図るため、今回の口蹄疫対策としまして、各

種イベントの開催を計画したり、プレミアム商

品券の発行あるいは計画を行っているところで

ございます。県といたしましても、これらの市

町村の動き等も踏まえながら、需要喚起につな

がる対策、例えば、県内各地域における物産展

の開催あるいはイベントへの支援等に取り組み

まして、商店街の販売機会の拡充、あるいは消

費拡大を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○新見昌安議員 次に、雇用対策について伺い

たいと思います。これもこれまでの質問と重複

するところでございますが、口蹄疫発生地区等

においては、失業者の増大も懸念されるところ

であります。緊急雇用対策を積極的に実施して

いくべきと考えますけれども、農政水産部長に

取り組みを伺いたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 口蹄疫発生地

区における緊急雇用対策といたしましては、農

場での清掃や消毒作業が中心となった７月か

ら、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用して

約100人の雇用を図っているところであります。

また今後、封じ込めを行っている家畜排せつ物

の堆肥化を確認するため、温度測定等の農場調

査員として引き続き雇用していくことといたし

ております。今後とも、商工観光労働部との連

携を密にして、基金を活用した積極的な雇用対

策に取り組んでまいりたいと考えております。

○新見昌安議員 次に、これも重複してしまい

ますけれども、埋却地の環境対策についてであ

ります。特に児湯・西都地域の１市５町で
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は、28万頭という物すごい数の牛や豚が地中に

埋められてしまったと。これは日本の歴史上初

めてのことじゃないでしょうか。まさしく前例

がない、現実に体験したことがないゆえに、今

後どのような影響が出てくるか、だれも予測が

つかないのではないかと思います。素人考えで

思いつくのは、においが出るとか、水に影響が

あるというようなことでありますけれども、埋

却地周辺における臭気及び地下水の現状、そし

て今後の対応についてどのように取り組んでい

くのか、農政水産部長に伺いたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 一部の埋却地

におきましては、埋却から数日経過した後、埋

却した家畜による悪臭の発生が確認されました

が、関係市町と連携し、消石灰の散布や覆土を

行うなどの措置を講じたところであります。ま

た、地下水につきましては、市や町と連携して

埋却地周辺の井戸の水質調査を実施することと

しておりますが、現時点では、直接的な影響は

確認されておりません。今後とも、宮崎県口蹄

疫復興対策本部が策定する環境対策方針に基づ

き、関係機関・団体と連携しながら、埋却地の

巡回調査や地下水の定期的なモニタリング調査

を行うなど、埋却地周辺の環境対策について適

切に対応してまいりたいと存じます。

○新見昌安議員 今回の口蹄疫の発生は、畜産

を学んでいた子供たちにも影響を及ぼしてし

まったということになります。高鍋町の県立農

業大学校でも、飼育していた牛が感染して全頭

が殺処分、そして実習ができないという状況下

に置かれているようであります。座学だけで

は、当然のことながら限界があるのではない

か。実習不足を補うために、現在どのように取

り組んでおられるのか。また、今後どのように

取り組んでいかれるのかお伺いをしたいと思い

ます。

○農政水産部長（髙島俊一君） 県立農業大学

校では、徹底した感染防止対策を講じてきたと

ころでありますが、口蹄疫の発生により、肉用

牛142頭、乳用牛76頭、合計218頭の家畜が処分

されたことは、まことに残念なことだと考えて

おります。このようなことから、現在、畜産経

営学科の教育計画を見直し、座学のほか、トラ

クターなどの資格取得の講習や、飼料作物の栽

培実習及び成分分析の実験などを中心に、授業

を実施しているところでございます。今後につ

きましては、農家や畜産試験場などを活用した

校外実習の実施や、計画的な家畜の導入を図る

ことで、必要な実習時間の確保に努め、学生一

人一人の目標実現を支援し、将来を担う農業者

の育成を図ってまいりたいと存じます。

○新見昌安議員 夢と希望を持って入学した子

供たちのためにも、しっかり今後取り組んでい

ただきたいというふうに思います。

ところで、本日の質問の中でもたくさん取り

上げられましたけれども、今回の口蹄疫発生に

際しては、獣医師を初めとして他県からたくさ

んの職員が応援に駆けつけてくれたようであり

ます。改めて、その状況と、これに対して県と

してはどのように配慮に努められるのか、農政

水産部長に伺いたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回の防疫措

置において、家畜防疫員や牛の保定員など県外

から約2,600名の応援をいただいたところであ

り、大変感謝をしているところでございます。

県外応援職員の受け入れに関しては、専門窓口

を設置し、宿泊の手配や交通手段の確保等、万

全を期してまいりました。また、現地でも健康

診断を行うなど、健康管理にも十分な配慮を

行ったところであります。しかしながら、県外
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からの派遣獣医師が牛に目をけられて重症を負

われたほか、約50件の県外応援者の健康被害が

発生いたしました。これらの健康被害を受けら

れた方々につきましては、定期的に状況等の確

認を行い、アフターケアに当たっているところ

でございます。

○新見昌安議員 同様に、防疫活動支援として

県外から派遣されている警察官の人数、派遣期

間、活動内容及びそれに対して警察としてはど

のように配慮に努めたのか、警察本部長に伺い

ます。

○警察本部長（鶴見雅男君） 県外から派遣を

されております警察官の人員でありますが、第

１次派遣として５月19日に約160名、６月10日に

第２次増加派遣といたしまして約140名、さらに

６月17日に第３次増加派遣といたしまして約110

名の派遣を受けておりまして、現在、合計400名

を超える応援体制となっております。現在、な

お応援を受けているところでございます。

また、活動内容につきましては、主要な消毒

ポイントでの交通誘導、警戒等の防疫作業に対

する支援活動のほか、自治体の見舞金交付場所

における警戒や突発事案への対応等にも従事を

しているところでございます。

さらに、派遣警察官に対する配慮についてで

ありますが、県内での勤務に支障がないよう

に、本県の警察官を受援要員といたしまして各

部隊に配置をして、宿泊、給食の手配や熱中症

対策としての飲料水の配分、その他防疫服、マ

スク、消毒薬等を配分して防疫対策を行うなど

の各種の支援を行っております。また、健康異

常を申し出た者に対しましては、夜間でも直ち

に医療機関の受診ができるように、医療機関を

指定して協力依頼を行う等、健康管理面につい

ても配慮しているところでありまして、現在ま

で特段の問題は発生しておりません。

○新見昌安議員 今回の臨時議会の議案には、

新規事業として口蹄疫復興メッセージ発信事業

を盛り込まれておりまして、全国に向けて、さ

まざまな支援に対する感謝あるいは応援のお願

いなどを発信するようでありますけれども、そ

れとは別に、終息の暁には、ぜひともきちんと

した感謝の思いを何らかの形で、応援をいただ

いた他県の皆さんに届けていただきたいという

ふうに思います。これはよろしくお願いをして

おきたいと思います。

一方で、今回の口蹄疫の発生に伴って、本県

における年度初めの新規採用職員に対する研修

などへの影響はなかったのか、総務部長にお伺

いをいたします。

○総務部長（稲用博美君） 本年度の新規採用

職員に対する全体研修は、一部の職種を除きま

して４月５日から９日までの期間に行っており

まして、４月20日に発生いたしました口蹄疫に

よる直接の影響はなかったところであります。

しかしながら、新規採用職員の配属先によりま

しては、直接の上司や先輩職員が防疫対策に従

事しているということで、業務を通じた職場研

修が十分に受けられないといった状況も見受け

られますことから、所属全体で新規採用職員に

対する指導や助言を行うように指示をしたとこ

ろであります。また、新規採用職員研修以外に

つきましても、現在までのところ、中止や延期

といった措置は講じておりませんが、防疫作業

への従事等の事情によりまして、予定をしてい

た研修を受講できない職員が少なからず生じて

おります。このため、このような職員に対しま

しては、改めて研修が受講できるように配慮し

てまいりたいというふうに考えております。

○新見昌安議員 警察はどうだったでしょう
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か、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（鶴見雅男君） 本年度の新規採

用職員のうち警察官につきましては、４月１日

から警察学校に入校しておりまして、教養計画

に基づいて、現在も研修中であります。また、

警察事務職員につきましても、予定どおり４

月12日から23日までの12日間、宮崎県警察学校

において研修を行っており、新規採用職員の研

修に対する影響は特段なかったものと考えてお

ります。このほか、警察学校におきましては、

警察官としての高度な知識・技能を習得するた

めの専科教養を実施しているところでありま

す。５月からこれまでに、６つの課程の専科教

養を計画しておりましたが、これらにつきまし

ては、日程調整を行いまして、９月以降に実施

することとしております。

○新見昌安議員 新規採用の職員にとって、採

用直後の口蹄疫の発生は、生涯忘れることはで

きないでしょうし、しっかりと記憶にとどめて

おいていただきたいというふうに思います。

次に、原因究明の取り組みとも関連するとこ

ろでありますけれども、今回の口蹄疫ウイルス

は、中国、韓国で発生した口蹄疫ウイルスと同

じということで、やはり外国から持ち込まれて

きたと考えるのが妥当じゃないかと思います。

今後は、水際での防止が一段と重要となってく

るわけですけれども、ウイルスの侵入防止対策

として、県単独で取り組むこと、近隣県と協調

して取り組むこと、国が取り組むべきことにつ

いてどのように考えておられるのか、知事に伺

いたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 近年、経済のグロー

バル化に伴い、人や物の交流が活発となってい

ることから、口蹄疫などの海外悪性伝染病を国

内には絶対侵入させないという、水際での防疫

が最も重要であると考えております。このため

国においては、動物検疫所において、輸入され

る生きた家畜の検疫や、稲わらなど感染の媒介

となるものについて、さらに徹底した検査を実

施するとともに、空港や港においても、徹底し

た防疫対策に取り組むべきと考えております。

一方、県では、発生及び蔓延防止を強化するた

め、市町村や関係団体と連携し、各農場での防

疫措置の徹底、飼養衛生管理基準の遵守、防疫

意識の啓発について一層の取り組みを図る必要

があると考えております。さらに、近隣県との

関係においては、県境を接する家畜保健衛生所

等が開催する県境防疫会議などの場において、

さらなる情報の共有化等を図る必要があると考

えております。

○新見昌安議員 以前、新型インフルエンザの

発生を想定しての訓練について大規模に行うべ

きという提案をしたことがありますが、今回、

口蹄疫の発生を受けて、今後は防疫の演習も実

施すべきというふうに思います。農政水産部長

に見解を伺いたいと思います。

あわせて、演習を実施する場合、どのような

ことに留意すべきかについても伺いたいと思い

ます。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今般の本県に

おける口蹄疫の発生拡大を踏まえ、国において

は、疑似患畜と判定後、24時間以内に殺処分を

終了すること等を定めた新たなマニュアルを策

定しており、県においても、今回の防疫対策を

徹底的に検証し、防疫マニュアルを見直すこと

といたしております。今後、県といたしまして

は、新たなマニュアルに基づき、市町村と連携

した防疫演習を積極的に実施してまいりたいと

考えております。

○新見昌安議員 よろしくお願いいたします。
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話を少し戻しますけれども、非常事態宣言に

ついてであります。発令されたのが５月18日、

懸命に防疫措置を講じていたにもかかわらず、

拡大に歯どめがかからないときでありました。

この発令によりまして、県民に事態の深刻さを

改めて認識させ、より一層の緊張感を持たせる

ことにはなったものの、その一方で、この非常

事態宣言によって経済が一気に冷え込んだとい

うことは巷間言われているところであります。

非常事態宣言の発令には功罪あったというふう

に思っております。非常事態宣言が県内の経済

のさまざまな分野に与えた影響、どのように実

態把握をしておられるのか、県民政策部長にお

伺いをいたします。

○県民政策部長（山下健次君） 今回の口蹄疫

につきましては、外出の自粛やイベントの延期

等を求めた非常事態宣言、あるいは口蹄疫被害

そのものの広域化、長期化等もございまして、

その影響は、ホテルや飲食業、卸・小売などさ

まざまな分野に広がっております。本年の６月

に実施をいたしました緊急影響調査では、特に

影響が大きい西都・児湯地域におきまして、調

査対象の約85％の商工業者に売り上げ減少等の

影響が出ているところでございます。さらに

は、宮崎ナンバーの車両の敬遠、こういった風

評被害も発生しております。今後、再生・復興

に向けました具体的な対策を検討していくに当

たりましては、各分野における影響を、関係団

体等を通じて、より詳細に把握いたしまして、

市町村や関係団体等と一体となって、経済活性

化に向けての効果的な対策を進めてまいりたい

と考えております。

○新見昌安議員 今は一部解除の段階ですけれ

ども、全面解除まであともう少しだというふう

に思います。油断を排して、私どもも消毒の徹

底をしっかり継続していきますし、県民にも

しっかりお願いをしていきたいと思います。

口蹄疫が終息して非常事態宣言も解除になれ

ば、一日も早く宮崎の再浮揚に取り組まなけれ

ばなりません。アピール力、発信力に富んだ知

事が先頭に立って、力強いリーダーシップを発

揮されることを心から期待するところでありま

すけれども、知事としては、今回の口蹄疫から

の復興を進めるに当たって、県民総力戦の観点

から、県民に何を期待し、どのように行動して

もらいたいと考えているのか、伺いたいと思い

ます。

○知事（東国原英夫君） 今回の口蹄疫に対し

ましては、現在、関係者が一体となって全力で

対応に当たっているところでありますが、一日

も早い終息を迎えるためには、県民の皆様もこ

れまで同様、気を緩めず、防疫のための正しい

行動をとっていただくことが、まず重要である

と考えております。

また、これまで多くの方々から、励ましの御

支援や、宮崎のために力になりたいという熱い

思いが数多く寄せられておりますが、そのよう

な声にこたえるためにも、終息後は、県民の皆

様の力を結集し、県の再生を目指してまいりた

いと考えております。そのため、再建を目指す

畜産農家や各事業者の皆様、イベントや祭り等

で地域の活性化に携わっておられる方々、さら

に県民の一人一人が、それぞれの立場で、宮崎

の活気を取り戻す、あるいは以前よりも元気に

するという強い気持ちを持っていただき、力を

注いでいただくことを期待しているところであ

ります。私も先頭に立って本県の復興に努めて

まいりますので、このような災害からの復興の

モデルとなれるよう、まさしく県民総力戦で、

この難局を乗り越えてまいりたいと考えており
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ます。

○新見昌安議員 私も宮崎県民の一人でありま

す。県民総力戦に取り組む一員として、また県

議会に身を置く者の一人として、今の知事の思

いしっかり受けとめて、県の再生を目指し、ま

た、県民お一人お一人が元気を取り戻せるよう

しっかり全力で取り組んでいくことを、この場

で決意いたしまして、私の質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

○中村幸一議長 ここで休憩いたします。

午後４時０分休憩

午後４時10分開議

○中村幸一議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

本日の会議時間は、議事の都合により、あら

かじめこれを延長いたします。

次は、前屋敷恵美議員。

○前屋敷恵美議員〔登壇〕（拍手） 日本共産

党の前屋敷恵美でございます。通告に従い質問

を行います。

初めに、今回、口蹄疫の被害に遭われた農家

の皆様、そして、この口蹄疫発生でさまざまな

影響を受けておられるすべての関連業界や関係

者の皆様に心からお見舞いを申し上げます。そ

して、これまで県内外から御支援をいただいた

獣医師を初め、ボランティアの皆さん、ＪＡや

県・市町村職員、また各関係者の方々が献身的

に防疫作業など支援活動に従事され、また、現

在も頑張っていただいておりますことに感謝を

申し上げます。

今回の口蹄疫被害は、日本の畜産史上、最悪

の大惨事となりました。まさに畜産県宮崎の屋

台骨を揺るがしかねない事態です。家族同様に

愛情を注いで育ててきた家畜を目の前で処分し

なければならなかった農家の皆さんの心情は、

察するに余りあります。殺処分をして空にな

り、石灰で真っ白に覆われた畜舎を見せてもら

いましたが、その廃墟のように静まり返った畜

舎を目の当たりにして、本当に胸が痛みまし

た。今回の被害の甚大さを思い知らされまし

た。今、何より、口蹄疫被害を受けた農家やそ

の影響を受けているさまざまな関連業界の方々

を、１軒たりとも１人たりとも離農や廃業・失

業をさせない、そのためにはそれぞれの生活基

盤を援助し、しっかり支えて地域経済を守る、

この取り組みが極めて重要であることは言うま

でもありません。不十分さはありますが、国の

口蹄疫対策特別措置法が施行されました。時限

立法でもあり、一刻も早く、国の責任のもと実

効ある具体化が求められています。宮崎の畜産

や農業、日本の農業や食料、そして宮崎の経済

を守るのだという固い決意を、そして、財源を

含めた全面的な支援に国が責任を負い、県も一

体となって問題の早期解決に当たる、こうした

立場に立つことが重要だと思います。まず、知

事の決意のほどをお聞かせください。

その上で、今回の口蹄疫被害における発生直

後の対応や感染経路の解明、宮崎の畜産の再生

についての考え方、また農業政策のあり方な

ど、現段階での総括と対策について伺います。

以上で壇上からの質問を終わり、後は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

口蹄疫の感染経路の特定等についてでありま

す。現在、国の家畜疾病や感染症の専門家で構

成される疫学調査チームや、新たに設置した現

地調査チームにおいて、鋭意、感染経路の解明

が行われておりますが、現段階ではまだ特定す
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るには至っていない状況であります。

次に、地域再生についてでありますが、今回

の口蹄疫は、畜産農家はもとより、飼料や食品

加工などの畜産関連産業や観光や物産など、県

内経済のあらゆる分野に甚大な影響を及ぼして

おります。特に大きな被害を受けた西都・児湯

を中心とする地域では、主要産業である畜産の

生産基盤が失われたことから、地域経済への影

響が長期化することが懸念されております。県

といたしましては、口蹄疫の被害から一刻も早

く立ち直り、地域経済の再生が図られるよう、

６月28日には全庁横断的な復興対策本部を設置

し、畜産再生や地域経済振興、経済雇用対策な

ど総合的な検討を行っているところでありま

す。今後、国や市町村、民間団体等とも連携し

ながら、地域経済全体の復興に全力で取り組ん

でまいりたいと思っております。〔降壇〕

○前屋敷恵美議員 今後、感染経路の解明は、

国と県とが一体となって調査に当たることが何

より重要だというふうに思っております。現段

階ではまだその解明がなされていない、そうい

う状況でありますので、より一層、協力体制を

十分に進めていくこと。やはり、この感染経路

が特定されなければ防ぎようがないわけですか

ら、絶対にここのところは徹底して―10年前

は特定がなかなかなされなかったことがありま

す。今回はぜひそういうことのないように、徹

底した感染経路の特定を急いでいただきたいと

いうふうに思います。

私は、今回の口蹄疫の被害から何を教訓とす

るかということが、今後の宮崎の大きな課題で

もあるというふうに思っています。まず最初

に、我が国の農業政策のあり方がどうだったの

かも問われています。低い飼料の自給率、この

問題は、口蹄疫国からの輸入粗飼料が、熱処理

済みとはいえ絶対安全とは言いがたいこと、ま

た、自給政策への抜本的転換が求められている

ことだというふうに思います。既に質問者の方

々からこの点の指摘もありましたけれども、ぜ

ひこの飼料の自給率、特に稲わらについては、

県産100％目標を目指して進めていくことが大事

だと思います。また、経営体制も、今、無理な

大規模・集約化営農が進められております。こ

のことで、自然環境の悪化や家畜のストレス増

加に伴う疾病の増加が進行しているということ

も今言われております。こうした経営のあり方

の再検討、健康な家畜を飼育していく、こうし

た改善もこれから必要になってくるというふう

に思います。こういった問題も、これからの大

きな課題として、畜産の経営の上、また、農業

の上では取り入れていかなければならない課題

だというふうに思っております。

次に、直接被害農家やワクチン接種農家に対

する再生支援について伺います。

全頭処分となった畜産農家が事業を再開し、

軌道に乗せるまでの営農や生活資金の直接支援

の必要性についてです。畜産経営が再開できた

としても、収入を得るまでには時間もかかりま

すし、経費もかかります。ゼロからのスタート

と言われますが、農家の皆さん方は、「ゼロか

らじゃない。マイナスからのスタートだ」とい

うふうに言われています。差し当たって当面の

生活費と経費の手当てなど直接支援が必要です

が、この点についての対応をどのように考えて

いるのか、農政水産部長に伺いたいと思いま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） 御指摘のとお

り、疑似患畜発生農家やワクチン接種農家の経

営再開のためには、直接的な支援が不可欠であ

ると認識しております。例えば、今回の経営再
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開までの支援策としては、まず、殺処分された

家畜には、その評価額の全額について補てんが

行われます。次に、疑似患畜発生農家のうち、

互助基金に加入している農家に対しては経営支

援互助金が支払われ、未加入の農家に対して

は、その２分の１に相当する金額を支払うこと

といたしております。また、ワクチン接種農家

に対しては、経営支援互助金と同額の支援金を

支払うことといたしております。

○前屋敷恵美議員 一定のそういった支援金と

いうのはありますけれども、それらのものは、

今後再開するであろう農家の皆さん方の資金と

して大切にとっておかなければならないし、そ

れを当面、生活費として使えばいいというもの

ではないというふうに私は思います。畜産を再

建して、それらを元手に再開するわけですか

ら、そこから得た利益が本来、生活費になって

いくということです。今、当面そういった収入

がないわけですから、やはりそこのところは

しっかり支えていく、そして再建につないでい

くということが大事だというふうに思っていま

す。

また、支援について、減免措置についてあわ

せて伺いたいと思います。特措法の第27条にも

うたっておりますが、必要な税制上の措置を講

ずることの必要性について伺います。当然、所

得が減少したことに伴って法定減免は適用され

ると思いますが、現在支払いが困難な分をどう

するかです。国保税など申請減免制度のあると

ころ、ないところ、そういった自治体があるわ

けですが、各市町村においては、市町村民税や

国保税、介護保険料などの徴収猶予や減免、免

除を講じることが必要だというふうに私は思っ

ています。こうした措置を講じているところが

現在どの程度自治体ではあるのか、把握してお

られればお答えください。

○総務部長（稲用博美君） 各市町村におきま

しては、口蹄疫による被害を受けた納税者等か

らの相談に対しまして、窓口あるいは電話によ

り随時対応しているところであります。こうし

た相談を行いました結果、地方税法等の法令の

規定に基づき、７月13日までの集計になります

が、徴収猶予の決定に至った事例は、国民健康

保険税を含む市町村税は６市町で合計50件、介

護保険料は１市で２件、保育料は２市町で合計

２件となっております。また、法令等に基づき

市町村税等の減免の決定が行われた事例は、現

在のところはございません。

○前屋敷恵美議員 実際、減免措置についての

第一歩が今始まっているところなんですけれど

も、県民税についても税制上の措置を講じる必

要があると思いますが、その点についてはどう

でしょうか。

○総務部長（稲用博美君） 県税につきまして

は、自動車税等について徴収猶予ということで

やっています。自動車税につきましては、税法

上の規定から、自動車そのものが滅失した場合

には減免することとされておりますが、実際、

今は自動車そのものに損害を受けているわけで

はありませんので、徴収猶予という形をとらせ

ていただいております。

○前屋敷恵美議員 それは自動車税ですが、県

民税についてはどうですか。

○総務部長（稲用博美君） 県民税につきまし

ては、市町村民税と一緒に、市町村において徴

収することになります。課税徴収が市町村にな

りますので、市町村民税が減免をされた場合に

は、県税も減免をされるという形になります。

○前屋敷恵美議員 この減免措置については、

特措法でもうたってありますように、被害を受
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けた方々の生活を支えるという点で、税制上の

措置を講ずることができるということが言われ

ていますので、やはり市町村に対しても、積極

的に取り組む、また周知徹底を図るというよう

なことを、指導というといけないのかもしれま

せんけれども、そういったことを通知する、周

知徹底を図るということも県からは必要なこと

じゃないかと思いますが、いかがですか。

○総務部長（稲用博美君） 市町村税の減免に

つきましては、地方税法及び各市町村の条例の

規定に基づいて、各市町村長の判断により行う

ことになります。県といたしましては、口蹄疫

の蔓延により被害を受けられました納税者に対

する地方税に係る期限の延長、徴収猶予及び減

免措置について適切に対応するように、各市町

村に対し通知を行ったところであります。

○前屋敷恵美議員 ぜひ減免、それから猶予を

含めて周知徹底が図られて、被災された多くの

皆さん方が利用できるような方向で進めていた

だきたいと思います。

また、農家に支払われる補償金などについ

て、所得として市町村民税の課税対象となるか

というところもお聞きしたかったんですけれど

も、既に前段の方の質問のお答えをいただいて

おります。この27条の精神を生かすという点か

らは、非課税が当然であるというふうに思って

いるところです。今、税制上の改正も行われて

いるという御答弁でありましたので、ぜひそれ

が実現できるように、しっかりと見届けていき

たいというふうに思っております。

次に、関連産業、関連業者に対する支援につ

いて伺いたいと思います。

削蹄師や人工授精師、のこくず―おが粉と

言うそうなんですけれども―業者など関連産

業への支援です。現在、家畜がいなくなる中で

全く仕事がなくなった方々です。しかし、被害

に遭われた畜産農家の方々は、その失意の中で

も７割の方々が今後も畜産を続けたいと言って

おられます。畜産が再開されたとき、農家に

とってなくてはならないのがこうした業者の方

々であり、絶対条件と言えます。畜産農家を支

えているあらゆる業者の生活支援をしっかり

行っていくことが必要です。このことは、畜産

が復活する保障ともなるわけですから、こう

いった削蹄師、人工授精師の方々への対策、生

活支援、どのように行いますか、答弁いただき

たいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 削蹄師や人工

授精師など、畜産とのかかわりが深い関連産業

への生活補償についてでございますが、家畜人

工授精師や削蹄師の業務は、酪農家や肉用牛農

家が相手でありまして、口蹄疫の影響を直接受

けられ、この３カ月間全く現金収入が入らない

など、非常に厳しい状況であると認識をいたし

ております。このため、５月の専決予算におい

て畜産経営体等生活支援資金を創設し、畜産農

家のみならず、口蹄疫の発生により影響を受け

る家畜人工授精師や削蹄師に対する当面の生活

資金としての融資に係る利子補給を行っている

ところです。なお、７月16日に、一部地域を除

いて授精業務の自粛解除を行ったところであり

ます。

○前屋敷恵美議員 当面、生活支援資金の貸し

付けということです。利子補給は行われるわけ

ですけれども、借りれば返さなくてはならな

い、しかし、仕事がなくて収入がないわけです

から、この利子補給だけではどうにもならない

んですね。ですから、生活を支えて、畜産が再

開されたときにしっかりと仕事をしていただ

く、任に当たっていただくという点では、生活
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資金そのものを一定程度、直接支援などの考慮

が必要じゃないかというふうに思っております

が、今後の方向性、見通しなどはいかがでしょ

うか。

○農政水産部長（髙島俊一君） 状況は私ども

も十分理解しているんですが、制度上どうなる

かということについては、これ以上のお答えは

できないということでございます。以上でござ

います。

○前屋敷恵美議員 やはりそこを一点突破しな

いと、この方々が再開されたときに力になり得

ないということだと思います。ですから、あら

ゆる手だてが求められていると思いますので、

今後はその施策といいますか、県の知恵の出し

どころだというふうに思っておりますので、ぜ

ひ今後の大きな検討課題にしていただきたいと

思います。

それから、のこくず（おが粉）業者の方のお

話をいたしましたが、これは一例ですけれど

も、畜産農家に供給をしていたのこくずの搬出

が、家畜がいなくなってストップする。それで

製材所にも影響が出ているということを聞いて

おります。のこくずについては、消臭効果など

を生かすという点で埋却時に活用することは提

案をされておりましたけれども、このことが生

かされたということも聞いております。一応殺

処分され、埋却されたということで、埋却に使

うおが粉、おかくずは不要になったわけですか

ら、今度はそのほかの使い道が必要になってく

るわけです。バイオマス燃料への活用転換を図

るなどの手だてを、県が積極的に指導してい

く。そういう道をあけていく。被害に遭われた

方々の立場に立った生活支援、道あけがどうし

ても必要だというふうに思いますけれども、事

例は限っておりますが、おかくず業者の方々へ

の対応は考えておられるか、お聞きしたいと思

います。

○環境森林部長（吉瀬和明君） 製材工場で生

産されるおが粉につきましては、その大部分が

畜産用敷料として利用されておりますけれど

も、今回の口蹄疫発生以降、需要が減少したこ

となどから、関係団体等と連携を図りながら、

まず一時保管場所の確保に努めるとともに、御

指摘のありましたように、家畜等の埋却地にお

ける臭気などの環境対策の資材としても利用し

たところでございます。県といたしましては、

敷料としての利用が回復するまでの間、製材工

場への影響等も把握しながら、引き続き、おが

粉保管場所の確保など円滑な利用調整に努める

とともに、発電施設の燃料あるいは木質ペレッ

トの原料など、エネルギー源としての利用促進

にも、より一層取り組んでまいりたいと考えて

おります。

○前屋敷恵美議員 ぜひ親身になった手だて

を、この分野だけでなくてあらゆるところでそ

のことが今求められているというふうに思いま

すので、よろしくお願いをしたいと思います。

次に、地域再生支援の創設について伺いたい

というふうに思います。今回の口蹄疫被害は、

第１次産業にとどまらず、２次産業、３次産業

と地域経済全体に及んでいます。非常事態宣言

が出されて以来、イベントや集会など大小さま

ざまな催しが中止や延期されて人出もなくなる

中、売り上げ激減の飲食業を初めとしてさまざ

まな業界へ、その影響が広がっています。地域

経済への影響については、前段の方々の質問で

県内の状況が報告されておりました。今、そう

いった分野をどう支援していくかということが

求められているというふうに思います。今月27

日にも全県の移動制限解除が見込まれています
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が、すぐに経営の回復というふうにはいきませ

ん。地域経済再生のための支援がどうしても必

要になってきます。そこで、先の見通しがない

中で今、こうした業者の皆さん方へは融資など

が一定の準備はされておりますけれども、とて

も融資などで救済できる状態ではありません。

実態に即した支援がどうしても必要になってく

るというふうに思います。

そこで、商工観光労働部長にお伺いをしたい

んですけれども、通告しておりませんでした

が、今、セーフティネットの融資だとか口蹄疫

対策緊急貸付事業、こういったものがあるとい

うことも述べられておりました。ところが、セ

ーフティネットの融資は申請額が減額をされる

とか、口蹄疫対策の緊急貸付事業は金融機関で

枠がないと言って断られるというような事例を

直接聞いたものですから、急遽でしたが、質問

をさせていただきたいんですが、もしこういっ

た事態を把握しておられるんでしたら、今後の

対応などについてお聞かせいただければという

ふうに思います。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 口蹄疫緊

急貸付、先ほども答弁させていただきましたけ

ど、50億の融資枠でございまして、その中で、

中小企業等については金融対策をやっていると

ころでございます。これも制度的には、セーフ

ティネットの枠内でこの貸し付けを申請する場

合は金利が非常に安くなる、そういう制度も

使っております。それから、もう一つは、既存

の借りたものについての返済等が非常に厳しく

なっているというお話も、実態として聞いてお

ります。そういう方々に対しましては、昨年制

定されました金融円滑化法に基づいて、各金融

機関に、借りかえに積極的に応じるとか、返済

期間の延長とか、そういうことをやっていただ

くように、我々としても強くお願いしていると

ころでございまして、我々としてはそういう対

応で当面はやっていきたいというふうに考えて

おります。以上でございます。

○前屋敷恵美議員 こういった緊急事態のとき

ですから、ぜひ使い勝手のいいように制度の改

善なども行いながら、十分に活用していただい

て、元気を取り戻していただき、経営に励んで

いただく。そういうことが、やはり地域経済を

活性化させていくことにもつながりますので、

ぜひそこのところの御努力をお願いしたいと思

います。

また、もう一点は、納税証明がなければ融資

が受けられないということも聞いています。こ

のとき、そういうハードルの高さでは、なかな

か制度資金も活用できないんじゃないかという

ふうにも思ったところですので、そういう点も

含めて、そういう融資を受けたいという方々の

思いを酌み取っていただけるような制度へ改善

を図っていただきたい。このことをぜひ要望し

ておきたいというふうに思います。

今、貸し付けということで、利子の補給は

あっても直接支援ではなかったりということ

で、十分に期待にこたえられない支援の内容

じゃなかったかなというふうに思います。そう

いったときに、これまでもお話が出ましたけれ

ども、特措法の第23条の基金の問題を、どうし

ても今急ぐ必要があるというふうに私は思いま

す。この23条は、まさに具体的に述べておりま

す。「口蹄疫のまん延が地域経済に重大な影響

を及ぼしている状況にかんがみ、地域経済の再

建及びその活性化を図るため、地域の実情に応

じたきめ細かな措置を積極的に実施することが

できるよう、これらの措置に必要な費用に充て

るための基金の設置その他の必要な措置を講ず
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るものとする」、こういうふうに位置づけてう

たっているわけです。ですから、やはりこれは

国が責任を持ってこの基金に当たる、対処をす

る、実現をしていかなければなりません。これ

までの御答弁を聞いておりますと、国は全く白

紙の状態だ、検討しておられないということで

すが、これは極めて国の怠慢、無責任だという

ふうに思っております。これだけ甚大な被害を

来しているこの宮崎の地域経済、直接被害の農

業の方々もですけれども、そういったところに

手が届くようなものがこの基金でなければなら

ないのに、それがいまだかつて検討もされてお

られないということではだめだというふうに私

は思います。この地域再生基金の創設は早急に

必要と思いますが、知事の御見解を伺いたいと

思います。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫対策特別措置

法におきましては、地域経済の再建のため、き

め細かな措置を積極的に実施することができる

よう、基金の設置その他必要な措置を講ずるこ

ととされておりますが、その内容につきまして

は、まだ具体的な検討が行われていないと聞い

ております。口蹄疫から再生・復興を図ってい

くためには、県や市町村におけるさまざまな取

り組みを迅速かつタイムリーに、しかも継続的

に実施していく必要があることから、県といた

しましては、再生・復興のための基金を設置し

たいと考えておりまして、国に対しましては、

特措法第23条に基づく措置として、当該基金に

対する支援を要望しているところであります。

○前屋敷恵美議員 この再生・復興のための基

金、これはやはり激甚対策と同じような考え方

でなければならないというふうに私は思いま

す。この基金の活用については、状況は若干違

いますけれども、平成16年に新潟の中越地震の

復興対策として非常にこの基金が効果を上げ

た、実績を上げたという報告があります。中越

地震のときの基金は3,000億円程度で、10年間

に600億円程度の運用益を見込んで、運用益でい

ろんな事業を行ったという状況でありますけれ

ども、融資ではなく直接助成を行い、利子支払

い額に対して国が交付税措置を行うというよう

な中身だったようです。こうした基金の取り組

みが地域の復興に結びついたというふうに報告

をされています。ですから、基金の運用のあり

方は、これから中身を使い勝手のいいように、

手の届くように考えていかなければなりません

けれども、直接支援にも活用できる基金の創設

は、ぜひ急がなければならないというふうに思

います。基金創設の予定があるというふうに知

事は言っておられますけど、めどはいつぐらい

なのか。早急な立ち上げが必要と思いますが、

そこはどの辺に置いておられるか伺いたいと思

います。

○知事（東国原英夫君） 議員御指摘のよう

に、早急にスピード感を持って基金は設置され

なきゃいけないと思います。もうちょっと大き

な声で、皆さんで国に対して要望をしていかな

きゃいけないと思っておりますので、今後、後

押しをよろしくお願いします。

○前屋敷恵美議員 それはもちろんのことです

けれども、しかし、この基金は国の動き待ちで

はなくて、まず、県みずからが基金を創設し

て、地域再生の方向を県民に示すことが重要

じゃないかと、私は今の時点ではそういうふう

に思っています。そして同時に、それこそ県民

一丸となって、特措法遵守の立場で復興支援に

当たるように、国には強く要望していく、この

ことが大事だというふうに思います。基金の額

は最初から大きな額ではなくて―もちろん県
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の財政状況はよく認識をしております。ですか

ら、最初の基金が何億円になるのか、そこは検

討をしていかなければなりませんけれども、県

みずからが、知事の英断でまず基金をつくると

いうことが必要だというふうに思います。県内

の自治体では、新富町などは１億円のみずから

の基金をつくって、今その対応を進めておられ

ると聞いておりますけれども、自治体も頑張っ

ているわけですから、県もやはり頑張って各自

治体も支援できるような、そういう形がぜひ必

要だというふうに思いますので、再度御決意を

聞かせてください。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫からの再生・

復興のためには、基金の設置が望ましいと考え

ております。本県の厳しい財政状況、また国か

らの支援も明確ではないことを踏まえますと、

現段階ではその規模や具体的な内容について申

し上げる状況にはないんですが、議員御指摘の

ように、この基金は非常に重要だということは

私も認識しておりますので、設置については、

国に働きかけて要望していきたいと思っており

ます。

○前屋敷恵美議員 ぜひ、方向性を改めて示し

ていただけるようにお願いをしたいというふう

に思います。

次に、雇用対策についてお伺いをいたしま

す。

大規模農家に雇用されていた労働者や、口蹄

疫関連で影響を受けたさまざまな業界で働く労

働者が、やむなく解雇をされています。新聞で

は、ハローワークを通じてのまとめで、口蹄疫

要因離職者が179名と報じられていますが、もっ

と多くの方が職を失ったり、労働時間が縮小さ

せられたりと、暮らしに及ぼす経済的打撃は大

きいことが予想されます。県としてどれほど把

握しておられるか、伺いたいと思います。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 県内のハ

ローワークは、７カ所ありますけど、そこの把

握によりますと、県内における口蹄疫の影響に

よる雇用保険被保険者の離職者数、この数字に

ついて把握しておりまして、７月15日現在、211

人となっており、地域別で見ますと、ハローワ

ーク高鍋管内が108名と最も多くなっておりま

す。以上です。

○前屋敷恵美議員 何とか再建をして、引き続

き雇用したいと思っている農家もたくさんある

わけです。雇用調整助成金の活用方法がありま

すけれども、基準に合わないなどで十分活用で

きないということも一方では聞いています。活

用できるように改善するか、もしくはほかの手

だてが必要ではないかというふうに思います

が、いかがでしょうか。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） 宮崎労働

局によりますと、７月15日現在、雇用調整助成

金等の申請は60件なされております。この雇用

調整助成金につきましては、我々も国のほうに

再三要望いたしまして、国のほうも積極的に対

応していただき要件緩和等をやっていただいて

おりますので、今後、雇用調整助成金の積極的

な活用について、啓発あるいはＰＲ等に努めて

まいりたいというふうに考えております。以上

でございます。

○前屋敷恵美議員 ぜひ、いろんな手だてを講

じて、一人でも多くの離職者を出さない、また

復帰をさせていく、そういう方向を進めていた

だきたいというふうに思います。あわせて、失

業した労働者の相談に総合的に応じることがで

きるワンストップサービスの設置が必要と思い

ますが、対策を伺いたいと思います。

○商工観光労働部長（渡邊亮一君） ワンス
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トップサービスは非常に効果があると、我々も

思っておりまして、現在、宮崎労働局あるいは

庁内関係部局等と検討を行っている状況でござ

います。

○前屋敷恵美議員 ぜひ一日も早い実現を図っ

ていただいて、そういう方々の救済に当たって

いただきたいというふうに思います。

次に、家畜伝染病予防法の抜本的見直しにつ

いて伺いたいと思います。

今回の口蹄疫被害の最大の問題は、近隣諸国

での発生が続出しているにもかかわらず、国も

県も警戒が不足していた点は否めないというふ

うに思います。それに加えて、家畜伝染病予防

法は、昭和26年に制定されたという大変古いも

のでもありました。また、防疫指針も平成16年

に制定されたという状況の中で、いずれも十分

な機能を果たさなかったということが明らかに

なったというふうに思います。現在の畜産農家

は、規模も戸数も、関連企業の広がりなども当

時の状況とは異なり、家畜農家の大規模化、集

約化が進み、また、殺処分後の埋却地の確保問

題や補償問題、防疫対策など、現行法では対処

できない事態が明らかになりました。また、我

が国は、中国や台湾など口蹄疫多発国に囲まれ

ています。近年は、特にこれらの国々との人や

物の行き来が盛んになり、いつ、どこで発生し

ても不思議でない状況にあるだけに、それに対

応できないでは全く困るわけです。この古い、

現状に合わない家伝法や防疫指針を見直し、大

規模畜産にも対応できる包括的で抜本的な改正

が求められていると思います。そしてさらに、

この家伝法の抜本的見直しについては、防疫体

制や財政措置など、国が責任を持って対処する

ことを位置づける。まず、国の責任を改正家伝

法で明確にうたうことが不可欠だというふうに

思います。ここを明確にしなければ、問題の早

期解決、抜本解決はあり得ないというふうに思

うからです。県はこの問題をどのように考えて

おられるか、お伺いしたいと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 昭和26年に制

定されました現行の家畜伝染病予防法につきま

しては、殺処分や埋却地の確保などの面におい

て、大規模な畜産農家が密集しているような今

日の畜産経営の実態には合っていないと考えて

おります。また、口蹄疫のような法定伝染病に

ついては、国家防疫の観点から、最終的には国

が責任を持って対応すべきものと認識をしてお

り、今般制定された特措法についても、強制殺

処分などの国家防疫の観点から行われるべき事

務が、都道府県の法定受託事務として定められ

ているなどの根本的な問題が残されておりま

す。いずれにいたしましても、今回の防疫措置

の検証等を踏まえ、地域の実態や未曾有の被害

が発生した本県の経験が家畜伝染病予防法の改

正に生かされるよう、国に対して働きかけてま

いりたいと思っております。

○前屋敷恵美議員 この法律の抜本改正は、単

に宮崎の畜産や地域経済の問題にとどまらず、

日本の畜産や農業、食料を守るという立場から

積極的に改正を求めていくことは、本当に必要

だというふうに思いますので、ぜひ県からも強

く、その点も要望していただきたいというふう

に思います。

それでは、最後になりますが、今回の痛恨の

経験を生かして、今後に生かすことが必要なこ

とについて述べたいというふうに私は思いま

す。

今回の口蹄疫問題は、さまざまな教訓を示

し、問題提起をしているというふうに思いま

す。単に畜産業の問題にとどまらず、国民の食
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料と地域経済を揺るがす国家的一大事であると

いうことの認識を持つことが重要だというふう

に思います。そして何より、発生地域はもとよ

り、県内の各業種にわたる被害を調査して、経

済的損失を国の責任で補償するという位置づけ

が必要であるというふうに思います。

さらには、安心・安全な食料を守るという点

で、農畜産物の輸入自由化、輸入の拡大要求に

歯どめをかけて、飼料用米生産へ直接助成をす

るなどして、食料や飼料の自給率の向上を図る

こと。こうしたことが、我が国の農畜産業の持

続可能な発展を支え、世界の飢餓問題、地球温

暖化対策に対しても貢献することになる。この

ことの重要性を示しているというふうにも思い

ます。

そして、口蹄疫終息後、徹底的な検証と抜本

的な対策が必要なことです。感染経路について

は、まだ十分な解明が終わっていないという状

況ですけれども、こうしたことをしっかり行わ

なければ、また、いつ、どこで今回のような口

蹄疫被害が出るかわかりません。そうでない

と、被害農家は不安で、再建意欲はわきません

し、日本の畜産そのものが困難になっていきま

す。こうした検証や対策を徹底するための対策

として今求められているのが、第三者委員会を

つくるということです。そして、対応を進めて

いくという課題です。メンバーには、中央の学

者、専門家だけでなく、現場の獣医師、口蹄疫

対策先進国のイギリスや韓国、国際獣疫局のメ

ンバーを加えることが必要とされています。こ

うした体制をつくって、徹底した検証やその後

の対応を図っていく。このことが今後求められ

ていることだというふうに思います。

さらに、今後の課題として、現在、大学や民

間ではできない口蹄疫の基礎研究が、国立試験

研究機関の独立法人化による予算や人員の削減

など研究環境の悪化の中で、ますますなおざり

になっていることです。口蹄疫の基礎研究を強

化し、特に疫学的研究や簡易な早期診断法、マ

ーカーワクチンの開発などが急がれています。

このマーカーワクチンというのは、ワクチンに

マーカー（印）をつけて、自然感染と区別する

ことで大量の殺処分を避けられるということが

言われています。こうした開発が今急がれなけ

ればなりません。これらは、国の責任ある施策

として位置づけなければならない課題だという

ふうに思っています。

また、中長期的には、飼料の自給率を向上さ

せて、安心・安全で病気に強く、環境への負荷

が少ない畜産を確立していくことが求められて

います。こうした今後必要な課題については、

真摯に対応していくことが求められているとい

うふうに思いますが、こうした今後の課題につ

いて、知事はどういうふうに考えておられる

か、お伺いしたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 議員の御指摘のとお

りだと思います。今回の我々が体験した悲惨な

状況を今後に生かすことが、この災害に報いる

ことだと、多大な犠牲に報いることだと思って

いるんです。私は、初動防疫の中で、先ほど動

衛研の話が出ましたけれども、キットの開発と

か、サーモグラフィーとか、あるいは数頭に発

症していなくても１頭においてその基準を、

言ったらハードルを高めるとか、そういったこ

とをきちっとやらないと、今後、法制化、強制

化あるいはマニュアル化をしないと、この口蹄

疫並びに家畜の法定伝染病というのは防げな

い。もちろん感染ルート、感染源あるいは水際

作戦等も必要なんでしょうが、初動防疫に対す

る徹底、そして、例えば広域災害とか伝染病等
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のたぐいは国が責任を持ってやるということを

法に一番最初にうたうような、そういった国家

的な危機管理意識、国家の防疫という意識を高

めるような、そういう国家になっていただきた

いと私は思います。そのためにも、我々が経験

したこの経験則が生かされることを切に望みま

す。以上です。

○前屋敷恵美議員 時間がなくなりましたけれ

ども、今回の口蹄疫問題は、宮崎県にとって

は、その被害を考えると余りにも大きな代償で

すけれども、大地に根づいた畜産を再建する道

筋や日本の農業のあり方について、国民みんな

が考えるきっかけを与えてくれたのではないか

というふうに思っています。農畜産業の再建、

地域経済の再生はこれからです。実態に即した

対策で、本当の意味での再建、再生を果たして

こそ、被害に遭われた農家の皆さんや、影響を

受けたさまざまな関連業界、犠牲となった家畜

たちの無念を晴らすことにもなるというふうに

私は思います。今後の復興に向けて、県が最大

の努力を尽くされることを切に要望いたしまし

て、私の質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

○中村幸一議長 次は、坂口博美議員。

○坂口博美議員〔登壇〕（拍手） 今、大変つ

らい思いをされている畜産農家の皆さんはもと

よりでありますけれども、今回は、すべての県

民がまことに苦しく、重い思いの中にありま

す。そういったことに心をいたしながら、今臨

時議会最後の質問を行います。

４月20日に第１例が発生した口蹄疫は、県内

畜産地帯に急速に拡大をし、発生事例292例、殺

処分家畜頭数28万8,000頭余という極めて憂うべ

く事態にまで直面しております。この間、これ

が県外への拡散だけは何としても阻止せねばと

の強い思いもあり、我が国初となるワクチン接

種による移動制限区域内全頭殺処理という、耐

えがたきを耐えての多くの農家と多大なる命の

犠牲により、今ようやくこれが終息へと向かい

つつあります。

では、なぜここまで爆発的に拡大したのか、

その検証を待ち望むところでありますが、この

ように、まさに悪夢とも思える危機的事態にま

で至ったのは、初期段階での封じ込めについ

て、国や県の対応に何らかの問題があったので

はないかとの批判や不信の声も、地元では少な

くないのであります。私は、その背景には、報

道などにより伝わり漏れくる、国と県との一体

感への懸念などがあるのではないかと思うとこ

ろであります。そのような中、特に私が遺憾に

思うのは、山田農林水産大臣が、「口蹄疫の問

題は、第一義的には県に責任がある。宮崎県

は、口蹄疫という危機管理に対する意識が余り

にもなさ過ぎる。県の甘さがこれだけの被害を

生んだのではないか」との、あたかも県が被害

拡大の原因をつくったともとられるような趣旨

の発言をしていることであります。

初期段階での防疫措置でいえば、第10例目、

つまり４月28日に県の畜産試験場川南支場で、

その増殖量や排出量のすさまじさから、ウイル

スの増幅器とも直喩される豚にまで感染をいた

しました。これらの我が国初めてとなる豚での

発生日と日を同じくして開催された国の牛豚等

疾病小委員会は、今後の防疫対応についてとし

て、「豚での発生は感染拡大につながりにくい

事例と考えられることから、当面は現行の防疫

対策を継続すべき」旨の協議を調えておりま

す。ところが、その後１週間のうちに現地で

は、国が拡大につながりにくいとしていた９つ

の養豚場を初め、合計13もの農場で新たな感染

平成22年７月20日(火)



- 77 -

が確認をされました。にもかかわらず、国が10

例目時点での委員会に続く次の委員会を開いた

のは、23例目発生翌日の５月６日になってから

であります。思いたくもありませんが、その理

由が大型連休の消化優先にあったとするなら、

我が国の危機管理意識はまことにもって心もと

ない限りであり、まさに我が国の安心・安全へ

の信頼度の低さを露呈する極めて深刻な一例で

あります。

いずれにせよ、今は国、県、市町村が一体と

なって全力で対策に取り組み、終息に向かいつ

つあるところでもあり、国や県の責任の所在に

ついては、今後、徹底的に検証されるべき事項

であろうと思います。現段階において知事は、

防疫対策に対する県への批判等をどう受けとめ

ておられるのか、また、国の対応についてはど

う感じておられるのか、お伺いをいたします。

次に、補償金、支援金についてお伺いいたし

ます。

口蹄疫が拡大する中で、搬出制限区域内に４

つある県有農場すべてにおいて患畜を出し、し

かもその中の１カ所は、先ほど申し上げたとお

り、我が国初めてとなる豚への感染でありま

す。本県は、昭和55年の豚コレラ、平成12年の

口蹄疫、平成19年の鳥インフルエンザ、そのほ

か、平成９年のイバラキ病、そして平成12年に

は昭和57年を最後に途絶えていた炭疽病など、

幾度も家畜伝染病の危機を経験してきておりま

す。このような経験を踏まえ、県有農場におけ

る防疫対策については、あらゆる感染症の可能

性を想定し、施設はもちろん、ソフト・ハード

両面において、現状で取り得べき最大限の防疫

措置を講じられていると思うのであります。こ

のような県有農場においてさえも感染を阻止し

得なかった状況を踏まえますと、一般の畜産農

家への感染は、要求される防疫措置をとったと

しても防ぎ切れないほどの、いわば不可抗力に

近い農業災害であると言っても過言ではないと

思うのであります。このように、今回の口蹄疫

の感染については、農家に責任を求めることに

は限界があるものと思いますが、補償金につい

て、発生農家とワクチン接種農家とではどのよ

うな差があるのか、また、その差が設けられた

理由は何なのか、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

以上で壇上の質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

本県では、４月20日の発生以来、家畜伝染病

予防法や防疫指針に基づき、国と一体となって

防疫対策を実施してきたところでありまして、

御質問にありました、「口蹄疫の問題は、第一

義的には県に責任がある」「危機管理に対する

意識が余りにもなさ過ぎる」等の国からの批判

につきましては、私はもとより、これまで一緒

に取り組んでいただいた市町村や関係団体等に

とりましても、極めて残念な発言であると感じ

ております。一方、国においては、５月17日に

県庁に現地対策本部を設置し、自衛隊を初め他

県の獣医師を派遣していただくとともに、省庁

横断的な課題の迅速な解決に向けて取り組んで

いただき、感謝しております。県といたしまし

ては、防疫措置について一部認識の違いはあり

ましたが、今後とも国との十分な連携と適切な

役割分担のもと、一刻も早い清浄化と、本県の

畜産はもとより、地域経済の復興に向けて全力

で取り組んでまいりたいと考えております。

〔降壇〕

○農政水産部長（髙島俊一君）〔登壇〕 お答
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えいたします。

補償金についてであります。殺処分される家

畜の補償については、疑似患畜では国が評価額

の５分の４を支払い、別途５分の１相当を県が

特別の経営再建支援補助金として支払うことと

なっております。一方、ワクチン接種家畜につ

いては、農家に対して評価額の全額が補てんさ

れることとなっております。一方で、家畜共済

金の支払いについては、疑似患畜について、再

評価可能な家畜など一部の対象牛に共済金の支

払いができる場合がありますが、ワクチン接種

家畜については、評価額の全額が補償されるた

め、共済金の支払いができないことになりま

す。なお、ワクチン接種農家につきましては、

残存期間に係る共済掛金の返還措置が講じられ

たところでございます。以上であります。〔降

壇〕

○坂口博美議員 農政水産部長に伺いますけ

ど、今の知事答弁で、国と県の間で防疫措置に

関して一部認識の違いがあったという答弁であ

りました。具体的にはどのようなことがあった

のかお伺いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 国と県との認

識の違いにつきましては、まず、５月の連休明

けに１日当たりの発生件数が急速に拡大し、本

県としては、従来どおりの防疫措置を続けるこ

とについて危機感を募らせていたにもかかわら

ず、国においては、５月６日に開催された牛豚

等疾病小委員会の見解に従い、「従来どおりの

防疫措置を徹底すべき」とされたところであり

ます。さらに、本県としては、民間種雄牛に特

例を認めた上で移動制限の解除を行おうとした

ところ、国からは、清浄性が確認されていない

という理由で認めてもらえなかったことであり

ます。

○坂口博美議員 さっきの壇上からの答弁です

けど、患畜、疑似患畜とワクチンの違いについ

て、結果的にどちらがたくさんもらえるんだ

と、わからんということだったものですから…

…。特に肥育牛あたりは患畜のほうが高く出る

んですね。だから、患畜、疑似患畜を出したと

ころのほうが、ワクチン処理されたところより

も結果的にたくさん補償金がもらえるという逆

転現象が起こっている。心ない人たちは、関係

者じゃないんですよ、こんなことをやっている

と、感染させたほうがましだということになる

から、今後の防疫上極めて深刻だと思うんで

す。公平性というものをやっぱり確保しなきゃ

いかんということを要望しておきます。

それから、今の答えですけど、そのとおりな

んですね。第２回の小委員会、ここは一番権威

を持った国の機関ですから、国のレベルがいか

に低いかということですね、この口蹄疫に対し

ての認識が。だから、そこのところを県は自信

を持ってやることはやっていかないかんと思う

んです。

そんな中で、もう一つ認識の違いで民間種雄

牛のことを触れられました。大臣とのやりとり

があったわけですけれども、これは法定受託事

務ということになりますから、定義的には現住

所主義になると思うんです。そうなりますと、

基本的には、権限の問題でいくと、これは国の

事務でなくて自治体の権限ということになると

思うんですが、このような中で、なぜ大臣が、

最終的に代執行をやるということに言及したの

か。その前に、特措法というのでは、知事が勧

告をして、聞かない。じゃ、代執行をやりなさ

い。防疫員に屠殺させることができますよと。

それをやらないとなったときに、６条に対して

８条があると思うんです。大臣がやれるとい
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う。なぜ特措法でこれをやらなかったのか、代

執行という自治法を持ってきたのかというのは

僕はわからないんですけれども、勘ぐるとこ

ろ、特措法では限界があったんじゃないかと思

うんです。それを自治法245条によって代執行。

勧告をやって、指示をやって、代執行をやる。

高等裁判所の裁判にかけてやるというんですけ

れども、特措法の８条でやれないものが、果た

して自治法の245条でやれるのかなという疑問が

あるんですけれども、知事にここのところの率

直な見解を聞きたいんです。

○知事（東国原英夫君） 特措法の第８条にお

いては、県知事が強制殺処分を行わない場合に

は、国みずからが地域指定を行っているときに

限り、国がこれを行うことができるとされてお

ります。しかしながら国の法解釈によれば、今

回は既に県の申請に基づき地域指定が行われて

いることから、これに加えて、国みずから地域

指定を行うことはできないとのことであり、こ

のため、国からは、最終的に県が強制殺処分を

行わない場合は、特措法というのは適用され

ず、地方自治法に基づき代執行を行うとの意向

が示されました。地域指定のことは、そもそも

案にはなくて成案で出てきたものなんです。私

は個人的に、この一文が非常に気になってい

た。これは意図的なものなのか、どうなのか

ちょっとわかりませんけれども、これはあるこ

とは事実でありまして、結果的に特措法は適用

されず―適用しないという国の姿勢でしょう

ね、恐らく。それでなければ法定受託事務とい

う地方自治法を適用させたと、僕はそういうふ

うな認識をしております。

○坂口博美議員 全くそこのところは疑問なん

ですよね。地域指定を知事がやったというけ

ど、これは申請主義なんですね。指定は大臣指

定なんです。だから、みずからがやった指定な

んです。知事がやった指定と同じところを指定

するわけにはいかないんだというのが農水省の

見解だと思うんですけれども、これはどうして

も理解できないんですね。移動制限に関しても

そうです。協議といって国が最終的な決定権を

持つということで、これもやっぱり国でしょ

う。そちらで、知事の申請権なり、あるいは委

任事務の権限なりを認めるというならわかるん

ですけど、これに関してなぜ地域指定を、知事

が申請した、大臣がそれを指定した。おのずか

らやろうとするときは、同じところを指定でき

ないから特措法でやれないんだというけど、特

措法でうたってあるのは、まさにこの代執行で

すよね。特措法に係る代執行。あんなもの法の

意味がない。僕らは法律学者でも何でもないで

すから、ここは疑問がかなり残るなということ

で、これは高裁判断でも……。そしてまた一方

では、特措法本法でやれない、しかもこれは生

き物を殺すという強い法律ですね。これで執行

できないものを地方自治法、これは事務処理で

すよ、本当は。殺す殺さないの行動じゃないで

す。それが245条で本当にやれるのかな。これは

高等裁判所の判断を聞いてみたいものだなと。

前例がないというから、今後ともチャンスはな

いでしょうけれども、そういうことで疑問をど

うしても払拭できないわけです。切りがないか

ら、ここらで自分の疑問としてやめますけれど

も……。

その次に、ワクチンの接種について知事に伺

いたいんですけれども、ワクチンというのは我

が国初めての行為ですね。いろんな問題を含ん

でいると思うんですけど、いつごろからこのこ

との協議が始まったのかということです。そし

て、これを使用するということをいつ、だれが
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決めたことになるのか、お伺いをいたします。

○知事（東国原英夫君） 口蹄疫に関する防疫

指針では、「殺処分と移動制限による方法のみ

では、まん延防止が困難であると判断された場

合」において、ワクチンの使用について検討す

ることとなっており、当初は、ワクチンを使わ

ず、殺処分と移動制限による蔓延防止措置がと

られたところであります。しかしながら、豚で

の発生や、新たに高鍋町や新富町へ感染が拡大

する中、県では、より効果的な防疫対策につい

て、国に相談してきたところであります。その

ような中、５月18日に開催された国の牛豚等疾

病小委員会において、委員からワクチン接種を

検討すべきとの意見が示され、これは全員では

ありませんが、５月19日の政府の口蹄疫対策本

部会議において、ワクチン接種が決定されたと

ころであります。県といたしましては、条件と

して、基礎自治体の首長さんたちの御意見も賜

りながら、国の責任においてワクチン接種を実

施すること、十分な農家補償を行うこと、この

２つを条件に関係市町の理解を得た上で、５

月21日、断腸の思いでワクチン接種を受け入れ

たところであります。

○坂口博美議員 国に条件づけた、国が持つべ

き責任というのは、ワクチンの接種に係る費用

とか、そういったものについては含まれていな

かったわけですか、そのとき。

○知事（東国原英夫君） 私は、ワクチン接種

に係る事務等々、執行行為もすべて含んだ国の

責任だと。諸外国もそうなっていますから、当

然そうなると思っていました。その時点では、

特措法はまだ制定されておりませんので、法な

しの、法がバックアップしていないときの決断

だと。いわゆる政治決断だと思っております。

私は、それはすべて国の責任でやるということ

の理解で承諾をしたつもりでいます。

○坂口博美議員 そのとおりだと思うんです。

ワクチン接種は国しか決められないんですよ

ね、やるやらないというのは。だから、これは

協議対象でも何でもないし、すべて国が責任を

持つのがごく当然だと思うんです。

そこで、またワクチンに関してですけれど

も、初めてのことで、いろんな考え方があった

と思います。これに関して、まず慎重論として

どういうものがあったのか、あるいは積極論と

してはどういうものがあったのか。こういった

ことについて、農政水産部長に具体的に伺いた

いと思います。

○農政水産部長（髙島俊一君） ワクチンの使

用については、国の牛豚等疾病小委員会の議論

の中で、積極論としては、発生地域でのウイル

ス量の抑制に効果があり、感染の拡大をコント

ロールしやすくなるということで、防疫が容易

になるとされております。一方、慎重論として

は、ワクチンにより発症は抑制しても感染は完

全には防げず、ワクチン接種家畜がキャリアと

なることや、動物などの国際取引に関する衛生

基準の策定を行う国際獣疫事務局の基準では、

清浄国への復帰のためには全頭殺処分が必要と

なるなどのデメリットが示されたところであり

ます。

○坂口博美議員 そこのところが気になるんで

すよ。ＯＩＥに清浄国として認めてもらうとい

うことになりますと、特にワクチンを打った家

畜の個別の管理、個別識別によってしっかり頭

数を管理していくということは不可欠だと思う

んです。一匹でも行方不明になったら、これは

なかなか厳しい。そこで、具体的に公表された

数字というのが、当初は27万6,000頭とずっと

言っていたんですけど、28万8,000頭余りになっ
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ちゃったわけですね。１万2,000頭ふえた。こう

いったように数がいいかげんなところでワクチ

ンをやったものが、本当に個別に管理されて

いったのかということについてお伺いをしたい

と思いますが、どのような管理をされてきたの

か、部長に伺います。

○農政水産部長（髙島俊一君） 殺処分した家

畜頭数につきましては、御指摘のとおり、ワク

チン接種後増加しておりますが、この理由とい

たしましては、ワクチン接種時に14日齢未満の

家畜については接種対象としなかったこと、ま

た、ワクチン接種した後に子供が生まれたこと

等がございます。なお、ワクチン接種した豚に

つきましては、移動制限区域内であることか

ら、殺処分までの間は、移動の制限について厳

格に管理をされております。また、殺処分の前

日あるいは当日において、口蹄疫の感染の有無

について家畜防疫員が健康状態等を目視検査す

るなど、個別管理を行ったところでございま

す。

○坂口博美議員 本当にそんな管理をやったん

だったら、豚小屋から出るときは家畜防疫員は

淘汰、殺処理ができるんですよ。はみ出した豚

もいる。それから、14日齢以下は打っていない

というんですけれども、14日齢以下のものはな

ぜ打たないかというと、死んじゃうからです

ね、ワクチンで。余りにもショックが大き過ぎ

て。打てないわけです。それから、生まれた赤

ちゃん、これらについても、ワクチン接種した

母から生まれた豚というのは絶対だめなんです

よ、追跡しておかないと。殺処理しないと。だ

から、そこで１万幾らも変動があったら、幾ら

しっかり管理しましたといったって、それは農

家管理でしょう。そこらのところが、やっぱり

敵国がおるわけですよ、清浄国が。そこらに対

してのしっかりした説明ができるか。先ほどか

ら言いますように、これは国の重大な責任なん

です。清浄国としての地位を回復するしないと

いうのは、日本の畜産経営の問題、経済の問題

です。ワクチンをやるやらないを決められるの

も国なんです。だから、この国のていたらくが

今後重大な懸念を生まなきゃいいがなというこ

とを、すごく心配しております。今のうちに

しっかり、個別にちゃんと管理されていたん

だ、一匹も間違っていないということを確認し

ておいていただきたいなと思います。

それから、今言われました、小さい豚にはワ

クチンをやっていないというんですけれど

も、14日以上をやっているとなると、豚の場合

は体重が90キロぐらいいかないと、みず豚です

よね。食用として流通に回るというと90キロぐ

らい。そうすると５カ月ぐらい飼養したやつか

なと思うんです。５カ月以下でワクチンを接種

した豚、これは殺処理をするということでやっ

たわけでしょう、ワクチンを。じゃ、特措法が

なかったときに、そういった食用に提供できな

い、流通できない豚についての殺処理の根拠法

はどこでやろうとしたんですか。

○農政水産部長（髙島俊一君） 今回のワクチ

ンの接種につきましては、口蹄疫のこれ以上の

蔓延を防止するためにはワクチンの接種が必要

であること、ワクチン接種家畜には十分な補償

を国に要望していくこと、また、我が国が国際

基準に基づき口蹄疫の清浄国に復帰するには、

ワクチン接種家畜を全頭殺処分する必要がある

ということなどを農家に説明をして、そこで理

解を得て殺処分に至ったと、こういうことでご

ざいます。

○坂口博美議員 その了解を得たか得ないかと

いうのは、また別な問題なんですけれども、了
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解を得たでよしとしますよ。特措法がなかった

ときに、食用に供せない家畜についての屠殺、

これをどういう根拠法のもとにやれるのかとい

うことです。家伝法では患畜・疑似患畜、屠畜

場法では食用に供する家畜、化製場等に関する

法律では屠殺はできない。部位ごとにしか持ち

込めない。処理施設に認められたものを持って

いっても死亡獣畜しか持ち込めない。食用に供

せないものをどこで屠殺をやろうとしたのかと

いうことです。どうしてそういう契約を農家と

結んだのかということ。

○農政水産部長（髙島俊一君） 先ほど申し上

げましたが、県といたしましては、国で決定さ

れたワクチン接種の方針に基づき対応してきた

ところでございます。なお、口蹄疫の発生が急

速に拡大している中で、蔓延防止のために緊急

的にワクチンの接種を行う必要があったことか

ら、農家からの同意については口頭でというこ

とでございました。

○坂口博美議員 時間がないからやめますけ

ど、口頭だろうと文書だろうと殺せるのかと、

その当時で。特措法ができてからのワクチンな

らよかったんですよ。でも、殺すことを前提

で、法律がないときにそんなことをやったら、

例えば法律に違反するものは、実印ついて印鑑

証明つけたって、その契約書は無効ですよ。だ

から今、明確にしていただきたいのは、私は法

の素人だということで根拠法を知りたい。

時間がもったいないから次に移ります。そう

いうこともあって、蔓延防止あるいはウイルス

排出抑制のためにやったワクチン、その効果が

発揮されつつあって、２例、１例、３例、ゼロ

例となった。ある意味じゃそこでは急速な拡大

が起こらなくなった。６条が言っているのは、

家伝法第３章にあることをことごとくやって、

それでもなおかつ急速かつ広範囲にわたって口

蹄疫が蔓延し、それをほかの方法では阻止でき

ないときに６条を使いなさいということでしょ

う。今の部長の話を聞いていると、ワクチンを

打ったけど殺せない家畜が出てきた、だからそ

こをすっぽりかけちゃった。それでワクチン接

種と６条に基づく場所が一緒になったんじゃな

いかなという気がするんです。６条の趣旨に本

当に合うのかなと。これはやっぱり疑問の残る

ところです。後からいろいろまた検討していた

だくといいと思うんです。

それから、次ですけれども、時間がないから

幾つか飛ばします。韓国で１月にＡ型、４月に

Ｏ型が出ましたよね。これを受けて県と国はど

ういった対応をなされたのか、まず部長にお伺

いをいたします。

○農政水産部長（髙島俊一君） 本年１月７日

に、韓国で発生しました口蹄疫の情報を国が発

出したことを受けまして、本県では、翌日には

文書により関係団体等へその情報を伝達すると

ともに、畜産関係者の韓国の畜産施設への訪問

の自粛、飼養家畜の十分な観察、飼養衛生管理

の徹底など、防疫の強化をお願いしたところで

ございます。さらに１月22日には市町村、関係

団体等を参集し、個々の農家に農場消毒や衛生

指導の徹底をお願いするとともに、万一発生し

た場合の防疫対応について周知をしたところで

ございます。

○坂口博美議員 聞いていると、人頼みばかり

なんですね。県は具体的に何もやっていない。

例えば茨城県では、３月のうちに家保の全部の

職員を集めて、咽頭部分から採材、検材をとる

演習をやっているんです。これはもちろん、難

しい技術を身につけるというのと素早くやると

いう直接的な効果もあるんですけれども、それ
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が報道されたことによって、県民が身近に口蹄

疫があるということを改めて認識する危機意識

が生まれた。これが大きいと思うんです。本県

は前にも経験しているんですね。そういったこ

とも今後危機管理の中でしっかり―お隣で起

こって、前も経験して、さっき言いましたよう

に、たくさんの法定伝染病を経験した本県であ

れば、危機意識をもう少し持つべきではないか

なと。これは要望にしておきます。

このように、世界では常に、特に東南アジア

あたりではさまざまな家畜の感染症というのが

常在していると言ってもいいんじゃないかと思

うんですけれども、今回の口蹄疫の経験という

ものを生かして、防疫指針にある飼養管理、衛

生管理基準の内容を、さらに一歩進めた宮崎モ

デルとして充実させるべきではないかと思うん

ですけれども、部長の所見をお伺いいたしま

す。

○農政水産部長（髙島俊一君） まず、本県と

いたしましては、畜舎や車両の消毒等を定める

飼養衛生管理基準が、個々の農家において遵守

されていたかを検証することが重要であると考

えております。また、家畜伝染病の防疫におい

ては、特に早期通報が重要となりますことか

ら、その体制の確立が急務であります。今回の

口蹄疫では、初期症状として、食欲不振、流涎

（よだれ）、発熱の３つの共通する症状が認め

られましたことから、これらの症状について、

畜産農家に対しまして十分に周知するととも

に、県の再発防止マニュアルを作成し、早期通

報体制の確立を図ってまいりたいと、そのよう

に考えております。

○坂口博美議員 それでは次に、互助基金等の

支援金についてお伺いします。これについて

は、殺処理時点での規模を上限として、経営再

開に向けての計画頭数に対して、家畜を導入し

終わるまでの固定費に係る費用というのが損失

金として支払われるという仕組みになっている

ようですけれども、その積算というのは具体的

にはどうなっているのか、部長にお伺いいたし

ます。

○農政水産部長（髙島俊一君） 家畜の受託契

約がある場合における経営支援互助金につきま

しては、通常、家畜防疫互助事業に加入してい

る家畜の所有者である委託農家に対して支払わ

れることになります。このため、現在、国から

全国展開している委託業者に対して、互助基金

等の一部が生活支援として預託農家へ支払われ

るようにお願いをしているところです。また、

県においても、県内の委託業者に同様のお願い

をしているところでございます。

○坂口博美議員 それに合わせた質問をせんな

らんくなったですね。平成18年の第164国会の農

林水産常任委員会で、これに係る説明が、当時

の消費・安全局長からなされているんですけれ

ども、これを見てみますと、「互助基金の積算

におきましては、その間の―つまり家畜がい

ない間の―固定費なども根拠にして単価を設

けておりますから、そういった面では、国のお

金も使いながら経営を支援していくという限り

におきましては、私どもとして適正な根拠、積

算単価というものに基づいてこれが定められて

いるというふうに理解をいたしております」と

いう答えになっております。したがいまして、

この互助基金については、支払われるべき費目

でありますとか、単価でありますとか、受け取

るべき相手方などについて整理できると思うん

です。そうなったときに、どういった支給の仕

方をすればいいのかというところまで気を使わ

ないと、これは受け取る側も全くわからずに受
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け取っているのが現状なんです。だから、こう

いった積算根拠、単価といったものがあるわけ

ですから、そこをしっかりもう一回見直して、

後で憂え事にならないような対応というものを

求めておきます。

次に、これからの畜産振興、地元の地域振興

についてお伺いしたいと思うんですけれども、

これは知事に伺います。それぞれの議員が今、

壇上あるいは自席で申しましたように、一刻も

早い復興というものが求められているわけであ

りますが、特に私ども児湯地域というのは、畜

産に関して大変恵まれた環境のもとで、長い時

間、年月をかけて、畜産を核にして今日のさま

ざまな産業構造として地域が発展をしてきたと

ころであります。こんな空白地帯になってし

まって、早急に産業の活性化を図らなければい

けない。これはもちろんのことですけれども、

そういった歴史を見て、一刻も早く空になった

畜舎にまず家畜を詰め込むということ。その復

興に関しては、じゃ、どうやって詰め込もうか

という具体的なこれからの構想なんですけれど

も、西都市、それから児湯５町が、全く牛、豚

のいない空白地帯になったわけですね、あのだ

だっ広い面積が。大変これは深刻なことなんで

すけれども、ひとつこれを逆手にとることはで

きないか。知事が言われるように、ピンチを

チャンスにという考え方でとらえることができ

ないか。

どういうことかというと、いろんな説がある

んですけれども、今、世界には1,700ぐらいの動

物の感染症の原因のウイルスというものがあ

る。その1,700ぐらいの中の半分くらいは、豚・

牛とか、鳥・豚とか、そういった異種の動物間

の共通感染症のウイルスだということです。ま

た、その大方が人畜、人と動物との共通の感染

症のウイルスだということ。そういったことを

考えて、一つは、今後の人と動物、人と家畜が

共存できる畜産でなければいけないかな。今回

のようなことはもうごめんだよと、他の産業の

人たちが言い出す。そういったことではいけな

いな、共存できなければいけないなというのを

今、痛切に感じています。こういった感染症、

あるいはほかのこともなんですけれども、それ

を念頭に置いたモデル的な畜産の産地づくりと

いうのはできないかということです。

例えば家畜群としての規模、これはどれぐら

いまでが適格なのか。また、その中にはめ込む

畜種としては、どういった畜種をどの順序では

め込むべきなのかということです。それから、

戦略的に、初めから緩衝地帯を設けることはで

きないのかということです。住宅地帯あるいは

全くの山を含めてもいいと思うんですよ。そう

いったところで緩衝地帯を戦略的に最初からか

けないか。またそのほか、施設としては、最先

端の育種施設でありますとか、あるいは飼養、

防疫に係るような施設、さらには発生時を考慮

して―一つの加工場が制限区域内に入っ

ちゃったら全部やれなくなったですよね、都農

工場。そういったものをどう今後とらえていく

かといったようなこと。もちろん関連産業も当

然です。そういったものを近くに置くのがいい

のか遠くに置くのがいいのか。

それからまた、大変深刻な問題で、今回の埋

却地ですね。国は、農家に農地として売って代

金を返しなさいということでしょう。これはな

かなか難しいと思うんです。せっかく埋却地が

あった。その骨を一たん何年か後に回収して慰

霊碑にでも入れて、そこを万が一のときの埋却

地として使えないか。これは水もないし、適地

ですね。その埋却地に合うようなもので、そこ
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の分をかけないかと。一つの規模をですね。こ

ういったことをいろいろ考えながらやっていけ

ないかなと思うんです。これも言うは簡単、や

るはなかなかとわかっているんですけれども、

ぜひ、これは日本のモデルと言わず、世界の感

染症に対してのモデル的な畜産産地、これをこ

の空白地帯にグランドデザインできないかなと

思うんですけれども、知事に所見を伺いたいと

思います。

○知事（東国原英夫君） 西都・児湯地域の復

興に当たっては、地域ぐるみで徹底した防疫対

策等を講じた、新たな畜産振興に取り組むべき

であると認識しております。具体的には、慢性

疾病などに感染していない家畜の導入や、すべ

ての畜産農家における消毒槽の常設、畜産関係

車両に対する消毒体制の強化、飼養規模の適正

化を図った良好な畜舎環境の確保などの対策に

取り組むことが重要であると考えております。

加えて、今、議員御指摘のような非常に新しい

モデルといったものにもチャレンジする可能

性、価値というものはあるのではないかと思っ

ております。そのため、国の関連対策等を活用

しながら、さらに関係市町村や団体等とも十分

連携をして、西都・児湯地域が、大げさに言う

と我が国畜産のモデル基地というんですか、モ

デル地域になるような復興の仕方、再生のあり

方というのを構築していくべきだと考えており

ます。

○坂口博美議員 ぜひよろしくお願いしておき

ます。時間の都合で先に一つやりますけど、畜

産の振興は当然、最も急がなければ、ほかのも

のに大いに関連するわけですから。県下全部で

すけど、特に児湯郡は他の産業の冷え込みがひ

どいわけでして、そういった意味で、総合的に

今後どうやってこの地域の経済の活性化、地域

の振興というのを考えておられるのか、基本的

なことだけでいいんですけれども、知事に伺い

たいと思います。

○知事（東国原英夫君） 今回の口蹄疫で最も

大きな被害を受けている児湯地域では、畜産農

家はもちろんのこと、資材、飼料、食品加工や

運送業など畜産と密接に関連した産業、さらに

は観光や物産など、ありとあらゆる分野の経済

活動に大きな影響が出ております。また、産業

の柱となる畜産経営を再開し、軌道に乗せるま

でには相当な期間を要しますことから、地域の

経済や雇用への影響も長期化することが懸念さ

れます。県といたしましては、口蹄疫からの再

生に向けて、復興対策本部を立ち上げたところ

でありますが、特に児湯地域につきましては、

地域振興班を設け、総合的な観点から検討を

行っているところであります。今後は、市町村

や民間団体等とも連携しながら、畜産農家だけ

でなく、関連事業者に対する経営支援やイベン

ト等の開催による需要の喚起、あるいは公共事

業等を含めたさまざまな対策を検討いたします

とともに、国に対しても、復興のための支援を

要望してまいりたいと考えております。

○坂口博美議員 ぜひともよろしくお願いした

いと思うんです。地域振興の一番手っ取り早い

のが公共投資、税を投入することと言われま

す。そこで、ぜひ県土整備部長に、パイ自体の

問題とか今の補助事業なんかの考え方からして

具体的には難しいかなと思うんですけど、積極

的に前倒しをやっていくとか、理由があれば重

点的な投資箇所として箇所づけをしてもらうと

いったことも心がけていただきたいなと思うん

です。

それから、商工観光労働部長にも、こういう

ときにカンフル剤としてやるのが地域振興券で

平成22年７月20日(火)



- 86 -

すね、プレミアムとか。こういったものに対し

ては、制度的に補助できる仕組みもあるわけで

すから、そういったものを考えていただけない

かなということをお願いしておきます。

そして、またここでさらに知事になんですけ

れども、先ほど大ざっぱなことで言いましたけ

れども、緩衝地帯となったって、住宅地帯を一

つ使う。それから、何も直線でなくてもいいと

思うんです。３キロも５キロもとらなくても、

とりあえずは１キロなら１キロでジグザグでも

いいじゃないですか。なるだけ家畜のいないと

ころを通していって一つの群をつくる。そこに

どうしてもかかるときには、今回のアンケート

で７割、今後やろうという気になられても、幾

つかの空白が出ると思うんです。そこらを交換

分合とか、それでもなおかつのときは何らかの

方法で土地を買い上げるとか。そこに国営事業

と県営事業による畜産振興団地づくり、それだ

けの価値があるようなモデル産地をつくれると

いうグランドデザインができたら、これは国も

やるべきだと思うんです。チャンスだと思うん

ですよ。申し上げましたように、常に東南アジ

アあたりにはいろんな感染症がある。水際で防

げない。入ってきたって見抜けない。見抜いた

ときは手おくれになっている。何よりもつらい

のが、この犠牲ですよ。家畜といえども、命の

一つは地球と比べても変わらないぐらい重いも

のだと思うんです。そういった命をこれだけ奪

わなきゃいけないというようなことを極力避け

るためにも、考えていただきたいと思うんで

す。

最後にこんな話はしたくないんですけれど

も、僕の知り合いが感染して最初に来た電話で

は、「博美さん、申しわけない」と言ったんで

すよ。精いっぱい防ごうとした。自分に入って

人に移すことで申しわけない。「つらい」じゃ

なかったですよ。それから、ある僕の同級生の

奥さんなんだけど、前の日に牛が生まれて、泣

きながら抱いて殺処理現場まで持っていったん

です。そんなつらい思いをしているんですね。

もう一人の人は、未熟児で生まれて哺乳器で

おっぱいを飲ませて、ついてくるんですね。そ

れにもワクチンを打って殺さなきゃならない。

また、そういうつらい思いをしたのと同じよう

に、それだけの数の命が無念な思いで眠った。

だから、この命とかつらさに報いるためにも、

ぜひ知事、国に対しても言うべきことは言う。

正しいことは言う。やるべきことはやらせると

いうことで、県民は知事を先頭に、今回一丸に

なってついていきますよ。ぜひとも頑張って、

世界のモデル、そして最初言われたようにピン

チをチャンスにと。正直言って僕は、何が今回

のピンチがチャンスにつながろうかと思ってい

たんですけれども、やっぱり、このピンチを

チャンスにつなげてほしいと思うんです。

たくさんまだ残っているんですけれども、時

間が参りましたので、以上で私の質問を終わり

ます。（拍手）

○中村幸一議長 以上で質問は終わりました。

暫時休憩いたします。

午後５時40分休憩

午後５時41分開議

◎ 議案第１号委員会付託

○中村幸一議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次に、今回提案されました議案第１号につい

て、質疑の通告はありません。

議案第１号は、お手元に配付の付託表のとお

り、関係の委員会に付託いたします。
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あすからの日程をお知らせします。あす21日

は、常任委員会のため本会議を休会いたしま

す。

次の本会議は、22日午前11時開会、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれにて散会いたします。

午後５時41分散会
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◎ 常任委員長審査結果報告

○中村幸一議長 ただいまの出席議員41名。定

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

議案第１号を議題といたします。

ただいまから、常任委員長の審査結果報告を

求めます。まず、総務政策常任委員会、押川修

一郎委員長。

○押川修一郎議員〔登壇〕（拍手） 御報告い

たします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号であります。慎重に審査をいたしま

した結果、全会一致により原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「平成22年度一般会計補正

予算（第６号）」についてであります。

今回の一般会計補正予算は、口蹄疫に関する

緊急対策に伴う経費により、49億9,300万円余の

増額補正であります。この結果、一般会計の予

算の規模は6,365億2,000万円余となります。補

正予算に要する一般会計の歳入財源について

は、地方交付税が50億円、国庫支出金17億7,000

万円余で、繰入金が17億7,700万円余の減額と

なっております。

このうち、口蹄疫復興メッセージ発信事業に

ついてであります。

これは、全国紙での新聞広告や協力いただけ

るコンビニエンスストアや量販店等に張るポス

ターにより、口蹄疫からの復興メッセージを発

信するための事業であります。

このことについて複数の委員より、「きれい

な言葉より、伝わることが大事だと考えるの

で、発信手段については、再度検討してほし

い」との要望や、「いろいろなお願いの言葉は

入れずに、まずは感謝の気持ちを伝えることが

大事である」との意見がありました。

このことについて当局より、「口蹄疫による

イメージダウンは著しいものがあり、その回復

のためには、相当期間、継続的に取り組む必要

があり、この事業はそのスタートと考えてい

る」との答弁がありました。

次に、口蹄疫復興のための基金造成について

であります。

このことについて委員より、「口蹄疫により

さまざまな分野で深刻な状況となっており、ま

ずは県が動かないと国も動かないので、基金造

成が一刻も早く行われるように、県民の命がか

かっているという思いで取り組んでほしい」と

の要望がありました。

さらに複数の委員より、「これまでの防疫対

策等の財源確保や今後の復興対策のためには、

国の支援が欠かせない。今後は、国と対立する

のではなく、連携して復興対策を進めてほし

い」との要望がありました。

最後に、危機管理対策についてであります。

このことについて委員より、「口蹄疫の終息

に向かっているところであるが、引き続き、宮

崎から持っていかない、持ち込ませないという

ような意識が県民に根づいていくように危機管

理対策を継続してほしい」との要望がありまし

た。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○中村幸一議長 次は、厚生常任委員会、中野

廣明委員長。
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○中野廣明議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件はご

ざいませんが、当局より口蹄疫に関する報告を

受けましたので、議論のありました主な事項の

概要について申し上げます。

まず、宮崎県口蹄疫被害義援金の２次配分に

ついてであります。

このことについて当局より、「７月14日現在

で、約20億4,700万円の義援金が寄せられたとこ

ろであり、市町村を経由し、６月初旬の１次配

分に続き、口蹄疫発生農家及びワクチン接種を

受けた農家1,210戸に、１戸当たり追加で10万

円、移動制限区域内及び搬出制限区域内の畜産

農家5,873戸に、１戸当たり10万円、総額７

億830万円の２次配分を行った。３次配分以降に

ついては、再度、配分委員会を開催し、被害の

状況等を踏まえて配分対象等を決定する」との

説明がありました。

これに対して、複数の委員より、「搬出制限

区域外の畜産農家は配分対象とならないのか」

との質疑や、「配分については、配分委員会委

員の意見だけでなく、畜産関係団体等の意見も

聞く必要があるのではないか」などの意見があ

り、当局より、「寄附をいただいた方々から

は、被害農家への見舞いとともに、復興支援に

役立ててほしいという声も多く寄せられてきて

いる。今後の配分については、寄附者の意向も

大事にしながら、配分委員会でもさまざまな意

見を踏まえて慎重に協議していきたい」との答

弁がありました。

また、別の委員より、「被害地域の深刻な実

情を十分踏まえ、大局的な見地から配分先等に

ついて整理した上で、今後、配分を行っていた

だきたい」との要望がありました。

次に、口蹄疫の発生に伴うこころと身体（か

らだ）のケアについてであります。

このことについて当局より、「現在、関係市

・町等と連携し、こころと身体のケアを実施し

ているところであるが、今後も関係市・町が住

民への長期的なケアを継続できるよう、県の健

康支援チームの調査結果を引き継ぐなどの支援

を積極的に行っていく」との説明がありまし

た。

これに対して委員より、「県においては、市

・町が行っている調査の状況も把握した上で助

言を行うなど、今後も管轄の保健所を中心とし

て、関係市・町の取り組みへの適切な支援を

行っていただきたい」との要望がありました。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○中村幸一議長 次は、商工建設常任委員会、

水間篤典委員長。

○水間篤典議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件はご

ざいませんが、当局より口蹄疫に関する報告を

受けましたので、議論のありました主な事項の

概要について申し上げます。

まず、県産品消費拡大・販売促進緊急応援事

業についてであります。

この事業は、社団法人宮崎県物産貿易振興セ

ンターが、口蹄疫からの復興支援を目的とし

て、自主財源により独自に取り組む事業であ

り、県内外においてさまざまな物産展を開催す

るなど、県産品の消費拡大、販売促進のための

新しい企画での応援事業を緊急かつ集中的に展

開するものであります。

当委員会といたしましては、当該事業につい

て一定の評価をするものでありますが、この事

平成22年７月22日(木)



- 94 -

業に加えて、口蹄疫の非常事態宣言後、各地域

のイベントが中止されるなど、商工業関係の経

営再建に向けての支援が急務とされていますの

で、特に被災地域におけるイベントの開催や畜

産加工品の消費拡大及び県外への販路拡大な

ど、さらなる支援の取り組みを行うよう要望い

たします。

次に、口蹄疫に係る公共事業における取り組

みについてであります。

当委員会といたしましては、口蹄疫が終息に

向かっている中、今、県を挙げて、いかに県内

の経済の元気を取り戻すか、全力を挙げた取り

組みが望まれるところでありますが、今後は、

被災地域はもちろん、県全体の復興支援のため

にも、公共事業の発注については、さまざまな

工夫をしながら、効果的かつできるだけ地域の

事業者の実情に配慮したものとなるような取り

組みを行うよう要望いたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○中村幸一議長 次は、環境農林水産常任委員

会、十屋幸平委員長。

○十屋幸平議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号であります。慎重に審査をいたしま

した結果、全会一致により原案のとおり可決す

べきものと決定をいたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「平成22年度宮崎県一般会

計補正予算」についてであります。

今回の一般会計の補正は、農政水産部所管

で49億6,800万円余の増額であり、口蹄疫に関す

る緊急対策に伴う経費であります。これによ

り、補正後の一般会計予算額は937億5,400万円

余となり、一般会計及び特別会計を合わせた補

正後の農政水産部の予算額は941億9,000万円余

となります。

このうち、発生農家経営再建支援事業につい

てであります。

この事業は、口蹄疫発生農家に対する経営支

援のための家畜評価額の５分の１相当額を助成

する補助金について、殺処分した疑似患畜頭数

の増加等に伴い、当初事業費の不足分を追加補

正するものであります。

このことに関連して委員より、「農家は一日

も早い競り市の再開を望んでいる。子牛価格の

下落等についての対策については既に講じてい

るところであるが、競りの正常化が図られるよ

う、さらに検討を行ってほしい」との強い要望

がありました。

また、複数の委員より、「出荷遅延等の間接

的被害を受けた農家に対しても十分な支援を

行ってほしい」との要望がありました。

次に、埋却地及び周辺地域の環境対策につい

てであります。

このことについて、委員より、埋却地の悪臭

等の現状について質疑があり、当局より、「悪

臭については、県、市町で巡回を行っており、

悪臭の発生が確認された場合は、消石灰の散布

や覆土、おが粉の使用などにより対応してい

る。また、地下水については、埋却地周辺の井

戸の水質調査を行っており、今後、３カ月に１

回程度、継続して調査を実施する」との答弁が

ありました。

最後に、「口蹄疫からの復興支援対策等を求

める意見書」についてであります。

今回の口蹄疫の発生は、殺処分された家畜が

約29万頭を数え、本県の農畜産業のみならず、
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観光や物産、流通等あらゆる分野に甚大な被害

を与えており、経済活動の停滞や雇用、環境対

策等、今後対応していかなければならないさま

ざまな課題を生じさせているところでありま

す。

このようなことから、口蹄疫対策特別措置法

が施行されたところでありますが、国に対し

て、口蹄疫の発生によって生じているさまざま

な損失等を早急に回復するとともに、国家的な

危機管理として口蹄疫対策の一層の充実を図る

ことを強く要望するものであります。

以上、意見書の提出につきましては、全会一

致で決定したところでありますので、議長にお

いてよろしくお取り計らいいただくようお願い

いたします。

以上をもちまして、当委員会の報告を終わり

ます。（拍手）〔降壇〕

○中村幸一議長 次は、文教警察企業常任委員

会、満行潤一委員長。

○満行潤一議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件はご

ざいませんが、当局より口蹄疫に関する報告を

受けましたので、議論のありました主な事項の

概要について申し上げます。

まず、教育委員会における口蹄疫への主な対

応状況についてであります。

このことについて当局より、「風評によるい

じめの防止や児童生徒に対する心のケア、修学

支援などについて、県立学校においては指導の

徹底等を図るとともに、市町村教育委員会や関

係機関等に対しては、文書等により協力依頼を

行った」との説明がありました。

このことについて委員より、「生徒たちの心

のケアに努め、特に小中学校においては、風評

等によるいじめなどが起こることがないように

注意してもらいたい」などの意見がありまし

た。

次に、全国高等学校総合文化祭開催に向けて

の対応状況についてであります。

当局より、「本大会の開催に当たっては、口

蹄疫が発生して以降、関係者と開催の可否等に

ついて協議してきたが、口蹄疫が終息へと向

かっていることから、予定どおり開催すること

とした。なお、全国からの参加者はもとより、

だれもが安心して大会を楽しむことができるよ

うに、大会会場等においては、万全の防疫対策

を講じることとして、文書やホームページなど

で広く周知・徹底を図っている」との説明があ

りました。

このことについて委員より、「大会における

口蹄疫の防疫対策は、開催地となる市や町に

とっても関心が高い問題であるので、防疫には

徹底して取り組んでもらいたい」との要望があ

りました。

当委員会といたしましては、しっかりとした

防疫体制を講じていただき、全国から多くの方

が来県されるこの大会が成功し、本県の口蹄疫

からの復興に向けた第一歩となるよう、強く期

待するものであります。

以上をもちまして、当委員会の報告を終わり

ます。（拍手）〔降壇〕

○中村幸一議長 以上で常任委員長の審査結果

報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

◎ 討 論

○中村幸一議長 これより討論に入ります。

討論についての発言時間は、１人10分以内と
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いたします。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。武井俊輔議員。

○武井俊輔議員〔登壇〕 愛みやざき、武井俊

輔でございます。今回、議会に提出されました

議案第１号「平成22年度宮崎県一般会計補正予

算」につきまして、賛成の立場から討論をいた

します。

まず、口蹄疫復興メッセージ発信事業2,500万

円についてであります。

この事業は、新聞広告やポスターなど、義援

金を含めさまざまな支援について謝意を表する

とともに、復興についての理解と応援をいただ

くというものであります。今議会、また一連の

対応を見るにつけ、みずからの初動は棚に上

げ、県に一義的責任があるがごとき政府・与党

及び農水大臣の姿勢には、私は大変憂慮いたし

ております。その意味でも、県自身の広報とし

て大変有意義ではございますが、今後、必要が

ある場合は、意見広告塔としての活用も検討さ

れるべきではないかと考えております。

続きまして、口蹄疫緊急防疫対策事業につき

まして、防疫対策について29億1,670万円、ま

た、発生農家経営再建支援事業につきまして20

億5,177万円余を計上していることについてであ

ります。

このうち、発生農家経営再建支援事業につき

ましては、疑似患畜確定頭数に伴う事業費の追

加でありますが、これにつきましては、一般質

問でも指摘がありましたが、ワクチン接種農家

の方から、同様の規模であっても補償額が低く

なるという事例について、さまざまにお声をい

ただいております。今回の補正を踏まえ、今

後、ワクチン接種農家との不均衡が是正される

ことを強く要望するものであります。

また、今回の歳入予算につきまして、50億円

を地方交付税ということで歳入の措置をいたし

ております。今回の50億円については、国から

確約がとれているということではあるものの、

まさに本県の財政は綱渡りの状態と言えるもの

であります。特に、特別地方交付税につきまし

ても、山口県や岐阜県で発生した水害などを考

慮しますと、本県への十分な配分を期待すると

いうのは、大変ハードルが高いと言わざるを得

ません。その確保は言うまでもありませんが、

今回の補正につきまして、また今後も追加の補

正が発生することも十分考えられますが、今後

につきましては、あらゆる部分への聖域なき見

直しを行うということをあわせて要望いたしま

して、賛成の討論といたします。以上です。

〔降壇〕

○中村幸一議長 以上で討論は終わりました。

◎ 議案第１号採決

○中村幸一議長 これより採決に入ります。

議案第１号についてお諮りいたします。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中村幸一議長 御異議なしと認めます。よっ

て、本案は委員長の報告のとおり可決されまし

た。

◎ 議員発議案送付の通知

○中村幸一議長 次に、お手元に配付のとお

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成22年７月22日(木)
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平成22年７月22日

宮崎県議会議長 中村 幸一 殿

提出者 環境農林水産常任委員長 十屋 幸平

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

口蹄疫からの復興支援対策等を求める意見

書

◎ 議員発議案第１号追加上程、採決

○中村幸一議長 ただいま朗読いたしました議

員発議案第１号を日程に追加し、議題とするこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中村幸一議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

本案については、会議規則第39条第２項及び

第３項の規定により、説明、質疑及び委員会の

付託を省略して直ちに審議することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中村幸一議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号についてお諮りいたしま

す。

本案は原案のとおり可決することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中村幸一議長 御異議なしと認めます。よっ

て、本案は原案のとおり可決されました。

◎ 閉 会

○中村幸一議長 以上で、今期臨時会の議事は

すべて終了いたしました。

これをもちまして、平成22年７月臨時県議会

を閉会いたします。

午前11時23分閉会

平成22年７月22日(木)



資 料
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平成２２年７月臨時県議会日程

３日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

開会 議会運営委員会 9:30

会議録署名議員指名

議会運営委員長審査結果報告

会期決定

７．２０ 火 本会議 議案上程

知事提案理由説明

「口蹄疫」に関する質問

質疑

議案委員会付託

２１ 水 委員会 常任委員会

常任委員長審査結果報告 議会運営委員会 10:30

本会議 質疑、討論、採決 本会議 11:00

２２ 木 閉会

（閉会中） （特別委員会 ＊午後）

＊「口蹄疫」に関する質問の通告締切 ７月１５日（木）１２：００

＊ 議員発議案の提出締切 ７月１６日（金）１７：００
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平成２２年７月臨時県議会

口蹄疫に関する質問時間割

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 新 み や ざ き 西村 賢 １０：００～１１：００

２ 社 会 民 主 党 満行 潤一 １１：００～１２：００ 休憩

３ 新 み や ざ き 松田 勝則 １３：００～１４：００

４ 自 由 民 主 党 松村 悟郎 １４：００～１５：００ 休憩

５ 自 由 民 主 党 山下 博三 １５：１０～１６：１０

６ 公 明 党 新見 昌安 １６：１０～１７：１０ 休憩

７ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １７：２０～１８：２０

８ 自民党鳳凰の会 坂口 博美 １８：２０～１９：２０

＊ １人当たりの質問時間３０分以内
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平成２２年７月臨時会

議案 委員会審査結果表

［議 案］

常 任 委 員 会

番 号 件 名
総務 商工

環境 文教

政策 厚生 建設 農林 警察
水産 企業

第１号 平成２２年度宮崎県一般会計補正予算（第６号） 可決 可決



議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 平成22年度宮崎県一般会計補正予算（第６号） ７月22日・ 可 決

議員発議案 第１号 口蹄疫からの復興支援対策等を求める意見書 〃



意 見 書
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口蹄疫からの復興支援対策等を求める意見書

今回の口蹄疫の発生は、殺処分された家畜が約２９万頭を数え、農畜産業のみなら
ず、観光や物産、流通等あらゆる分野に甚大な被害を与えており、経済活動の停滞や
雇用、環境対策等、今後対応していかなければならない様々な課題を生じさせている。
よって、国においては、口蹄疫対策特別措置法が施行されたところであるが、口蹄

疫の発生によって生じている様々な損失等を早急に回復するとともに、国家的な危機
管理として口蹄疫対策の一層の充実を図るため、下記の事項を強く求めるものである。

記

１ 本県が口蹄疫対策特別措置法第２３条に基づく基金を設置する際には、地域経済
の再建や活性化の取り組みを円滑かつ継続的に実施することができるよう、その造
成に対する十分な財政支援を遅滞なく行うこと。

２ 甚大な被害を受けた様々な産業の復興対策について、全面的な支援策を早急に講
じること。

３ 被害を受けた農家の経営再開には、様々な支援策が講じられているが、多額の経
費と長期の年月を要することから、更なる補償や雇用を含む十分な支援を行うこと。
また、出荷遅延等の間接的被害を受けた農家に対しても十分な支援を行うこと。

４ 口蹄疫発生地域においては過去に例のない規模で家畜の埋却処分が行われ、今後
埋却地の継続的な管理が必要となることから、埋却地の環境対策等に必要な支援を
行うこと。

５ 家畜伝染病のまん延防止は本来国の責務であることに鑑み、地方自治体や関係団
体が自主的に行った対策については、その費用の全額を国費で措置すること。

６ ウイルス侵入経路の解明を徹底的に行い、抜本的な予防策を早急に講じること。

７ 口蹄疫の病性鑑定については、現行のPCR検査に加えて、簡易検査キットの実用化
を図るなど、簡易な診断方法を早急に確立すること。

８ 今回の防疫体制を十分に検証し、迅速な初動防疫体制を確保するとともに、国に
よる十分な補償が行えるよう、家畜伝染病予防法の抜本的な改正を早期に行うこと。

以上 地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２２年７月２２日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 横 路 孝 弘 様
参 議 院 議 長 江 田 五 月 様
内 閣 総 理 大 臣 菅 直 人 様
総 務 大 臣 原 口 一 博 様
財 務 大 臣 野 田 佳 彦 様
厚 生 労 働 大 臣 長 妻 昭 様
農 林 水 産 大 臣 山 田 正 彦 様
経 済 産 業 大 臣 直 嶋 正 行 様
国 土 交 通 大 臣 前 原 誠 司 様
環 境 大 臣 小 沢 鋭 仁 様
防 衛 大 臣 北 沢 俊 美 様
内 閣 官 房 長 官 仙 石 由 人 様
国 家 公 安 委 員 長 中 井 洽 様
金 融 担 当 大 臣 自 見 庄三郎 様
消費者及び食品安全担当大臣 荒 井 聡 様



議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（福田、長友両議員）

議会運営委員長審査結果報告

会期決定

７月20日 火 本 会 議 議案第１号上程

知事提案理由説明

口蹄疫に関する質問（西村、満行、松田、松村、山下、

新見、前屋敷、坂口各議員）

議案第１号委員会付託

７月21日 水 休 会 常任委員会

常任委員長審査結果報告

討論（議案第１号に賛成）（武井議員）

７月22日 木 本 会 議
議案第１号採決（可決）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号追加上程､採決（可決）

閉 会



署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 中 村 幸 一

宮 崎 県 議 会 副 議 長 蓬 原 正 三

宮 崎 県 議 会 議 員 福 田 作 弥

宮 崎 県 議 会 議 員 長 友 安 弘


